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音声コード「Uni-Voice」（ユニボイス）について 

・各ページ角の位置に印刷された模様はユニボイスという音声コードです。 

・スマートフォン専用アプリなどで読み取ると、音声で内容が確認できます。 

・模様の印刷された部分には位置を分かりやすくするために切りかきを付けてあります。 

  

サンプル 
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 区では、平成 18 年２月に「目黒区保健医療福祉計画」を策定し、３年ごとの改定を経ながら、

保健医療福祉施策を総合的に推進してきました。 

 我が国の人口は、平成 20年をピークに減少に転じ、本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎え

ようとしています。令和４年 12月の「全世代型社会保障構築会議」の報告書は、目指すべき社会

の将来的方向として、①「少子化・人口減少」の流れを変える②これからも続く「超高齢社会」に

備える③「地域の支え合い」を強める、の３点を示しました。各分野における改革の方向性の一

つに「地域共生社会※」の実現を提示し、人と人、人と社会がつながる包摂的な社会の実現が必要

とされています。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大や物価高騰などの社会経済状況の変化が、区民生活に

様々な影響を及ぼし、経済的な困窮とともに、既存の制度では対応が困難な複雑化・複合化した

課題を顕在化させています。その背景には、人と人とのつながりや、社会とのつながりが希薄に

なる孤独・孤立の状態があると考えられ、福祉分野の枠にとどまらない包括的な支援と包摂的な

地域づくりを目指す「地域共生社会」の実現が一層求められています。 

区では、包括的な相談支援体制を構築するため、「福祉の総合相談窓口（福祉のコンシェルジュ）」

を設置して、関係機関と連携を図りながら相談者に寄り添い、断らない相談支援を行うとともに、

社会福祉協議会に配置したコミュニティ・ソーシャルワーカー※が、アウトリーチ※を通じて地域

の中で困難な課題を抱えた人と信頼関係を築き、伴走型の支援に取り組んできました。こうした

取組を更に進め、本区ならではの包括的な支援体制を充実させることが重要な課題となっていま

す。 

令和３年３月に策定した新たな「目黒区基本構想」は、まちの将来像の考え方として「多様性

が生かされ、誰一人取り残されることなく、安心して生き生きと自分らしく暮らし続けられる地

域社会」を築いていくとし、こうした将来像を実現するための計画として令和４年３月に基本計

画を策定しました。 

本計画は、目黒区基本構想及び基本計画に沿って、引き続き「地域共生社会」の実現を目指す

こととし、社会の変化と区民の多様な福祉ニーズを踏まえ、新たな課題に対応した内容に改定し

ます。 

 

 

 

 

保健医療福祉計画は、目黒区基本構想の下、目黒区基本計画の補助計画として位置づけ、高齢

者、障害者、子どもなど、全ての区民を対象に保健医療福祉施策を総合的に推進するための基本

となる計画です。 

第１章 計画の概要 

 

サンプル 
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１ 計画改定の背景 

２ 計画の目的と位置づけ 
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本計画は、社会福祉法第 107条に定める地域福祉計画及び老人福祉法第 20条の８に定める老人

福祉計画の性格を併せ持つ計画であり、地域福祉計画は、社会福祉法の規定により、福祉の各分

野に共通する事項を一体的に定めるものとされています。 

加えて、今回の改定では、地域共生社会の実現に向けて包括的な支援体制の充実を図る「重層

的支援体制整備事業実施計画」（社会福祉法第 106条の５）と、成年後見制度の利用促進を中心に

区民の権利擁護支援に取り組む「成年後見制度利用促進基本計画」（成年後見制度の利用の促進に

関する法律第 14条）の性格も併せ持つものものとします。 

また、基本計画の補助計画である「介護保険事業計画」「障害者計画」「子ども総合計画」「健康

めぐろ２１」「生涯学習実施推進計画」「住生活マスタープラン」との整合を図るとともに、支え

合いのまちづくりを基本理念に地域福祉課題に取り組む（社福）目黒区社会福祉協議会の「第三

次目黒区地域福祉活動計画」及び「第四次目黒区社協発展・強化計画」とも整合を図っています。 

本計画の具体化は、目黒区実施計画及び各年度の予算によるものとします。 

 

 

 

 

本計画の期間は、令和６年度から 10年度までの５年間とし、社会状況の変化や関連計画の改定

等の状況を踏まえ、必要に応じて３年目の令和８年度に見直しを行います。 

 

 

 

 

本計画の進捗状況について、毎年度その実績を把握し、評価を行います。評価の結果は、区民

に公表します。 

 

 

 

 

持続可能な社会の実現に向け、平成 27年（2015年）に開催された国連サミットにおいて「持続

可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。アジェンダには、「持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）」として、17のゴール・169 のターゲットから

構成された国際目標が定められています。令和 12 年（2030 年）をその目標の達成年限として、

「誰一人取り残さない、持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現を目指すとしており、こ

れは、本計画が目指す「地域共生社会」の実現につながるものです。 

本計画の基本理念や基本目標は、ＳＤＧｓの目標１

「貧困をなくそう」や、目標３「すべての人に健康と

福祉を」、目標 11「住み続けられるまちづくりを」、目

標 17「パートナーシップで目標を達成しよう」をはじ

め、各目標と共通するものです。 

サンプル 

出典：国際連合広報センター 

３ 計画の期間 

 

４ 計画の進捗管理 

 

５ 計画とＳＤＧｓ 
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■ＳＤＧｓの 17のゴールの概要■ 

ゴール 概要 ゴール 概要 

 

あらゆる場所のあらゆる形態
の貧困を終わらせる 

 

各国内及び各国間の不平等を是正
する 

 
飢餓を終わらせ、食料安全保
障及び栄養改善を実現し、持
続可能な農業を促進する 

 
包摂的で安全かつ強靱（レジリエン
ト）で持続可能な都市及び人間居
住を実現する 

 
あらゆる年齢のすべての人々
の健康的な生活を確保し、福
祉を促進する 

 
持続可能な生産消費形態を確保す
る 

 すべての人々への包摂的かつ
公正な質の高い教育を提供
し、生涯学習の機会を促進す
る 

 
気候変動及びその影響を軽減する
ための緊急対策を講じる 

 
ジェンダー平等を達成し、すべ
ての女性及び女児のエンパワ
ーメントを行う 

 
持続可能な開発のために海洋・海
洋資源を保全し、持続可能な形で
利用する 

 
すべての人々の水と衛生の利
用可能性と持続可能な管理を
確保する 

 

陸域生態系の保護、回復、持続可
能な利用の推進、持続可能な森林
の経営、砂漠化への対処、ならびに
土地の劣化の阻止・回復及び生物
多様性の損失を阻止する 

 

すべての人々の、安価かつ信
頼できる持続可能な近代的エ
ネルギーへのアクセスを確保
する 

 
持続可能な開発のための平和で包
摂的な社会を促進し、すべての
人々に司法へのアクセスを提供し、
あらゆるレベルにおいて効果的で
説明責任のある包摂的な制度を構
築する 

 
包摂的かつ持続可能な経済成
長及びすべての人々の完全か
つ生産的な雇用と働きがいの
ある人間らしい雇用(ディーセ
ント・ワーク)を促進する 

 
持続可能な開発のための実施手段
を強化し、グローバル・パートナー
シップを活性化する 

 強靱（レジリエント）なインフラ
構築、包摂的かつ持続可能な
産業化の促進及びイノベーシ
ョンの推進を図る 

出典：国連持続可能な開発サミット「我々の世界を
変革する：持続可能な開発のための 2030
（外務省仮訳）」 
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人口と世帯の状況 

区の将来推計では、高齢人口の比率が上昇する一方で、生産年齢人口の比率が低下し、令和 22

年（2040年）には高齢化率は 28.6％に達して、その後も上昇する見込みです（図表１）。75歳以

上の人口増加が、高齢化率を押し上げていくと予測しています。 

世帯については、令和２年の国勢調査によると、男女とも 25～34歳の年代で単独世帯に属する

人の割合が 50％前後と最も高くなっています（図表２）。女性では、65 歳以上から単独世帯に属

する人の割合が上昇し、85歳以上で 40％を超える状況です。 

 

【図表１ 年齢階層別人口と高齢化率の推移・推計】 
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第２章 福祉を取り巻く目黒区の状況と社会の動き 

１ 目黒区の状況 

 

〔資料〕推移は住民基本台帳（各年 10月１日現在）、 

推計は目黒区人口・世帯数の予測【住民基本台帳ベース】（令和６年２月） 
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【図表２ 世帯の種類・世帯の家族類型、年齢階級、男女別世帯人員の割合】 
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85歳以上

単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子供から成る世帯

ひとり親と子供から成る世帯 その他の世帯 施設等の世帯

単独世帯

夫婦と子供から成る世帯

夫婦のみの世帯

ひとり親と子供

から成る世帯

その他の世帯

施設等の世帯

女性
一般世帯

〔資料〕総務省「国勢調査」２０２０年１０月 
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高齢者の状況 

 65歳以上の一人世帯数は年々増加し、令和４年には２万世帯を超えました（図表４）。区全体で

上昇傾向にある高齢化率は、地区別の将来推計でも、いずれの地区も似たような上昇傾向を示し

ています（図表５）。 

 要介護・要支援の認定を受けた人は、年々増加しており、各認定者数に占める 75歳以上の割合

は、80％を超えています（図表６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サンプル 

 〔資料〕厚生労働省「人口動態統計」、東京都保健医療局「人口動態統計年報（確定数）令和４年」 

〔資料〕住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

【図表３ 出生数と合計特殊出生率の推移】 

【図表４ ひとり暮らし高齢者世帯数等】 
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【図表６ 要介護・要支援認定者数の推移、及び各認定者数に占める 75歳以上の割合の推移】 

〔資料〕各年度末現在 

〔資料〕推移は住民基本台帳（各年１０月１日現在）、 

推計は目黒区人口・世帯数の予測【住民基本台帳ベース】（令和６年２月） 

【図表５ 地区別高齢化率の推移・推計】 
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障害のある人の状況 

各手帳の交付者数や医療費助成認定数の推移を見ると、身体障害はほぼ横ばいですが、知的障

害（愛の手帳交付者数）、精神障害、特殊疾病（難病）については、平成 30 年度以降、いずれも

増加傾向にあります（図表７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人）

視覚障害 聴覚障害 音声言語障害 肢体不自由 内部障害 計

交付者数 387 457 76 2,673 2,281 5,874

5,928 5,917 5,997 5,915 5,811 5,874 

999 1,052 1,146 1,186 1,230 1,296 
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特殊疾病（難病）医療費

助成認定件数

サンプル 

【図表７ 各手帳交付者数等の推移】 

【図表８ 身体障害者手帳交付者の内訳（令和４年度）】 

〔資料〕各年度末現在 

〔資料〕各年度末現在 
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生活保護の状況 

生活保護受給者数及び保護率は、近年横ばいとなっていますが、平成 26年度以降、微減傾向に

あります。世帯類型別では、単身高齢者が半数を超え、令和４年度では 54.6％になっています。

「高齢」、「傷病・障害」、「母子」の分類に属さない「その他」世帯のみが平成 30年度以降、増加

しています。 
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1,187 1,279 1,347 1,336 1,333 1,286
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640
643 624 613 593 596

86
75 69 60 45 36

367 357 316 305 321 346

2,377 2,460 2,475 2,422 2,391 2,356

0
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母子
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その他

・生活保護受給者数は、各年度月平均。停止中の世帯を除く。 

・保護率は、被保護人員／人口（東京都の人口（推計）（毎年１０月１日）東京都総務局）×1,000により算出。 

〔資料〕東京都福祉行政・衛生行政統計（東京都福祉保健局） 

【図表 10 受給世帯の世帯類型の推移】 

・生活保護受給世帯数は、各年度月平均。停止中の世帯を除く。 

〔資料〕目黒区生活保護業務統計 
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【図表９ 生活保護受給者数と受給率の推移】 
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社会保障を取り巻く環境の変化と課題 

我が国の人口は、平成 20年をピークに減少に転じ、本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎え

ようとしています。世帯規模の縮小化・単身世帯割合の増加などにより、家族や地域における支

え合いの機能の低下が懸念され、地域では、新型コロナウイルス感染症の影響も受けて、人間関

係が希薄化する中で、孤独・孤立の問題が顕在化してきました。 

こうした状況のもと、「８０５０問題※」などの分野横断的な対応が求められる課題や、ひきこ

もり※やヤングケアラー※、様々な困難を抱える女性など、従来の対象者別の制度には合致しにく

い制度の狭間にある課題が表面化してきています。 

制度から人を見るのではなく、「その人の生活を支えるために何が必要か」という観点に立ち、

人々がつながりを持ちながら安心して生活を送ることのできる「地域共生社会※」の実現を目指し

て、以下の法の制定・改正等が行われました。 

 

法の制定・改正等 

■社会福祉法（改正）■ 

〈平成 29年改正、平成 30 年４月施行〉 

地域福祉計画の策定、及び地域住民の抱える多様な課題を包括的に支援する体制の整備が区

市町村の努力義務とされました。 

〈令和２年改正、令和３年４月施行〉 

区市町村による包括的な支援体制を整備するための施策を具体化する事業として、「重層的

支援体制整備事業」が創設されました。この事業では、「相談支援」「参加支援」「地域づくり

に向けた支援」の三つの支援が相互に重なり合いながら、区市町村全体の体制として本人・世

帯に寄り添い、伴走する支援体制を構築・強化するものとされています。 

 

■孤独・孤立対策推進法（新法）■ 

〈令和５年成立、令和６年４月１日施行〉 

孤独・孤立に悩む人を誰一人取り残さない社会、相互に支え合い、人と人とのつながりが生

まれる社会を目指して、新たな法律が制定されました。 

この法律は、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進を図ることが重要であるこ

と、当事者の立場に立って、その状況に応じて支援が継続的に行われること等を基本理念とし

ています。 

国・地方公共団体の責務を定めるとともに、孤独・孤立対策の重点計画の作成、相談支援の

推進、関係者の連携・協働の促進等の基本的施策が示されました。また、推進体制として、地

方公共団体に、関係機関等により構成される孤独・孤立対策地域協議会の設置に努めることを

求めています。 

サンプル 
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■困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（新法）■ 

〈令和４年成立、令和６年４月１日施行〉 

近年、女性をめぐる課題は生活困窮、性暴力、性犯罪被害、家庭関係破綻など複雑化・複合

化しており、コロナ禍によりこうした課題が顕在化しました。「孤独・孤立対策」といった視

点も含め、新たな女性支援強化が喫緊の課題となる中、新しい法律が制定されました。 

同法は、基本理念に、女性の福祉の増進、多様な支援の包括的な提供体制の整備、民間団体

との協働による早期からの切れ目のない支援、及び人権の擁護と男女平等の実現等を掲げてい

ます。 

国・地方公共団体の責務を定めるとともに、地方公共団体は関係機関や民間団体などの関係

者で構成する支援調整会議を組織するよう努めるものとされました。 

 

■共生社会の実現を推進するための認知症基本法（新法）■ 

〈令和５年成立、令和６年１月１日施行〉 

認知症に関する初めての法律が制定されました。 

法律の目的は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知

症施策を総合的かつ計画的に推進すること、それにより、認知症の人を含めた国民一人一人が

その個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力

ある社会の実現を推進することとされています。 

国及び地方公共団体が取り組む基本的施策として、①認知症の人に関する国民の理解の増進

②認知症の人の生活におけるバリアフリー※化の推進③社会参加の機会の確保等④意思決定の

支援及び権利利益の保護⑤保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等などが掲げ

られています。 

 

■障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法（新法）■ 

（障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律） 

〈令和４年成立、令和４年５月 25日施行〉 

全ての障害者が、あらゆる分野の活動に参加するためには、情報の十分な取得利用・円滑な

意思疎通が極めて重要であることから、そのための施策を総合的に推進し、共生社会※の実現

に資することを目的に新たな法律が制定されました。 

法の基本理念には、施策の推進に当たり旨とすべき事項として、①障害の種類・程度に応じ

た手段を選択できるようにする②生活を営んでいる地域に関わらず等しく情報取得等ができる

ようにする③障害者でない者と同一内容の情報を同一時点で取得できるようにする④高度情報

通信ネットワークの利用・情報通信技術の活用を通じて行う、ことを掲げています。 

国・地方公共団体に施策の策定と実施の責務を課すとともに、事業者及び国民の努力を定め

ています。また、区市町村の障害者計画の策定・変更に当たっては、法律の趣旨を踏まえたも

のにすることとしています。 

サンプル 
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■こども基本法（新法）■ 

〈令和４年成立、令和５年４月１日施行〉 

こども施策を総合的に推進するための新しい法律が制定されました。 

この法律は、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立

した個人として等しく健やかに成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている環境

等に関わらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会

の実現を目指すものです。 

基本理念には、全てのこどもが①個人として尊重されること②適切に養育され、生活を保障

され、愛され保護されること、教育を受ける機会が等しく与えられること③年齢及び発達の程

度に応じ、意見を表明する機会・多様な社会的活動に参画する機会が確保され、意見の尊重、

最善の利益が優先して考慮されること、等が掲げられています。 

国・地方公共団体の責務、事業主・国民の努力について定めています。 

 

■全世代型社会保障の構築■ 

〈令和４年 12月 16日、全世代型社会保障構築会議報告、同日に「全世代型社会保障の構築に向

けた取組について」、全世代型社会保障構築本部決定〉 

同報告は、目指すべき社会の将来的方向として、①「少子化・人口減少」の流れを変える②

これからも続く「超高齢社会」に備える③「地域の支え合い」を強める、の３点を示していま

す。その上で、以下の基本理念を掲げました。 

①「将来世代」の安心を保障する②能力に応じて、全世代が支え合う③個人の幸福ととも

に、社会全体を幸福にする④制度を支える人材やサービス提供体制を重視する⑤社会保障のＤ

Ｘに積極的に取り組む 

以上の基本的考え方に基づき、各分野における改革の方向性の一つに「地域共生社会」の実

現を提示しています。今後更なる増加が見込まれる独居高齢者等を社会全体でどのように支え

ていくかが大きな課題であるとし、人と人、人と社会がつながる包摂的な社会の実現が必要と

しました。重層的支援体制の整備、ソーシャルワーカー等の確保・育成、多様な主体による地

域づくりの推進等を具体的に取り組むべき課題としています。 
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「地域共生社会※」の実現に向けて、誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることがで

きるように、「個人の尊厳と人間性の尊重」を基盤とした、「自立生活の確立」、「健康寿命※の延伸」

及び「地域の支え合いの推進」を基本理念とします。また、以下の基本的な考え方に沿って施策

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な考え方 

・お互いの存在と人格を尊重し、多様な価値観を認め合って、誰もが平等に大切にされる地域社

会をつくる。 

・誰もが生きがいと役割を持ち、自分らしく活躍できる地域社会をつくる。 

・誰もが暮らしの中で直面する様々な困難について身近な場で安心して相談ができ、その人に寄

り添った包括的な支援を受けることができる仕組みを確立する。 

・誰もが自らの意思が尊重され、自立した生活を送ることができるよう、保健・医療・福祉など

の担い手の確保・育成に努め、必要なサービスが切れ目なく総合的に提供されるようにする。 

・誰もが生涯にわたり健康で活力あふれる生活を送ることができるよう、ライフステージ※や心身

の状態に応じた健康施策を推進する。 

・人と人、人と社会がつながり、互いに支え合いながら、誰もが孤立することなく安心して暮ら

すことができる地域社会を、区民と事業者、区が共に力を出し合ってつくる。 

・「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、誰もが持つ力や個性を生かして地域づくり

に参加するとともに、保健医療福祉に関する政策形成過程に参画する機会を充実する。 
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基本 
理念 

基本目標 施策 
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た
地
域
で
自
分
ら
し
く
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
地
域
共
生
社
会
の
実
現 

１ 地域共生社会の実
現に向けた包括的
な支援体制の充実 

１ 包括的相談支援体制の充実 

２ 地域における支え合いの推進 

３ 福祉教育の推進 

目黒区重層的支援体制整備事業実施計画 

２ 誰もが安心して地
域で暮らせる社会
の推進 

１ 生活困窮者の自立支援の充実 

２ 住まいの確保 

３ 多様な生活課題への分野横断的な支援 
〈ひきこもり、ヤングケアラー等への支援〉 

４ 社会的孤立・孤独への対応 

５ 認知症施策の推進 

６ 災害時要配慮者支援の推進 

７ 権利擁護の推進 

目黒区成年後見制度利用促進基本計画 

３ 地域包括ケアシス
テムの深化・推進 

１ 地域包括支援センターの機能強化 

２ 介護・福祉サービス基盤の整備と家族介護者等への支援の充実 

３ 生活支援サービスの充実 

４ 在宅医療と介護・福祉の連携 

５ 介護・福祉人材の確保・定着・育成とサービスの質の向上 

４ 生涯現役社会・エイ
ジレス社会の推進 

１ 介護予防・フレイル予防の推進 

２ 社会参加・居場所づくり・就労支援の推進 

５ 障害への理解促進・
障害のある人への
支援の充実 

１ 安心して暮らせる地域社会の実現 

２ 自分らしい生活ができる環境整備の推進 

３ ライフステージや障害特性に応じた自立への支援の充実 

６ 子育て子育ちへの
支援の充実 

１ 子どもの権利が尊重される環境の整備 

２ 妊娠期から青年期までの包括的な子育て家庭への支援 

３ 子どもの虐待を防止するための体制整備 

４ 多様な保育・教育の充実 

５ 子どもの安全な遊び場・放課後の居場所づくりの推進 

７ 健康で安心して暮
らせる社会の推進 

１ 健康危機管理対策の充実 

２ 健康づくりの推進 

３ 地域保健医療体制の充実 

４ 安全で快適な生活環境の確保 

サンプル 

２ 計画の体系 
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サンプル 

 
基本目標名を 
記載しています。 

 
施策一覧を 
記載しています。 

 
施策名を 
記載しています。 

 
施策にかかわる区の現状 
と課題を記載しています。 

３ 施策・主な事業の見方 

 

第３章 計画の基本的な考え方 
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サンプル 

 
施策にかかわる主な取組 
を記載しています。 

 
施策にかかわる主な 
事業を記載しています。 

 

各事業の種別を記載しています。 
・新規：新たに開始する事業 

（前計画以降に新たに開始した事業を含みます） 

・重点：重点的に取り組む事業 
・継続：継続して実施する事業 

 事業名、事業概要、担当
課を記載しています。 

 
令和５年度の事業の実施 
状況を記載しています。 

 
事業目標を前期・後期に
分けて記載しています。 
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「地域共生社会」の理念は、高齢・介護、障害、子ども・子育て、生活困窮などの制度・分野の

枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひと

りが生きがいと役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、

地域や社会をつくるという考え方です。 

複雑化・複合化した課題や公的支援制度の狭間にある課題を抱えながら、必要な支援を受けら

れず、社会から孤立する傾向にある人を受け止め、適切な支援につなげられるように包括的な支

援体制の更なる充実を目指します。 

地域社会からの孤立を防ぐとともに生活の安定と自立を支援し、地域における暮らしの中での

支え合い、多世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出すなどの支援に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・ひきこもり※や８０５０問題※など、公的支援制度では対応しきれない「狭間」にある課題や複

雑化・複合化した課題の解決に向け、包括的な相談支援体制を構築するため、「福祉の総合相談

窓口（福祉のコンシェルジュ）」を設置して、関係機関と連携を図りながら相談者に寄り添い、

断らない相談支援を行っています。 

・「福祉の総合相談窓口」では、「ふくしの相談」「くらしの相談」「住まいの相談」の三つの相談

窓口を設置して、ワンストップ型の相談支援を行っています。 

・社会福祉協議会に配置したコミュニティ・ソーシャルワーカー※が、アウトリーチ※を通じて地

域の中で困難な課題を抱えて孤立しがちな人と信頼関係を築き、専門機関につなげながら伴走

型の支援に取り組んでいます。 

・福祉の総合相談では、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた令和２年度に経済的困

窮に関する相談が急増し、既存の制度では対応が困難な課題が顕在化しています。経済的な支

援だけでは解決できない複合的な課題を抱えている人が多く存在する実態があります。こうし

た課題を抱えた人への適切な支援のために、関係機関の連携強化、各相談支援機関の職員の資

質・能力の向上が求められています。 

基 本 

目 標 １ 
地域共生社会の実現に向けた包括的な 
支援体制の充実 

施
策
一
覧 

施策１ 包括的相談支援体制の充実 

施策２ 地域における支え合いの推進 

施策３ 福祉教育の推進 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

施策１ 包括的相談支援体制の充実 

 

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標１ 地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の充実 
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・誰にも相談できずに一人で抱え込む事例、急変時や制度の狭間の問題の相談先が分からない、

対応の手順が見えないといった問題が生じています。支援を必要とする人が確実に相談につな

がるように、相談支援機関の積極的な周知と相談から支援に至る流れの見える化、福祉に関す

る区民の学習機会の提供が必要です。 

・目の前の困りごとが解決しても、地域社会から孤立している状態が続く場合もあります。本人

と相談支援機関が継続的につながる仕組みづくりや複数の支援機関の調整を担う多機関協働の

取組とともに、地域活動への参加支援、地域づくりなどの取組も必要です。 

 

主な取組 

■重層的支援体制の整備■ 

 区がこれまで進めてきた包括的な支援体制を充実させるため、国が創設した重層的支援体制整

備事業※を実施します。事業実施により、アウトリーチによる相談支援や多機関協働の機能強化を

図るとともに、区民の地域社会への関心を高め、多様なつながりを生み出す地域づくりを進めて

いきます。 

 

■ワンストップ型の相談支援の充実■ 

 今後も、属性や世代を問わない包括的な相談支援を、福祉の総合相談窓口や区民に「身近な保

健福祉の総合相談窓口」である地域包括支援センター※、コミュニティ・ソーシャルワーカー等を

中心に、ワンストップ型で取り組みます。 

相談者の困りごとの解決に向けて専門機関等に適切につなげるとともに、地域社会からの孤立

を防ぐ伴走型の支援を行っていきます。 

 

■職員の資質・能力の向上■ 

福祉の総合相談を担う機関だけでなく、最初に相談した窓口で、複合的な課題等を抱える人に

対しても、その人の状況を的確に把握して、わかりやすく説明し、適切な支援につなげていくこ

とが重要です。 

各相談支援機関においてソーシャルワーク機能が発揮できるよう、区独自の人材育成プログラ

ム等を活用して職員の資質及び能力の向上に取り組みます。また、民間の相談支援機関における

人材育成を支援します。 

 

■相談支援の周知・区民の学習機会の提供■ 

 支援を必要とする人が確実に相談につながるように、「福祉の総合相談窓口」等の相談支援機関

を積極的に周知します。ＳＮＳなど世代の特性に配慮した相談の手段や機会を提供しながら、「こ

こに相談すれば、必ず受け止め、一緒に考えてくれる」とＰＲし、相談先と相談からつながる支

援やサービスの提供について具体的にイメージできるようにします。 

 あわせて、福祉や介護の制度、サービスの基礎知識を区民が日頃から身に付けられるように、

地域の出前講座や学校での福祉教育、ＳＮＳの活用などにより、多世代の学びの場を広げていき

ます。 

 

サンプル 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

重層的支援体制整備事業 

社会福祉法第 106 条の４に基づき、

地域住民の複雑化・複合化した支援ニ

ーズに対応する包括的な支援体制を構

築し、個別支援と地域づくりへの支援

の両面を通じて重層的な支援体制を整

備します。「包括的相談支援」、「参加支

援」、「地域づくり支援」、「アウトリー

チ等を通じた継続的支援」及び「多機

関協働」の５事業を一体的に実施しま

す。＊詳細は、P.30 事業実施計画 

（健康福祉計画課、各課） 

・３年度から５

年度まで移行準

備事業を実施 

・６年度に事業

開始 

・関係機関等と

の連携・協働を

進め、事業の定

着を図る 

・事業評価を適

宜行い、必要な

改善を図る 

・継続 

重点 

福祉の総合相談支援の充実 

 複雑化・多様化した課題や、制度の

「狭間」の課題に対応するため、「福祉

の総合相談窓口」を開設しています。

分野を超えて「断わらない相談支援」

を行い、包括的相談支援体制を充実し

ていきます。 

（福祉総合課） 

・福祉の総合相

談窓口（福祉の

コンシェルジ

ュ）に、新たに

ひきこもり相談

支援員を配置 

・関係機関との

連携強化 

・ひきこもり相

談支援員の継続

配置 

・継続 

重点 

コミュニティ・ソーシャルワーカー

による個別支援と地域づくりの推進 

 コミュニティ・ソーシャルワーカー

を３年度に社会福祉協議会に配置。生

活困窮、ひきこもり、ヤングケアラー※

等の複雑化・複合化した課題を抱え、

社会から孤立しがちな人に寄り添い、

「断らない相談支援」「参加支援」「地

域づくりに向けた支援」を進めます。 

（健康福祉計画課） 

・コミュニテ

ィ・ソーシャル

ワーカーを増員

して 10 名配置

し、アウトリー

チによる伴走型

支援、地域への

情報発信等を積

極的に実施 

・アウトリーチ

による課題の早

期発見や継続的

支援の実施 

・地域づくり、

参加支援を通じ

た新たな居場所

の創出 

・継続 

重点 

職員のソーシャルワーク能力の向上 

 障害や子育て、生活困窮などの相談

支援機関及び区の関係所管職員が制度

横断的な知識やアセスメント※力、調整

力等を身に付け、ソーシャルワーク機

能を向上するとともに、高い倫理観を

保持できるよう職員研修を体系的に実

施します。 

（健康福祉計画課） 

・健康福祉部人

材育成プログラ

ム「飛躍」に基

づき、研修を実

施 

・区職員向けの

研修に加え、民

間の相談支援機

関職員を対象に

した研修を実施 

・継続 

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標１ 地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の充実 
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（2020）

- 令和３年度

（2021）

- 令和４年度

（2022）

（件数）

新規相談件数 継続相談件数

 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

相談支援の積極的な周知と出前

講座の実施 

支援を必要とする人が相談に

つながるように、相談支援の窓

口や支援の流れなどの積極的な

周知に努めます。 

（福祉総合課） 

・地域包括支援センタ

ーの出張相談会及び出

前講座の実施（各地区

月２～４回） 

・相談支援窓口のリー

フレット等を活用した

周知 

・出張相談会及

び出前講座の拡

充 

・ＳＮＳ等を活

用した周知 

継続 

 

 

【福祉の総合相談「ふくしの相談」「くらしの相談」の新規・延べ件数の推移】 

ふくしの相談：保健福祉に関する相談  ／  くらしの相談：生活の困窮等に関する相談 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

  

  

  

 

 

 

  

サンプル 
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コミュニティ・ソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の活動 
 

区では、目黒区社会福祉協議会にコミュニ

ティソーシャルワーク事業を委託していま

す。 

コミュニティ・ソーシャルワーカー（ＣＳ

Ｗ）は、日常生活上の困りごとや心配ごとを

受け止め、様々な関係機関などにつなぐ活動

をしています。積極的に本人のもとに出向

き、情報を提供しながらその人の生活に寄り

添った伴走型の支援を行います。地域の様々

な困りごとに対して、関係機関・団体や行政

と連携して総合的な相談支援（個別支援）を

行い、地域活動への支援や新たな社会資源の

創出につなげます。 

 

個別支援と地域支援 

個別支援相談…近所の人が心配、子育ての悩

みを相談したい、どこに相談してよいか分

からない、一人暮らしで近所に知り合いも

いないので不安、など、小さな困りごとや

心配ごとの相談を受けています。 

本人のもとへ訪問するだけでなく、様々な

地域活動の場に出向き、区民の困りごとを

受け止める機会を作っています。 

地域支援相談…退職後に地域のために何かを

したい、特技や資格を生かしたいが、何か

ら始めればよいか分からない、など、地域

活動のきっかけを持ちにくい人に、丁寧な

聞き取りと情報提供を行い、その人が望む

地域とのつながりをつくれるよう支援しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様々な機関との連携 

行政の関係機関だけでなく、社会福祉法人

やＮＰＯ法人、地域で活動する様々な団体と

の連携によって、地域の中で解決できる手立

てを一緒に考えていきます。情報交換会など

の会議や、実際の事業での共催や協力など、

様々な方法で連携を図っています。 

 

活動の周知 

「ささえあいレポート」（年３～４回発

行）、区報、社協ホームページ、社協

Facebook、チラシやカードの配付など、様々

な媒体を通じてＣＳＷの活動を紹介していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例紹介 

① 体調を崩して生活も困窮していたＡさんへ

の支援 

Ａさんを心配した隣人からＣＳＷへ相談が

ありました。Ａさんは経済的に困り、体調が

悪かったのですが、福祉サービスの利用に拒

否がありました。ＣＳＷは、Ａさん宅への訪

問を重ねて信頼関係を築き、お金のことを相

談できる窓口を紹介、必要なサービスの利用

につなげました。 

② 親を亡くし、一人暮らしとなった障害のあ

るＢさんへの支援 

親が亡くなった後、Ｂさんの生活を支える

ために、専門職が介入し福祉サービスの利用

を進めていました。その一方で、近所には、

Ｂさんが困った時に駆け込むお家や、気にか

けてくれる方々がいました。ＣＳＷは専門職

と近隣住民の橋渡し役として、情報を共有し

見守りの協力関係を作っていくことで、地域

の見守り体制を構築しました。

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標１ 地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の充実 
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現状と課題 

・高齢化や核家族化の進行、長引くコロナ禍の影響などにより、生活課題を抱えながら地域の中

で孤立する傾向にある人の増加が見込まれ、地域における、つながりや支え合いの必要性はこ

れまで以上に高まっているといえます。 

・区内の５地区で、社会福祉協議会の生活支援コーディネーター※が地域の支え合い活動の資源の

把握や住民の関係づくりを進めるとともに、住民主体で運営する地域の話し合い・連携の場で

ある協議体※で、地域課題の共有、住民やボランティア等による生活支援サービスの創出に向け

た取組が行われています。 

・民生委員・児童委員※が区民と行政、関係機関とのパイプ役として支援や保護につなげる活動を

行うとともに、地域住民による見守り活動やボランティアグループによる交流サロン、子ども

食堂や学習支援など、様々な支え合い活動が行われています。 

・コロナ禍でもオンラインを活用するなど工夫して活動が継続され、人と人との新たなつながり

方が広がってきました。 

・地域における支え合いを推進していくためには、多くの住民が地域に暮らす様々な人々につい

て関心を持ち、身近な地域を大切にしようと考えることが欠かせません。誰もが気軽に参加で

きる、また参加しようと思える地域の活動や場が身近にあることが大切です。 

・あわせて、そのような活動を支える多様な担い手の確保が重要であり、幅広い世代の参加やプ

ロボノ※の活用などとともに、社会福祉法人や企業に地域の支え合い活動への参加を呼び掛けて

いくことも必要です。 

 

主な取組 

■多様なつながりを生み出す地域づくり■ 

 区民の地域社会への関心を高め、多様なつながりを生み出す地域づくりを進めていきます。高

齢者や子どもといった対象を限定しない、オンラインの活用も含めた、誰もが気軽に立ち寄れる

居場所づくりや交流の機会の創出に取り組みます。また、そのような活動を行う団体等と連携・

協働し、必要な支援を行っていきます。 

地域活動の担い手も多様であることが必要です。緩やかな活動の担い手である見守りサポータ

ーや認知症サポーター※の養成、個々の支援やグループ活動を積極的に担うボランティアととも

に、プロボノの活用も含めた人材を確保し、様々な世代が様々な関わり方で活動に参加できるよ

う、社会福祉協議会や関係機関等と連携して取り組みます。また、高齢者や障害者、子ども、生

活困窮者※などは、支援を受けるだけでなく、同時に地域社会の中で役割を持ち活躍する存在でも

あります。「支える側」「支えられる側」という関係を超えた取組を推進していきます。 

 

■支え合いの仕組みの推進と活動の充実■ 

 見守りネットワーク※や、生活支援コーディネーターが関わる地域の話し合い・連携の場である

５地区の協議体など、地域の支え合いの仕組みを効果的に推進していきます。その中で、地域住

サンプル 

施策２ 地域における支え合いの推進 
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民が地域の生活課題を共有し、解決に向けて共に考え、活動できるよう環境を整備します。 

 生活支援コーディネーターはコミュニティ・ソーシャルワーカー※と兼務体制をとっています。

生活課題を抱えた人への支援と地域課題の把握や活動の拠点づくりなどを有機的に結び付け、関

係機関・団体・行政とも連携して、活動を充実させていきます。 

 また、区内の福祉施設や福祉事業所、企業などが地域の支え合いの仕組みに、更に参加し活動

するよう呼びかけるとともに、必要な支援を行います。特に、社会福祉法人は、これまで培って

きた福祉サービスに関する専門性や地域の関係者とのネットワーク等を生かして、支え合い活動

への貢献が期待されます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

重層的支援体制整備事業（再掲） 

社会福祉法第 106 条の４に基づき、地

域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ

に対応する包括的な支援体制を構築し、

個別支援と地域づくりへの支援の両面を

通じて重層的な支援体制を整備します。

「包括的相談支援」、「参加支援」、「地域

づくり支援」、「アウトリーチ等を通じた

継続的支援」及び「多機関協働」の５事

業を一体的に実施します。＊詳細は、

P.30 事業実施計画 

（健康福祉計画課、各課） 

・３年度から５年

度まで移行準備事

業を実施 

・６年度に事

業開始 

・関係機関等

との連携・協

働を進め、事

業の定着を図

る 

・事業評価を

適宜行い、必

要な改善を図

る 

・継続 

重点 

生活支援体制整備事業の効果的な推進 

５地区の協議体が、地域住民への情報

発信、住民による活動報告や意見交換の

機会等を設けることで、支え合い活動の

浸透を図っています。支援が必要な人を

身近な住民が受け止め、専門職につなげ

る取組の広がりが期待されます。 

（健康福祉計画課） 

・各地区の協議体

による地域課題の

共有及び生活支援

サービスの創出、

個別支援へのつな

ぎの広がり 

・フォーラム開催

等による区全体の

課題共有と住民の

知識・理解の向上 

・継続 

・支援する

人・される人

の関係を超え

た、交流の場

づくりへの支

援を図る 

・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

地域における見守り活動の推進 

 見守りネットワーク（見守りめぐ

ねっと）における関係機関との連携

強化を図るとともに、ボランティア

による高齢者見守り訪問事業、緩や

かに地域を見守る見守りサポーター

による見守りの三つの見守り事業を

実施し、地域における高齢者等の見

守りを推進します。 

（福祉総合課） 

・見守りネットワ

ーク（見守りめぐ

ねっと）の推進 

・高齢者見守り訪

問事業の実施 

・見守りサポータ

ー及び認知症サポ

ーター養成講座の

実施 

・高齢者見守り訓

練の実施 

・見守りネッ

トワーク登録

者の増（新規

登録事業者

数：年 10 件） 

・見守りサポ

ーター及び認

知症サポータ

ー養成講座の

実施 

・高齢者見守

り訓練の実施 

・継続 

新規 

社会福祉法人、団体、企業等によ

る地域福祉活動の推進 

 社会福祉法人をはじめ地域活動団

体やボランティアグループ、ＮＰＯ

などが行う地域福祉活動を社会福祉

協議会と連携して支援し、区全体と

して地域福祉を推進します。 

（健康福祉計画課） 

・法人、団体間等

の連携により実施 

・社会福祉法人連

絡会において、活

動の相談・紹介を

実施 

・活動ＰＲへ

の支援を通じ

た多様な地域

福祉活動の担

い手の拡充 

・実施 

重点 

めぐろシニアいきいきポイント事

業の推進 

区内在住の高齢者が「いきいきサ

ポーター」として登録し、社会貢献

活動を行うことにより、区内共通商

品券と交換できるポイントを取得す

る事業を推進することで、高齢者の

生きがいづくり、健康増進及び介護

予防を図るとともに、高齢者の社会

参加を促します。 

（高齢福祉課） 

・活動場所：15

か所 

・活動内容：４事

業 

・ステップアップ

研修 

・継続 

・活動場所の

拡大 

・ポイントの

電子化の検討 

・継続 

 

 

 

  

サンプル 



 

25 

 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

民生委員・児童委員の地域福祉活動

の推進 

地域住民が抱える生活上の問題や高

齢福祉、児童福祉などあらゆる分野の

相談に応じ、助言や調査などを行って

いる民生委員・児童委員の福祉活動を

支援し、地域づくりを推進していきま

す。また、民生児童委員協議会の定期

的な開催により、行政等関係機関との

連携強化を図ります。 

（健康福祉計画課） 

・民生委員・児童

委員による相談・

助言・調査活動へ

の支援 

・協議会の定期開

催 

・行政等関係機関

との協議 

・継続 ・継続 

 

 

生活支援体制整備事業 

 

地域づくりに地道に取り組む 

安全安心に暮らすには地域のつながりが必

要だと気付きながら、人付き合いの難しさな

どから敬遠してしまう現実があります。それ

でも、地域づくりは必ず未来に生きると信じ

て、地道に活動に取り組んでいる方々がいま

す。 

 

協議体と生活支援コーディネーター 

区が目黒区社会福祉協議会に委託している

生活支援体制整備事業では、区内５地区に協

議体と生活支援コーディネーターを配置して

います。協議体メンバーは、町会・自治会、

住区住民会議、竹の子クラブ（旧名称：老人

クラブ）、福祉施設、商店街などの関係者や民

生委員・児童委員など。地域の課題や資源を

把握し、支え合いを広げていくための方法や

施策について話し合っています。生活支援コ

ーディネーターは活動の調整役を担っていま

す。 

ここでは、二つの協議体の取組を紹介しま

す。 

 

 

★東部ふれあいフェスティバル 

 東部ふれあい協議会は令和元年度、地域の

社会資源、相談機関、サービスなどについて

住民に情報発信しようと「東部地区ふれあい

フェスティバル」を開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響で２年間中止せざるを得ませんでした。

「このままでは地域のつながりが更に希薄に

なってしまう」と危機感を抱いた協議体メン

バーは再開を決断。令和４年 11月、東部の活

動団体、警察・消防、医療機関、福祉施設、

児童館など約 30団体に協力を仰ぎ再開を果た

しました。子どもたちが楽しめるように、景

品付きクイズや体験のコーナーを用意。未就

サンプル 

東部ふれあいフェスティバル（令和５年１１月） 
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学児から高齢者まで、多くの方が地域の情報

に触れることができました。 

令和５年度は、高齢、障害施設等がある

「こぶしえん」（下目黒６丁目）で開催しまし

た。協議体の座長は「訪れた住民の方々が直

接言葉を交わし、地域の情報に触れ合っても

らえればと思います。人と人がつながってい

くことが地域の支え合いには大切」と協議体

の役割について話しています。 

 

★西部支え合い・いどばた会議 

西部支え合いまち会議（にしまち会議）

は、誰もが孤立せず安心して暮らせる地域を

つくるため、支え合いのネットワークを広げ

る活動を続けています。その一つ、地区住民

と共に語り合う「支え合い・いどばた会議」

が令和５年 10月、東根住区センターで開か

れ、約 50人が参加しました。会議は西部地区

の全住区で開催され、今年度から２巡目に入

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回のいどばた会議では、好きな食べ物に

ついて話したり、歌や体操をしたり、参加者

の緊張をほぐした後、活動紹介、防災、住民

交流などについて熱心に意見交換し、地域情

報の共有が図られました。にしまち会議のメ

ンバーは「今は点でも横のつながりを続けて

いけば、やがて面になっていく。誰もが暮ら

しやすい地域をつくっていくのが我々の役割

ではないか」と、支え合いの仕組みづくりに

地道に取り組んでいます。

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・「福祉教育」は、福祉について関心を持ち、多様性を認め合い、福祉課題を自分たちの問題とし

て認識して、解決に向けて行動する力を身に付けることを目的に行われる活動です。 

・現実には、障害や経済的な困窮、国籍、性的指向・性自認などに対する偏見と差別が依然とし

て存在しており、インターネット上の誹謗・中傷等、社会の変化に伴い新たな人権問題も生じ

ています。困難な生活課題を抱える人々に対する地域住民の無関心や偏見・差別が地域社会に

おける疎外・排除をもたらし、当事者が生きづらさを増していく状況に陥るおそれがあります。 

・こうした状況を受け、偏見や差別、疎外や排除のない地域社会を形成するために、学校教育や

社会教育、スポーツ等のイベントによる学び合いや交流が行われています。加えて、民生委員・

児童委員※の活動、地域における見守りや認知症サポーター※等の活動、生活支援体制整備事業

の協議体※の活動など、多くの地域福祉活動が行われ、多様な人々の相互理解が進められていま

す。 

・これらの取組を通じて、更に、福祉や人権に関する知識と理解を深め、個性や違いを認め合う

意識の醸成を図っていくことが必要です。 

 

サンプル 

施策３ 福祉教育の推進 

 

西部支え合い・いどばた会議（令和５年１０月） 
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主な取組 

■共生社会に向けた福祉教育の推進■ 

 障害の有無や年齢、性のあり方、文化や言語等に関わらず、相互に違いや個性を認めて尊重し

合える共生社会※を実現するために、福祉教育を一層推進していきます。障害や性的指向・性自認

等への正しい知識を得て理解し、疎外することなく地域で共に生きていくために、行動する力を

身に付ける学び合いの取組を進めます。 

 

■日常の中にある学び合い■ 

 福祉教育の基本は、日常の中にある様々な触れ合いや体験を通して、人権と多様性の尊重を実

感し、福祉課題を学んでいくものです。学校では、引き続き、日常の学習や様々な体験を通して

福祉課題への理解を深め、社会の一員として自主的に行動する姿勢を養うとともに、ボランティ

アティーチャーなどによる支援の技術を身に付ける学習の充実を図ります。 

 地域の福祉施設や活動団体などと連携し、オンラインの活用等実施方法を工夫しながら、多様

な人々が集い、交流し学び合う機会を拡充していきます。また、当事者が地域で暮らす様子を自

ら発信することも含め、懇談や対話の中で地域の福祉課題を共に考える機会の創出を目指します。 

 

■「受援力」を高める取組■ 

 社会的包摂（ソーシャルインクルージョン）※の視点を持てるような啓発的な取組を地道に継続

していく一方、助けを求めることができない人が、自らの抱える課題に気付きＳＯＳを発信でき

るよう、援助を受け入れることを容認できる「受援力」を高める取組を進めていきます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

障害者差別解消に向けた取組 

区民を対象とした講演会の開催や、

めぐろ区報などの広報媒体の活用等に

より障害者差別解消に向けた周知・啓

発を図ります。また、職員一人ひとり

が、障害のある人へ適切な対応を行う

ことができるよう、職員に対する定期

的な研修を実施します。 

（障害施策推進課） 

・区民を対象とし

た講演会を開催

（年１回） 

・めぐろ区報で特

集記事を掲載 

・全職員を対象と

した研修を実施

（年１回） 

・継続 

・興味関心

を持って受

講できるよ

うな講演会

内容の検

討・実施 

・継続 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

「助けてと言える社会」づくり 

社会から孤立し助けを求めること

ができない人が、自らの課題に気づ

き、ＳＯＳを表明できる「助けてと

言える社会」づくりを進め、援助を

受け入れる力「受援力」の理解を深

める啓発活動を行います。 

（健康福祉計画課） 

・「受援力」について

知り、理解を深めるた

めの講演会を実施 

・継続 

・ＳＮＳ

等、多様な

ツールによ

る取組の周

知 

・継続 

重点 

交流機会の推進 

障害のある人の日頃の活動の表彰

や、障害福祉施設等の活動紹介等を

行うイベント（めぐろふれあいフェ

スティバル）の開催や、区立施設が

主催するまつり等を通じて、障害の

ある人とない人が相互に理解を深め

るための交流を促進します。 

（障害施策推進課、障害者支援課） 

・めぐろふれあいフェ

スティバルの開催 

・各区立施設等におけ

るまつりの開催 

・前年度の

実施状況を

踏まえたイ

ベント企画

等について

の見直し 

・継続 

継続 

スポーツを通じた相互理解の促進 

東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会の開催によって得

られた成果をレガシーとして活用

し、障害者スポーツの推進につなげ

ていきます。障害者スポーツを含

め、スポーツを通じて優秀な成績を

収めた区民や団体を表彰し、スポー

ツを奨励します。 

（スポーツ振興課） 

・区民交流ボッチャ大

会等の実施 

・目黒区スポーツ表彰

の実施 

・継続 

・次期策定

のスポーツ

推進計画で

定める 

・次期策定

のスポーツ

推進計画で

定める 

継続 

小中学校における福祉教育の推進 

 様々な体験を通して、福祉につい

ての理解を深め、社会の一員として

の実感や自主的に行動する態度を養

うとともに、思いやりや共に生きる

心を育てます。 

（教育指導課） 

・小学校第４学年児童

に福祉体験学習ガイド

ブック「ともに生きる

笑顔のまち」配布 

・福祉体験学習実施 

・「学校 2020 レガシ

ー」で障害者理解の学

習 

・継続 ・継続 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

学校・企業等での福祉学習の支援 

目黒区社会福祉協議会が実施す

る、学校・企業等での福祉体験・ボ

ランティア活動体験など、福祉学習

の支援を行います。 

（健康福祉計画課） 

・福祉体験学習の実施

（車イス体験、高齢者

疑似体験、手話体験、

点字体験など、地域に

暮らす人々の日常課題

を体験） 

・ボランティア活動体

験の実施 

・継続 ・継続 

継続 

人権尊重を課題とした社会教育講

座の実施 

偏見や差別の根底にある知識不足

を解消し、命の大切さや権利を守る

ことの必要性を学ぶ機会を提供しま

す。人権課題の中から毎年取り上げ

るテーマを設定してバランスよく実

施します。 

（生涯学習課） 

・社会教育講座を５講

座以上実施 

【５年度テーマの例】 

・「それ差別ですよー

差別する心はどうして

生まれるか？」、「見た

目の基準って誰が決め

るの？～社会の中のル

ッキズム」 

・継続 ・継続 
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目黒区重層的支援体制整備事業実施計画 

 

１ 計画策定の背景と目的 

（１）背景 

少子高齢化が進展し単身世帯の増加や世帯規模の縮小が進むとともに、コロナ禍による地

域の交流意識の希薄化、雇用情勢等の変化が、いわゆる８０５０問題※やダブルケア※、ひ

きこもり※、ヤングケアラー※など、従来の制度・分野の枠の中には当てはまりにくい、複

雑化・複合化した課題を顕在化させています。 

地域共生社会※の実現のため、令和２年６月の社会福祉法の改正により、包括的な支援体

制の構築を進めるための方策として、令和３年４月から「重層的支援体制整備事業」が創設

されました。 

重層的支援体制整備事業は、区市町村において、地域住民の分野を横断する課題や、属性

別に展開されてきた公的な制度では支援が難しい制度の狭間の課題などに対応するため、対

象者の属性・世代を問わない相談・地域づくりを一体的に行う包括的な支援体制を整備し、

全ての人に、「つながり・支え合い」のある地域をつくることを目指すものです。既存の相

談支援や地域づくり支援の取組を生かし、制度間の連携を容易にすることにより、各分野間

のスムーズな連携を促し、区市町村全体の支援機関・地域の関係者が相談を受け止め、つな

がり続ける支援体制を構築していくとされています。 

 

（２）目的 

区では、５地区に設置している地域包括支援センター※を属性を問わない「身近な保健福

祉の総合相談窓口」に位置付け、平成 31年４月には区の組織を再編し、福祉分野の相談支

援の中核を担う福祉総合課を新設しました。同課に「福祉の総合相談窓口（福祉のコンシェ

ルジュ）」を開設し、分野を超えた多様な課題の解決に向け、関係機関と連携を図りなが

ら、相談者に寄り添い、断らない相談支援を行っています。こうした行政の総合相談窓口に

よる包括的な支援とともに、令和３年４月から社会福祉協議会にコミュニティソーシャルワ

ーク事業を委託し、同事業では、コミュニティ・ソーシャルワーカー※（以下、「ＣＳＷ」と

いう。）がアウトリーチ※により、潜在化している、支援を必要とする人々を地域の中から見

つけ、その人を取り巻く環境に着目しながら、個別の生活に寄り添った伴走型の支援を行っ

ています。 

本区においては、令和３年度から５年度までの３年間、国の「重層的支援体制整備事業へ

の移行準備事業」を実施し、事業の実施に向けて検討を進めてきました。 

区がこれまで進めてきた包括的な支援体制をより充実させ、地域共生社会の実現を推進

し、持続可能なものとすることを目的として、令和６年度から重層的支援体制整備事業を実

施します。 

  

サンプル 
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２ 計画の位置づけ 

本実施計画は、社会福祉法第 106条の５に基づき策定するものです。また、本実施計画の

策定とあわせて改定する「保健医療福祉計画」、「障害者計画」、「介護保険事業計画」及び

「健康めぐろ２１」、「子ども総合計画」等、関係する各計画と整合を図ります。 

 

３ 重層的支援体制整備事業の概要 

地域住民の複合化したニーズや制度の狭間にあるニーズに対応するため、「対象者の世代や

属性を問わない相談支援」「多様な参加支援」「地域づくりに向けた支援」の三つを支援の柱

として、それらを効果的・円滑に実施するため、「アウトリーチ等を通じた継続的支援」「多

機関協働による支援」の機能を新たに加えて、これら５事業を一体的に実施します。 

事業名 事業内容 

包括的相談支援事業 

・属性や世代を問わず、包括的に相談を受け止める 

・支援機関がネットワークにより対応する 

・複雑化・複合化した課題は適切に多機関協働事業につなぐ 

参加支援事業 

・社会とのつながりをつくるための支援を行う 

・利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニューを作る 

・本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う 

地域づくり事業 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する 

・交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動や人をコーディ

ネートする 

・地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活性化を図る 

アウトリーチ等を通

じた継続的支援事業 

・支援が届いていない人に支援を届ける 

・会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談者を見つける 

・本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く 

多機関協働事業 

・区全体で包括的な相談支援体制を構築する 

・重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 

・支援機関の役割分担を行う 

 

  

サンプル 
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４ 令和６年度の実施内容 

（１）取組の視点 

重層的支援体制整備事業の実施に当たっては、本区におけるこれまでの取組の成果と強み

を最大限生かしながら、各分野で従来から進めてきた支援を横断的かつ一体的に実施するこ

とで、誰一人取り残さない地域共生社会の実現に寄与する視点を持って取り組みます。 

 

（２）事業 

① 重層的支援体制整備事業の対象とする事業一覧 

 

  

区分 区事業 形態 

包
括
的
相
談
支
援
事
業 

福祉の総合相談 
福祉の総合相談窓口（生活困窮者※自立

支援事業を含む） 
直営 

地域包括支援センターの運営 属性や世代を問わない包括的支援事業 委託 

障害者相談支援 基幹相談支援センター※運営 委託 

利用者支援 
子ども・子育てに関する利用者支援事業 直営 

出産・子育て応援事業 直営 

参加支援事業 コミュニティソーシャルワーク事業 委託 

サンプル 

重層的支援体制整備事業（全体） 

包括的相談支援事業 

地域住民 重層的支援会議 

世代や属性を超えた相談を受け止め、必要な機関につなぐ 

教育 

 

アウトリーチ等を通じた 

継続的支援事業 

継続的な伴走による支援 

居住支援 

就労支援 
居場所 

保健・医療 

消費者 

相談 

多文化 

共生 
若年者 

支援 

場や居場所の機能 

日常の暮らしの中での支え合い 

コミュニティ（サークル活動等） 

居場所をはじめとする多様な場づくり 

新 

参加支援事業 

つながりや参加の支援 

狭間のニーズにも対応 

する参加支援を強化 

地域づくり事業 

地域づくりをコーディネート 

中核の機能を担い、 

相談支援関係者へ 

連携・つなぎ 

相談支援 

機関Ｂ 

産業 

観光 

まちづくり 

環境 
多分野協働の 

プラットフォーム 

調整 

相談支援 

機関Ａ 
相談支援 

機関Ｃ 

調整 

新 
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② 対象事業の概要 

   ア 包括的相談支援事業 

高齢・障害・子ども・生活困窮などの相談支援事業をはじめとした区民からの困りごと

の相談を受ける各支援機関は、まずは、世帯が抱える課題を把握し、必要に応じて関係機

関と積極的に連携し、包括的な相談支援を実施します。 

区分 区事業 内容 

福祉の総合相談 

福祉の総合相談窓

口（生活困窮者自立

支援事業を含む） 

ふくしの相談、くらしの相談、住まいの相談を一体的

に実施し、複合的な課題や制度の狭間の課題に対応す

るワンストップ型の相談支援を実施する。 

地域包括支援セ

ンターの運営 
包括的支援事業 

５地区に設置し、保健師・看護師、社会福祉士、主任

介護支援専門員等の専門職が高齢者、障害者、子ども、

生活困窮者等、全ての区民を対象に包括的な相談支援

を実施する。 

障害者相談 

支援 

基幹相談支援セン

ター運営 

基幹相談支援センターにおいて、障害種別に関わらな

い総合的な相談支援事業所への後方支援、地域の相談

支援体制の強化及び質の向上に関する業務や 権利擁

護・虐待防止の啓発等を行う。 

 

  

区分 区事業 形態 

地
域
づ
く
り
事
業 

地域介護予防活動支援 

介護予防出前講座 直営 

介護予防講習会 直営 

シニア健康応援隊メンバー養成講座 直営 

シニア健康応援隊活動支援 直営 

めぐろシニアいきいきポイント事業 直営 

生活支援体制整備 生活支援体制整備事業 直営・委託 

障害者の地域生活支援 地域活動支援センター事業 民間 

地域子育て支援拠点 
子育てひろば事業 直営・民間 

地域子育て支援拠点事業 直営・委託 

生活困窮者支援等のため

の地域づくり 
コミュニティソーシャルワーク事業 委託 

アウトリーチ等を通じた継続的

支援事業 

コミュニティソーシャルワーク事業 委託 

ひきこもり支援推進事業 直営 

地域包括支援センターのアウトリーチ支援 委託 

多機関協働事業 多機関協働事業 直営・委託 

サンプル 
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区分 区事業 内容 

利用者支援 

子ども・子育てに関す

る利用者支援事業 

子ども（０歳から 18 歳未満）と子育てに関する総合相

談窓口、広報・啓発活動及び出張相談等を行う。 

出産・子育て 

応援事業 

妊娠届を提出した妊婦を対象に助産師等の専門職が面

接を行い、妊婦の健康状態や生活状況を把握し、必要な

情報提供や保健指導を行う。 

 

イ 参加支援事業 

複合課題を抱える要因には、地域社会とのつながりが希薄になり、社会的に孤立してい

ることもあるため、包括的相談支援事業の実施とともに、地域社会とのつながりを築くこ

とを支援します。また、課題に応じて必要な地域資源、居場所などへのつなぎや社会資源

の創出などを行い、多様な社会参加の実現に取り組みます。 

区分 区事業 内容 

参加支援 
コミュニティソーシ

ャルワーク事業 

ＣＳＷ等が地域アセスメント※（地域評価）を継続して

行い、社会資源の把握に努め、本人やその世帯の状態に

合わせた多様な参加支援を行う。 

 

ウ 地域づくり事業 

これまでの既存の高齢・障害・子ども・生活困窮における各分野の地域づくり支援の事

業を連携させ、多様な主体が役割をもって参画でき、地域の中で誰もが排除されない包摂

的な地域社会を形成していきます。 

区分 区事業 内容 

地域介護予防 

介護予防出前講座 

地域で活動している高齢者のグループに専門家を派遣

し、脳トレや栄養、口腔機能低下予防、運動機能向上等

を学ぶ。 

介護予防講習会 
介護予防事業受託事業者向けのスキルアップ研修を行

う。 

シニア健康応援隊メ

ンバー養成講座 

めぐろ手ぬぐい体操を行うグループ活動を通じて、介

護予防の普及啓発や地域の交流の場づくりを行う介護

予防リーダーを養成する。 

シニア健康応援隊活

動支援 
めぐろ手ぬぐい体操を行う応援隊活動を支援する。 

めぐろシニアいきい

きポイント事業 

介護予防や社会参加の促進を目的に、高齢者による社

会貢献活動等に対して区内共通商品券と交換可能なポ

イントを付与する。 

生活支援体制

整備 

生活支援体制整備事

業 

協議体※や生活支援コーディネーター※の活動により、

多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者

の社会参加の促進を一体的に図る。 

 

 

サンプル 
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区分 区事業 内容 

障害者の地域

生活支援 

地域活動支援センタ

ー事業 

障害のある方に対し、創作的活動又は生産活動の機会

の提供、社会との交流の促進その他障害者（児）が自立

した日常生活及び社会生活を営むために必要な支援を

行う。 

地域子育て支

援拠点 

子育てひろば事業 
親子で遊びながら親子同士の交流を図るとともに、子

育ての不安感などを緩和するための相談を受ける。 

地域子育て支援拠点

事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を設定

し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の

援助を行うことにより、地域の子育て支援機能の充実

を図る。 

生活困窮者支

援等のための

地域づくり 

コミュニティソーシ

ャルワーク事業 

ＣＳＷ等による生活困窮者のための地域づくりに向け

た支援を個別相談支援、参加支援及びアウトリーチ等

を通じた継続的支援と連動して行い、地域の様々な福

祉課題の解決につなげる。 

 

   エ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

自ら相談の窓口に行けない方などに対して、アウトリーチ等を通じて、本人との関係づ

くりを行い、適切な支援につなげ、継続的な相談支援を行います。 

区分 区事業 内容 

アウトリーチ

等を通じた継

続的支援 

コミュニティソーシ

ャルワーク事業 

ＣＳＷ等が関係機関との連携やアウトリーチにより、

個々の生活に寄り添った伴走型の支援など総合的な相談

支援や調整を行い、課題解決を図る。 

ひきこもり支援 

推進事業 

ひきこもり状態にある本人、家族が抱える悩みに寄り添

いながら、伴走型の相談支援を行う。また、積極的なア

ウトリーチを行い、様々な関係機関と連携を図りながら

支援を進める。 

地域包括支援センタ

ーのアウトリーチ支

援 

生活上の課題を抱えながらも、自ら相談や支援を求める

ことが困難な人に対し、訪問等を通じて、必要な情報提

供や支援につながるための取組を積極的に行う。 

 

オ 多機関協働事業 

単独の支援関係機関では対応が難しい複雑化・複合化した支援ニーズがある事案の調整

役を担い、重層的支援会議の開催等により支援関係機関の役割分担や支援の方向性を定め、

包括的な支援体制を構築できるよう支援します。 
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【一体的に実施する５事業の関係図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 事業を進める上での留意事項 

重層的支援体制整備事業は新たな取組であり、引き続き整理を進める必要があります。令和

６年度から事業を展開する中で、以下の課題を中心に整理・検討し、実務を進めながら事業を

成熟させていきます。 

 

（１）重層的支援会議、支援会議について 

 既存の各個別支援会議との役割を整理します。（事案による各会議体の内容・活用手

順、会議体間におけるプランの共有等） 

 会議体の構成員、事案ごとの構成員の変更、開催の時期等、運用方法を整理します。 

■重層的支援会議・・本人の同意のある事案（支援を希望する事案）について、支援関係機

関間の役割分担・支援の方向性の共有を行い、支援プランの作成・協議

等を行う。 

■支 援 会 議・・複合的課題等を抱えている可能性がある事案や、支援が必要であるこ

とが疑われるもの、本人の同意が得られていない事案について、会議の

構成員に守秘義務を設け、情報の共有や日常生活を営むための支援・見

守り等の必要な体制の検討を行う。 

サンプル 
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（２）多機関連携のための効率的な手法について 

 多機関協働事業者と各支援機関の役割分担を整理します。 

 多機関連携の円滑化に向け、システムによる情報管理の必要性も含め、効率的な手法を

検討します。 

 

（３）社会福祉協議会との更なる連携の促進について 

 多機関協働事業における行政と社会福祉協議会との役割について、社会福祉協議会の強

みを最大限発揮できるよう、効果的な分担を検討します。 

 地域づくり支援、参加支援など各種事業の充実、多機関協働事業へのつなぎなど、効果的

な運用を図ります。 

 

（４）総合的な子ども家庭支援体制整備について 

 区の「総合的な子ども家庭支援体制」の取組と整合を図りながら進めます。 

 こども家庭庁の創設、こども未来戦略方針の決定、こども大綱の策定など、財政面も含め

て国の施策展開を注視しながら、区の対応を検討していきます。 
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長引く新型コロナウイルス感染症の影響に加えて物価の高騰が続く中、経済的な困窮とともに、

人々の社会参加の機会が減少し、地域とのつながりが保てなくなっている状況が多く見られます。 

福祉の総合相談窓口を利用する人の世代や属性が広がり、ひきこもり※やヤングケアラー※など

の課題が顕在化してきました。その背景には、誰にでも起こり得る孤独・孤立の状態があると考

えられます。 

様々な生活課題を抱える人々が安心して暮らしていけるよう、地域社会からの孤立や望まない

孤独の状態に陥ることを防ぎ、生活の安定と自立を支援していきます。 

個人の尊厳の尊重を基本に、多様性を認め、個々の人々に寄り添って、その人が持つ力を引き

出していくことと、その人の環境である家庭や職場、地域社会が内包する課題の解消に向けて取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・国は、生活に困窮するリスクの高い層の増加を背景として、生活保護に至る前の自立支援策の

強化を図るとともに、生活保護から脱却した人が再び生活保護に至らないよう、生活保護制度

の見直しを行い、生活困窮者自立支援法を制定しました。同法は、平成 27 年４月に施行され、

平成 30 年の改正を経て、生活困窮者※の自立と尊厳の確保及び支援を通じた地域づくりを目指

して、早期的・予防的観点に立ち、生活困窮者の包括的・継続的支援が行われてきました。 

・区では、生活困窮者の自立相談支援機関である「めぐろ くらしの相談窓口」を福祉総合課に設

置し、同課の福祉の総合相談窓口において、生活上の困りごとの相談から生活困窮の早期把握

に努め、関係機関と連携した就労支援や家計改善支援等の包括的な支援に取り組んでいます。

併せて生活保護制度と生活困窮者自立支援制度を連携させた重層的な相談支援を行い、相談者

が抱える生活課題に応じて、双方の相談窓口の調整・連携を図っており、生活困窮に関する相

談の状況に応じて福祉総合課と生活福祉課が連携して生活保護受給につなげています。 

サンプル 

基 本 

目 標 ２ 誰もが安心して地域で暮らせる社会の推進 

施
策
一
覧 

施策１ 生活困窮者の自立支援の充実 

施策２ 住まいの確保 

施策３ 多様な生活課題への分野横断的な支援 

（ひきこもり・ヤングケアラー等への支援） 
施策４ 社会的孤立・孤独への対応 

施策５ 認知症施策の推進 

施策６ 災害時要配慮者支援の推進 

施策７ 権利擁護の推進 

施策１ 生活困窮者の自立支援の充実 
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・生活保護受給者が抱える多様で複雑な課題に対応するため、平成 17年より、自立支援プログラ

ムが導入され、経済的給付に加え、福祉事務所が組織的に生活保護受給者の自立支援を行う制

度への転換を目的として各種取組が行われてきました。 

・区では、区内の生活保護受給者の状況や自立の阻害要因に基づき、自立支援の具体的内容と手

順を定めた自立支援プログラムとして、主に①就労支援、②健康管理支援、③高齢者支援、④

次世代育成支援、⑤社会参加支援のプログラムを策定しています。 

・これらのプログラムの中から、個々の生活保護受給者に必要なプログラムを本人同意の上決定

し、就労や医療等の専門機関やＮＰＯなどと連携して、生活保護受給者が自らの自立のために

行う活動を組織的に支援しています。 

・長引くコロナ禍や物価の高騰が、以前から生活困窮のおそれがあった人や脆弱な生活基盤のも

と暮らしていた人々を顕在化させました。生活困窮者等が抱える複合的な課題をときほぐし、

就労を含めた社会とのつながりの回復により生活の向上を図り、本人の自己肯定感を回復して

いくとともに、地域の活力、つながりを強めていくことが求められています。 

 

主な取組 

■生活困窮者の自立と尊厳の確保に配慮した包括的な支援■ 

 生活困窮者が抱える課題は多種多様であり、孤立した状況の中で複合的な生活課題を抱えてい

る場合が多いことが課題として挙げられます。「制度の狭間」に陥らないよう広く受け止め、生活

困窮者の自立と尊厳の確保に配慮した包括的な支援策を講じ、伴走型の支援に対応できる体制整

備を進めていきます。 

 

■福祉分野の枠にとどまらない多様な関係機関が緊密に連携した支援■ 

 今後の生活困窮者自立支援法等の見直しの動向を注視しながら、就労支援、家計改善支援、健

康管理支援、貧困の連鎖を防止する子どもへの支援等、一人ひとりの課題に応じて、福祉分野の

枠にとどまらない多様な関係機関が緊密に連携し、適切な支援を行っていきます。 

 

■生活困窮者自立支援事業と生活保護法に基づく支援事業との切れ目のない支援■ 

 双方の事業の一体的・効率的な事業の運営に努め、生活困窮者の自立意思や能力をはじめ個々

の課題・目標に応じた伴走・寄り添い支援を進めていきます。 

 

■生活困窮者一人ひとりの状況に合わせた就労や社会参加の場の開拓■ 

 潜在化している生活困窮者を地域で早期に把握・発見し、自立相談支援機関又は生活保護相談

窓口に適切につなぐために、関係機関や地域の団体、住民との連携を通じ、地域における課題を

「見える化」して共有し、「顔の見える関係づくり」を進めていきます。 

 生活困窮者一人ひとりの状況に合わせた就労や社会参加の場の開拓を行い、生活困窮者が地域

で孤立せず、「支えられる」だけでなく「支える」側に立つという視点からの取組も実施していき

ます。 
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■早期的・予防的支援を含めた効果的な自立支援プログラムの実施■ 

 生活保護受給者に対しては、就労による経済的自立のみならず、心身の健康や社会的なつながり

等を回復・維持する実効性の高い自立支援プログラムの展開により、自立の助長を進めていきま

す。 

 一人ひとりの意思を尊重しながら個々の課題に応じた援助方針を確立し、関係機関との着実な

連携強化により自立支援を推進していきます。 

  

サンプル 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

重層的支援体制整備事業（再掲） 

生活困窮者等の複雑化・複合化した

支援ニーズに対応する包括的な支援体

制を構築し、個別支援と地域づくりへ

の支援の両面を通じて重層的な支援体

制を整備します。「包括的相談支援」、

「参加支援」、「地域づくり支援」、「ア

ウトリーチ等を通じた継続的支援」及

び「多機関協働」の５事業を一体的に

実施します。 

＊詳細は、P.30 事業実施計画 

（健康福祉計画課、各課） 

・３年度から５

年度まで移行準

備事業を実施 

・６年度に事

業開始 

・関係機関等

との連携・協

働を進め、事

業の定着を図

る 

・事業評価を

適宜行い、必

要な改善を図

る 

・継続 

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

生活困窮者自立支援事業と生活保護

法に基づく支援事業との重層的な連

携・促進 

生活困窮者自立支援法に基づく自立

支援事業と、生活保護法の自立支援プ

ログラムに基づく支援事業を一体的・

効率的に実施し、複合的な課題を抱え

る生活困窮者に寄り添った伴走型の支

援を進めていきます。 

（福祉総合課、生活福祉課） 

・専門職及び委

託事業者等との

連携による支援

の継続 

・支援の充

実・強化 

・支援の充

実・強化 

継続 

次世代育成支援の充実 

 生活困窮世帯の「貧困の連鎖」を防

止し、子どもの未来をひらくために、

学習支援はもとより、居場所機能や訪

問相談の充実、進学に向けた各種支援

制度の利用促進のほか、保護者への育

成相談や中途退学の防止に向けた取組

を進めます。 

（福祉総合課、生活福祉課） 

・専門職及び委

託事業者等との

連携による支援

の継続 

・支援の充

実・強化 

・支援の充

実・強化 

継続 

健康管理支援の充実 

健康上の課題を抱えている生活保護

受給者の自立支援プログラムの一環と

して、精神障害や精神的疾患を有する

方、生活習慣病※の重症化予防を要す

る方等に対して、課題に応じた支援を

実施していきます。 

（生活福祉課） 

・専門職及び委

託事業者等との

連携による支援

の継続 

・支援の充

実・強化 

・支援の充

実・強化 
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現状と課題 

・住まいは、人が地域社会とのつながりを保ちながら生活していく拠点であり、その確保は、自

立した生活を支える基本となるものです。高齢化の進展や家族構成の変化、コロナ禍での生活

困窮者※の急増等、社会経済状況が大きく変化する中で、誰もが住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けることができるよう施策を進めていく必要があります。 

・低所得者や高齢者、障害者、ひとり親家庭など、住宅の確保に特に配慮を要する「住宅確保要

配慮者※」は、自力で住まいを確保することが難しい場合があります。様々な支援による住まい

の確保が必要であり、行政の関係部局、地域福祉団体及び不動産団体等による一体的な取組が

求められる中、令和４年５月に「目黒区居住支援協議会」を設立し、福祉型の居住支援策を推

進しています。 

・区では、令和４年４月から包括的な相談支援機関である福祉の総合相談窓口に住まいの相談員

を配置し、生活支援と一体的に住まいの相談を行うことで、ワンストップ型の相談支援体制の

充実を図っています。相談の大半を高齢者が占め、多くの高齢者が居住地域を変えずに安心し

て過ごしたいと希望しています。高齢者中心の支援という傾向がありますが、若い層への支援

ニーズも高まってくると考えられ、支援対象を広くとらえた分野横断的な支援が求められてい

ます。 

・身体状況や経済状況などによる多様なニーズに応じて住まいを選択できるよう、高齢者福祉住

宅の供給、都市型軽費老人ホームや障害者グループホーム※などの施設整備の支援を行うととも

に、民間賃貸住宅の情報提供、家賃等債務保証料助成及び家賃助成等を行っています。 

・誰もが安心して暮らせる住宅セーフティネットの確保が求められています。住宅確保要配慮者

が地域で安心して暮らし続けることができるよう、住生活マスタープランとの整合を図りなが

ら、相談支援の充実とともに、高齢者福祉住宅、区営住宅を継続して提供していく必要があり

ます。また、新たな住宅の確保については、区有施設の見直しの取組を踏まえ、既存の区有施

設の大規模改修や建て替えの機会を捉えて、更なる拡充に努める必要があります。 

 

主な取組 

■住宅確保の支援強化■ 

 福祉の総合相談窓口「福祉のコンシェルジュ」に配置した住まいの相談員を中心に生活支援と

一体的な住まいの相談支援を充実させるとともに、物件同行、契約同行、転居支援などの事業を

委託し、多角的なサポートを実施することで、住宅確保支援を強化します。 

 あわせて、居住支援協議会では、地域福祉や不動産の関係者、行政が連携して、居住支援に関す

る情報共有や住宅確保要配慮者に対する必要な支援策の検討・協議を行い、家主・不動産事業者

へのセミナー等の開催により周知や啓発に努めます。 

 

 

サンプル 

施策２ 住まいの確保 

 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標２ 誰もが安心して地域で暮らせる社会の推進 



 

44 

■多様な世帯が安心して住み続けるための支援■ 

 高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯への家賃助成を継続し、住み慣れた地域で安心して住み

続けられるように支援していきます。 

 

■福祉住宅・区営住宅等住まいの提供■ 

 高齢者、障害者、様々な理由で生活に困窮する家庭など、住宅の確保に特に配慮が必要な住宅

確保要配慮者に対して、高齢者・障害者向け福祉住宅及び区営住宅を適切に確保し、提供してい

きます。 

 また、高齢者の身体状況、生活形態、経済状況等に応じた多様なニーズに応えるため、認知症

高齢者グループホーム※や都市型軽費老人ホームの整備を進めます。 

 

■福祉施策と住宅施策との連携強化■ 

 高齢者世帯、障害者世帯及びひとり親世帯で自ら住宅を探すことが困難な世帯に対して、引き

続き、民間賃貸住宅の情報提供、家賃等債務保証料の助成等を行うことにより、円滑な入居と居

住の安定を図ります。 

また、高齢者や障害者などが安心して住み続けられるよう、地域の見守りボランティアや見守

りネットワーク※、地域包括支援センター※、社会福祉協議会等が連携した重層的な住宅セーフテ

ィネットを展開します。高齢者福祉住宅への入居者に対しては、ライフサポートアドバイザー（Ｌ

ＳＡ）等を配置し、入居後の自立生活のための切れ目のない支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サンプル 
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【福祉の総合相談窓口における住まいの相談件数（対象者別）】（令和４年度実績） 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

住まいの相談及び住宅確保支援事業 

住まいの相談と生活相談を一体的に

行い、ワンストップ型相談支援体制の

充実を図り、関係機関と調整しなが

ら、住宅確保支援も行います。 

（福祉総合課） 

・専門職及び委託

事業者等による支

援の継続 

・支援の充

実・強化

（継続） 

・支援の充

実・強化

（継続） 

新規 

居住支援協議会の運営 

 「住宅確保要配慮者」に対して、地

域福祉団体・不動産団体・行政が相互

に連携し、福祉型居住支援を推進して

いきます。 

（福祉総合課） 

・居住支援協議会

の開催 

・居住支援セミナ

ーの実施 

・継続 

 

・継続 

継続 

高齢者世帯等居住継続家賃助成 

 民間賃貸住宅に居住する高齢者世

帯・障害者世帯に対して家賃の一部を

助成します。 

（住宅課） 

・継続実施 

・４年度中に助成

を受けた世帯：341

世帯 

・増加 ・増加 

継続 

ファミリー世帯家賃助成 

区内民間賃貸住宅に居住するファミ

リー世帯（18 歳未満の子を扶養してい

る世帯）に対して、家賃の一部を助成

します。 

（住宅課） 

・継続実施 

・４年度中に助成

を受けた世帯：271

世帯 

 

・増加 ・増加 

継続 

高齢者福祉住宅の供給 

 住宅に困窮する高齢者が自立して地

域で居住生活ができるよう、高齢者福

祉住宅を提供していきます。新たな住

宅の整備については、区有施設見直し

の取組を踏まえ、大規模改修や建替え

等の機会を捉えて、既存施設の転用等

により整備を進めます。 

（高齢福祉課、住宅課） 

・高齢者福祉住宅

の管理戸数 

単身用 208 戸 

世帯用 24 戸 

計 232 戸 

・既存施設

の転用等に

よる整備の

検討 

・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

都市型軽費老人ホームの整備促進 

自立した日常生活を営むことに不安

があり、家族による援助を受けること

が困難な高齢者に、低額な料金で入居

でき、食事の提供、生活相談等のサー

ビスを受けながら自立した生活を送る

ことができる住まいを提供するため

に、民間事業者による都市型軽費老人

ホームの整備を支援します。 

（高齢福祉課） 

・２か所 

定員計 40 人 

・整備の検

討 

・整備の検

討 

重点 

障害者グループホームの整備促進 

施設整備に要する費用の一部補助

や、区有地を含む国公有地や空き家の

活用などを検討し、障害者グループホ

ームの整備を促進します。 

（障害施策推進課） 

・知的障害者グル

ープホーム：15 か

所（総定員 98 名） 

・精神障害者グル

ープホーム：３か

所（総定員 22 名） 

・福祉ホーム：１

か所（定員７名） 

・１か所の

整備を支援 

・１か所の

整備を支援 

重点 

認知症高齢者グループホームの整備

促進 

認知症高齢者が住み慣れた地域で生

活が続けられるよう、民間事業者によ

る認知症高齢者グループホームの整備

を支援します。 

（高齢福祉課、介護保険課） 

・認知症高齢者グ

ループホーム：14

か所 30 ユニット 

・認知症高

齢者グルー

プホーム：

６ユニット

整備 

・整備（第

10 期介護保

険事業計画

で定める） 

継続 

区内民間賃貸住宅の情報提供 

 区内に居住している高齢者世帯、障

害者世帯及びひとり親世帯で区内民間

賃貸住宅への転居を希望しながら自ら

住宅を探すことが困難な世帯に対し

て、（公社）東京都宅地建物取引業協会

第五ブロックの協力を得て住宅の情報

提供を行います。 

（住宅課） 

・継続実施 

・情報提供 16 件

（４年度） 

・増加 ・増加 

 

  

サンプル 



 

47 

 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

家賃等債務保証料助成 

 民間賃貸住宅の情報提供の対象者で、

区が協定を結んだ保証会社又はそれ以外

の保証会社を利用して、賃貸借契約を締

結した場合に保証料を助成します。 

（住宅課） 

・継続実施 

・保証料助成 

３件（４年度） 

・増加 ・増加 

継続 

少額短期保険等の保険料等助成（高齢

者等居住あんしん補助） 

 民間賃貸住宅の情報提供の対象者とし

て決定された高齢者世帯・障害者世帯

で、区内に転居しその入居契約時に、少

額短期保険等に加入した場合に保険料等

を助成します。 

（住宅課） 

・継続実施 

・保険料助成 

２件（４年度） 

・増加 ・増加 

継続 

高齢者福祉住宅におけるライフサポー

トアドバイザー（ＬＳＡ派遣型）への

移行推進 

高齢者福祉住宅において、入居者の生

活相談、安否確認等を行い、地域の関係

機関と連携を図りながら、住み慣れた地

域で安心・安全な生活を提供するため、

生活協力員からライフサポートアドバイ

ザー（ＬＳＡ）への移行を進めます。 

（高齢福祉課） 

・ＬＳＡ配置住宅 

11 住宅 153 戸 

・継続 ・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・ひきこもり※、８０５０問題※、ヤングケアラー※などの複雑な生活課題を抱えながら必要な支

援を受けられず、孤立する人や世帯が多く存在することが近年明らかになり、深刻な社会問題

となっています。当事者や家族の生きづらさや生活上の困難は、個別性が極めて高く、既存の

制度による対応だけでは支援が難しい場合もあります。 

・ひきこもりの要因は様々であり、相談・支援に結び付きにくい傾向がありますが、長期化すれ

ば、心身の健康に深刻な影響が生じる場合もあります。令和４年 11月の内閣府調査では、15～

64 歳のひきこもり状態にある人は、全国で 146万人いると推計されています。 

・区では、福祉総合課と保健所に「ひきこもり相談窓口」を置き、「断らない相談支援」を実施し

サンプル 

施策３ 多様な生活課題への分野横断的な支援（ひきこもり・ヤングケアラー等への支援） 
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ています。相談窓口の周知とともに、社会福祉協議会、家族会と連携しながらアウトリーチ※に

取り組んでおり、理解を深めるための講演会も開催しています。 

・ヤングケアラーは、子どもの年齢や成長の度合いに見合わない過度な家族ケアの負担を負うこ

とで、本人の育ちや教育に影響があるにも関わらず、支援が必要であっても表面化しにくいと

いう課題があります。令和２年度に国が全国の中学２年生と高校２年生を対象に実施した実態

調査によると、中学２年生の 5.7％、高校２年生の 4.1％が世話をしている家族が「いる」と回

答しています。 

・ヤングケアラー支援については、ケア対象者を含む家族全体へのアプローチが必要であること

から、区では、児童、福祉、介護、医療、教育等の関係機関が連携し、分野横断的な支援に取り

組んでいます。また、関係機関の職員や区民等に向けた研修会を開催するとともに、パンフ

レット等を活用して、理解促進のための啓発に努めています。 

・教育委員会では、児童・生徒の長期欠席等に関する調査において、ヤングケアラーがその要因

となっていないか確認するとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーに

よる面接、相談等の機会を活用しながらヤングケアラーの早期発見・対応に努めています。ま

た、ヤングケアラーを含めた児童虐待の早期発見・対応、適切な支援方法等に関わる教職員研

修を実施し、理解啓発にも取り組んでいます。 

・ヤングケアラーの支援対象は 18歳未満ですが、それ以降もケアが続く場合があり、切れ目のな

い支援が必要です。18 歳から概ね 30 歳までのケアラーは若者ケアラーと言われ、進学や就職

など、この世代が抱える課題を踏まえた支援が必要となっています。 

・ひきこもりやヤングケアラーなどの支援においては、その実態の的確な把握に努めるとともに、

今後も、できるだけ早い段階で必要な支援が届くように取り組むことが必要です。 

 

主な取組 

 ひきこもりやヤングケアラーなどの複雑な生活課題を抱えた人や家族への支援を適切に行うた

めに、相談窓口を広く周知するとともに積極的なアウトリーチを行い、相談を確実に受け止める

取組を行います。様々な関係機関の連携を進め、複雑で多様な課題に対する専門的・重層的な支

援体制を構築していきます。 

 当事者や家族が自らの抱える課題に気付き、ＳＯＳを発信できるよう援助を受け入れる「受援

力」を高めることが必要です。ＳＮＳ等を活用して、「人に頼ってもよい」「一緒に考えよう」と

わかりやすい言葉で呼びかけ、相談窓口や支援策を具体的に伝えながら、つながり続けるための

環境整備を進めていきます。 

 

■ひきこもりの状態にある人への支援■ 

 ひきこもりの相談窓口を広く周知し、オンライン相談を含めた相談支援体制の充実に取り組み

ます。当事者や家族との信頼関係を築きながら、継続的で伴走型の支援を行います。コミュニテ

ィ・ソーシャルワーカー※や支援団体、専門機関と連携し、本人が安心して過ごせる居場所と活躍

できる場づくりに取り組むとともに、就労支援を含めた多様な社会参加の機会の確保や場づくり

を進めます。 

サンプル 
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■ヤングケアラーへの支援■ 

 児童、介護、福祉、医療、教育等の様々な分野の支援者の子どもの権利擁護の認識を向上させ、

ヤングケアラーの早期発見と支援につなぐ取組を進めていきます。そのうえで、ヤングケアラー

を支えるためには、親（家族）が抱える複合的な課題の解決に向けて、適切な福祉事業につなぐ

アプローチとともに、ヤングケアラーや家族に寄り添っていく姿勢が必要です。区として早期発

見に努め、子ども自身と周りの大人の意識の変化をもたらし、必要な支援を行っていきます。 

 教育委員会では、家事、育児、介護等により登校できない状況を把握した場合は、関係機関と

連携し、必要な支援が受けられるよう、丁寧に学校生活における児童・生徒の様子を把握するよ

う学校へ指導・助言をしていきます。 

 

【ひきこもり状態になった主な理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル 

〔資料〕厚生労働省「ヤングケアラーの実態に関する調
査研究報告書」 
（中学２年生・高校２年生は令和２年度、小学６
年生・大学３年生は令和３年度の調査結果） 

（複数回答） 

（複数回答） 

〔資料〕令和５年版厚生労働白書（内閣府「こども・若者の意識と  
生活に関する調査（令和４年度）」）を基に目黒区にて作成 

【ヤングケアラー 世話を必要としている家族】 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

重層的支援体制整備事業（再掲） 

地域住民の複雑化・複合化した支

援ニーズに対応する包括的な支援体

制を構築し、個別支援と地域づくり

への支援の両面を通じて重層的な支

援体制を整備します。「包括的相談支

援」、「参加支援」、「地域づくり支

援」、「アウトリーチ等を通じた継続

的支援」及び「多機関協働」の５事

業を一体的に実施します。 

＊詳細は、P.30 事業実施計画 

（健康福祉計画課、各課） 

・３年度から５年度

まで移行準備事業を

実施 

・６年度に事

業開始 

・関係機関等

との連携・協

働を進め、事

業の定着を図

る 

・事業評価を

適宜行い、必

要な改善を図

る 

・継続 

重点 

ひきこもりの相談支援の充実 

ひきこもりの相談窓口を広く周知

するとともに、少しでも早い段階で

相談につなげるよう相談支援体制の

充実に努めます。 

（福祉総合課） 

・ひきこもり相談支

援員の配置 

・ひきこもり相談専

用ダイヤル開設 

・ひきこもり相談会

の実施 

・オンライン相談の

実施検討 

・継続 

・オンライン

相談の実施 

・継続 

重点 

ひきこもりへの理解を深めるため

の啓発と孤立を防ぐ地域づくり 

ひきこもりへの正しい理解の促進

と適切なサポートが行えるよう、ひ

きこもり講演会を行います。また、

家族会と連携し、孤立を防ぐための

地域づくりに取り組みます。 

（福祉総合課） 

・ひきこもり講演会

の開催 

・ひきこもりリーフ

レットの配布 

・ひきこもり家族会

の支援 

・継続 

・ひきこもり

リーフレット

の改定 

・居場所づく

りの検討 

・継続 

新規 

ヤングケアラーについての啓発と

支援の連携促進 

ヤングケアラーへの理解の促進に

取り組みます。また、ヤングケアラ

ーの適切な支援につながるよう関係

機関との連携を強化していきます。 

（子ども家庭支援センター、各課） 

・ヤングケアラー講

演会等の開催 

・ヤングケアラー支

援に向けた調査、研

究 

・継続 

・関係機関と

の連携強化と

支援体制の構

築 

・継続 
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現状と課題 

・家庭や職場、地域で人々が関わり支え合う機会が減少し、生きづらさや孤独・孤立を感じてい

る人が増えている傾向にあります。社会的なつながりが弱い人が抱える課題は、コロナ禍で、

より深刻化しており、心身の健康に大きな影響を及ぼすことが懸念されます。社会的孤立や望

まない孤独は命に関わる問題であると考えられ、令和４年の全国の自殺者数は、小中高校生が

過去最多となり、女性の自殺者は３年連続で増加しました。 

・こうした状況を踏まえ、孤独・孤立対策の視点も含めた新たな女性支援の強化が喫緊の課題と

なり、令和４年に「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が制定されました。翌５

年には、「社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進を図ることが重要である」ことを

基本理念に掲げた「孤独・孤立対策推進法」が制定され、いずれの法も官民の連携・協働の必

要性を打ち出しており、ともに令和６年４月に施行されます。 

・区では、福祉の総合相談窓口を中心に分野を超えた包括的な相談支援に取り組んでいます。福

祉総合課や地域包括支援センター※、子ども家庭支援センター※、社会福祉協議会などがアウト

リーチ※により、課題を抱えながら孤立している人に寄り添った支援を行うとともに、見守りや

居場所の確保などにも取り組んでいます。 

・自殺対策については、平成 31年３月に「目黒区自殺対策計画」を策定し、正しい知識の啓発や

相談支援、ゲートキーパー※の養成などを関係機関・団体・区民と連携して総合的に推進してい

ます。 

・孤独・孤立の状態の中で生きづらさを感じている人々は、制度の狭間にある課題や複合的な課

題を抱えている場合があります。適切な支援が行えるよう、関係機関・団体との連携強化や、

職員のソーシャルワーク能力の向上などを図り、分野を超えた包括的な相談支援体制を充実さ

せることが必要です。 

 

主な取組 

■相談支援の積極的な周知■ 

 福祉の総合相談窓口などの相談支援機関を積極的に周知していきます。支援団体と連携し、Ｓ

ＮＳ等オンラインも活用して「相談してもいい」「助けを求めてもいい」「一緒に考えよう」と呼

びかけ、具体的な相談の流れや支援策をわかりやすく伝えていきます。 

 

■重層的な支援と支え合いの推進■ 

 地域包括支援センター職員やコミュニティ・ソーシャルワーカー※等を中心に、当事者や家族の

意向に配慮したアウトリーチ型の支援を関係機関や団体との連携により重層的に取り組みます。

あわせて、当事者が地域社会とつながる支え合いの地域づくりを一層進めていきます。 

 

■困難な問題を抱える女性への支援■ 

 女性が日常生活又は社会生活を営むに当たり、女性であることにより様々な困難な問題に直面
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することが多いことを踏まえ、幅広く継続的に、かつ支援対象者の立場に寄り添った相談支援を

行っていきます。個々人が抱えている課題に応じた最適な支援を受けられるよう、福祉、保健医

療、労働、住まい、教育、男女平等・共同参画等、広く関連する部門の連携を図ります。 

 

■生きることの包括的な支援としての自殺対策の推進■ 

 自殺の原因が健康問題や経済的な困窮、家庭や勤務に関する問題など多様かつ複合的であるた

め、区の関係課や関係機関によるネットワークを強化し、包括的な支援体制を充実させます。な

かでも、自殺未遂者への支援に当たっては、医療機関との連携を強化していきます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

相談支援の積極的な周知（再

掲） 

支援を必要とする人が相談につ

ながるように、積極的な周知に努

めます。 

（福祉総合課） 

・福祉の総合相談窓口

のリーフレットの配布 

・地域包括支援センタ

ーの出張相談会等での

周知 

・継続 

・リーフレッ

トの改訂 

・ＳＮＳを活

用した周知拡

大 

・継続 

新規 

・ 

重点 

孤独・孤立対策の推進 

コミュニティ・ソーシャルワー

カー等の専門職による関係機関の

連携・協働を更に強化し、地域住

民の気付きが個別支援につながる

ように地域の協議の場の整備や居

場所づくりを進めます。制度の狭

間に陥り社会的に孤立して孤独を

抱え、相談できずにいる人の存在

を地域から吸い上げアウトリーチ

型の支援を行います。 

（健康福祉計画課） 

・生活支援コーディネ

ーター※や関係機関と

連携した新たな居場所

づくりや地域連携の充

実 

・継続 

・居場所づく

りや参加支援

のほか、アウ

トリーチを含

めた相談支援

を複合的に展

開 

・継続 

継続 

困難な問題を抱える女性への相

談支援 

女性が抱えている課題に応じた

最適な支援を受けられるよう、支

援対象者に寄り添い、広く関係機

関等につなぐ相談支援を行いま

す。 

（子ども家庭支援センター、人権

政策課） 

女性を対象とした相談

支援として、下記の事

業を実施 

・女性相談 

（子ども家庭支援セン

ター） 

・こころの悩みなんで

も相談 

・からだの相談 

・法律相談 

（人権政策課） 

・継続 

・民間団体と

の連携の検討 

・関係機関と

の連携強化 

・継続 

・民間団体

との連携の

検討 

・関係機関

との連携強

化 

サンプル 



 

53 

 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

自殺総合対策の推進 

正しい知識の普及・啓発や、

ゲートキーパーの養成、関係機

関等と連携した相談支援体制の

充実など自殺対策を総合的に推

進します。 

（健康推進課） 

・自殺対策講演会の実施 

・区民等向けゲートキーパ

ー養成講座の実施 

・職員向けゲートキーパー

養成研修の実施 

・自殺未遂者支援に係る連

携事業の実施 

・リーフレットの配布、Ｓ

ＮＳ等による自殺対策に関

する情報の発信 

・自殺対策推進会議の開催 

・継続 ・継続 

重点 

「助けてと言える社会」づく

り（再掲） 

社会から孤立し助けを求める

ことができない人が、自らの課

題に気づき、ＳＯＳを表明でき

る「助けてと言える社会」づく

りを進め、援助を受け入れる力

「受援力」の理解を深める啓発

活動を行います。 

（健康福祉計画課） 

・「受援力」について知

り、理解を深めるための講

演会を実施 

・継続 

・ＳＮＳ等、

多様なツール

による取組の

周知 

・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・国の推計では、認知症の人は令和７年（2025 年）の 675 万人に対し、令和 12 年（2030 年）は

744 万人、令和 22年（2040年）には 802万人と増え続けることが見込まれています。（平成 27

年３月厚生労働省「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」による） 

・令和元年度に東京都が実施した「認知症高齢者数等の分布調査」の結果を基に推計すると、区

では、令和７年（2025 年）に何らかの認知症の症状がある 65歳以上の高齢者は、9,742人（高

齢者人口の 16.8％）、令和 22 年（2040 年）には、12,784 人（高齢者人口の 15.4％）と予測す

ることができます。（区の高齢者人口予測は令和６年２月「目黒区人口・世帯数の予測」による） 

・認知症施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に、令和５年６月に「共生社会の実現を

推進するための認知症基本法」が制定されました。認知症の人とその家族の意向の尊重、認知

症の人の尊厳保持や意思決定の支援等を基本理念とし、認知症に関する知識及び認知症の人に
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関する理解の促進、社会参加の機会の確保、相談体制の整備等を基本的施策として掲げていま

す。 

・区では、認知症サポーター※養成等を通じた地域における認知症への理解を深める取組や、認知

症の相談支援窓口である地域包括支援センター※の周知、家族や介護者の支援、医療と介護など

の地域の関係機関との連携の取組など、認知症施策を総合的に推進するための様々な事業を実

施しています。 

・今後も高齢者人口の増加に伴い、認知症となる人が増えていくことが予測されます。長引く新

型コロナウイルス感染症の影響により、外出機会や人との交流が減少したことで、閉じこもり

や身体・認知機能の低下が懸念される状況にあります。認知機能が低下した人への適時・適切

な医療と介護サービスを地域の専門職、関係機関が連携して進めることが重要です。また、認

知症初期集中支援事業や認知症アウトリーチ※事業等による早期発見、早期診断及び早期対応の

体制づくりの推進が課題となっています。 

 

主な取組 

■自分らしく暮らし続けられる地域社会の実現■ 

 認知症基本法に基づき、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことを目指して、認

知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の良い環境で、自分らしく暮らし続ける

ことができるよう、認知症施策を総合的に推進していきます。 

 地域で認知症の人と家族を温かく見守り支援する「認知症サポーター」は、令和５年 12月末現

在 13,912人に達しました。引き続き、サポーターの養成を目指します。区主催の養成講座のほか、

地域包括支援センターや小学校等での出前講座も開催していきます。 

 

■認知症の人と家族の視点に立った取組■ 

 認知症の人の発信の機会の拡充や家族による情報発信、地域の居場所や家族会の活動を引き続

き支援していきます。 

認知症の人や家族がリラックスして過ごせる居場所となる「コミュニティカフェ」は、高齢者

や認知症の人に限らず、誰もが気軽に交流できる場で３か所あり、家族介護者などがお互いの介

護について悩みや不安を共有し、情報交換等を行う「介護者の会」は５か所あります。各種講座

で知識を深めた認知症の人と家族の応援ボランティアが運営を支えています。また、認知症カフ

ェ（Ｄカフェ）を運営している法人に対して、財政的な支援を行っています。今後も、認知症の人

が自分らしく暮らし、地域での参加の機会が確保されるよう居場所づくりを進めます。 

あわせて、介護に必要な知識や技術の習得のための「家族介護教室」を引き続き開催していき

ます。 

 

■認知症の早期発見、早期診断及び早期対応■ 

 新型コロナウイルス感染症が及ぼした影響も踏まえ、認知症の早期発見、早期診断及び早期対応

のための体制づくりを推進していきます。  

「認知症アウトリーチ事業」、「認知症初期集中支援事業」を実施し、認知症専門医を含めたチー
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ムアプローチにより必要な医療、介護につなげ、認知症の人や家族への初期支援を集中的かつ包

括的に行っていきます。さらに、認知症検診事業を実施します。 

 

■若年性認知症の人のために■ 

 若年性認知症の人は、就労や子育て、家計など高齢期とは異なる特有の課題を抱えていること

から、正しい知識の提供と理解を深めることが必要です。講演会の開催とともに、相談窓口の周

知を進め、早期発見、早期診断及び早期対応につなげていきます。また、当事者同士や家族が語

り合い交流する機会として家族会を開催し、本人及び家族への支援を進めていきます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

認知症への理解を深めるための

普及・啓発 

認知症は誰もがなり得るもので

あり、認知症の人や家族が地域で

自分らしく暮らし続けられるよ

う、周知啓発に努めます。 

（福祉総合課） 

・認知症サポーター

養成講座の開催 

・認知症安心ガイド

ブックの普及啓発 

・認知症サポ

ーター養成講

座の開催 

・認知症安心

ガイドブック

の改定 

・認知症サポ

ーター養成講

座の開催 

・認知症安心

ガイドブック

の普及啓発 

重点 

認知症の早期発見と予防の取組 

認知症の早期発見に向けて、認

知症検診事業を推進するととも

に、介護予防・フレイル予防事業

にも取り組みます。 

（福祉総合課、介護保険課） 

・認知症検診事業の

検討 

・介護予防・フレイ

ル予防事業の実施 

・認知症検診

事業の実施 

・介護予防・

フレイル予防

事業の実施 

・継続 

継続 

適時・適切な医療、介護等の提

供 

認知症の人やその家族に対する

初期支援を包括的かつ集中的に行

うため、認知症初期集中支援事業

を実施します。また、認知症ケア

向上の取組を推進する人材を育成

していきます。 

（福祉総合課） 

・認知症初期集中支

援事業の実施 

・ＢＰＳＤケアプロ

グラム※研修の実施 

・認知症アウトリー

チ事業の実施 

・継続 ・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

認知症ネットワーク等の

構築 

認知症の人や家族の視点

を重視した施策を推進して

いくため、当事者による発

信の機会を設けます。ま

た、認知症の人と家族を地

域で支えるためのネットワ

ーク構築を目指し、各種研

修や養成講座の実施、関係

機関との連携に取り組みま

す。 

（福祉総合課） 

・本人ミーティングの開

催 

・認知症サポーター養成

講座・ステップアップ講

座・認知症の人と家族の

応援ボランティア養成講

座等の実施 

・チームオレンジの整備 

・認知症の人と家族の応

援ボランティア活動支援 

・介護者のつどいの開催 

・東京都行方不明認知症

高齢者等情報提供依頼シ

ステム※への参加 

・見守り訓練の実施 

・継続 ・継続 

継続 

若年性認知症に関する支

援 

若年性認知症の人は、就

労や子育て等、高齢期とは

異なる課題を抱えていま

す。専門の社会資源も少な

いことから、正しい理解や

相談窓口の周知に努め、当

事者同士や家族が語り合え

る機会を設けます。 

（福祉総合課） 

・若年性認知症講演会等

の開催 

・若年性認知症家族会の

開催 

・継続 ・継続 

重点 

地域密着型サービス※の整

備促進 

認知症などの高齢者が住

み慣れた地域で生活が続け

られるよう、民間事業者に

よる地域密着型サービスの

整備を支援します。 

（高齢福祉課、介護保険

課） 

・認知症高齢者グループ

ホーム※：14 か所 30 ユニ

ット 

・小規模多機能型居宅介

護：６か所 

・看護小規模多機能型居

宅介護：２か所 

・認知症対応型通所介

護：５か所 

・認知症高齢者グ

ループホーム：６

ユニット整備 

・（看護）小規模

多機能型居宅介

護：１か所整備 

・小規模多機能型

居宅介護：１か所

開設＊ 

・認知症対応型通

所介護：１か所開

設＊ 

・整備（第

10 期介護保

険事業計画

で定める） 

＊国家公務員宿舎駒場住宅跡地の活用 
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認知症への理解を深めるための普及・啓発 

  

認知症は誰もがなり得るものであり、認知症

の人や家族が安心して地域で自分らしく暮ら

し続けるためには、地域や関わる方の理解が大

切です。「団塊の世代」が 75 歳以上となる令和

７年（2025年）には、認知症の有病率は 65歳

以上の高齢者の約５人

に１人に達することが

見込まれています。今や

認知症は誰もが関わる

可能性のある身近な病

気です。 

目黒区では、平成 19

年度から認知症につい

て正しく理解し、自分の

できる範囲で認知症や

その家族をあたたかい目で見守り支える応援

者（認知症サポーター）を養成しており、令和

５年 12 月末までに延べ 13,912 人に達してい

ます。区と地域包括支援センターで区民や学

校・企業向けに、養成講座を令和４年度は計 15

回実施し、地域の見守りの輪を広げていくため

の周知・啓発に努めています。 

 

 

さらに、認知症サポーター養成講座受講者

を対象に、ステップアップ講座や認知症の人

と家族を応援するボランティア養成講座も実

施し、地域で介護者を応援するボランティア

活動につなげています。 

令和５年６月に制定された認知症基本法に

おいても、認知症に関する知識及び認知症の

人に関する理解の促進が基本理念及び施策の

一つとされており、今後も区民への周知、理

解促進に努めていくことが求められていま

す。 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・災害対策基本法では「避難行動要支援者※名簿（対象者名簿・登録者名簿）」の作成が区に義務

付けられています。災害時に自力避難が困難な人を登載した対象者名簿を地域避難所等で保管

しています。また、本人の同意がある場合には登録者名簿に登載し、避難支援等関係者（消防、

警察、民生委員・児童委員※、町会・自治会等）に名簿情報を提供しています。令和５年 12 月

末時点で対象者名簿には 16,392 人、登録者名簿には 9,509 人（登録率 58％）が登載され、86

町会・自治会等のうち 55団体が名簿を保管しています。引き続き登録者名簿への登載同意を勧

奨するとともに、名簿を保管する町会・自治会等を拡大する必要があります。 

・令和３年の同法の改正により、医療依存度の高い人や介護が必要な人などを対象とした「個別

支援プラン」の作成が区の努力義務となりました。避難行動要支援者一人ひとりについて、あ

らかじめ緊急連絡先や避難支援者等を確認しておくことで、避難支援の実効性確保に取り組ん

企業向け認知症サポーター養成講座の様子 

施策６ 災害時要配慮者支援の推進 
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でいます。令和５年 12 月末までの個別支援プラン作成件数は 1,109件であり、作成件数の増加

と更なる周知が課題です。 

・地域避難所については、物資・資機材を整備し、感染症対策の検討や避難所運営訓練を実施し

ています。福祉避難所については、各施設の運営マニュアルの作成・見直しや「福祉避難所運

営ガイドライン」の改正を検討するとともに、物資・資機材を整備し、避難所機能の維持を図

っています。 

・在宅避難に関しても避難者の安否確認・情報把握のほか、物資や福祉サービス等の提供が継続

されるよう、介護事業者等との連携体制を整備しています。 

・災害時に要配慮者が適切な居場所で必要な支援を受け、安心して避難生活を送れるよう避難所・

在宅避難ともに支援策を拡充していくことが求められます。また、誰一人取り残さず災害から

命を守るには、平常時から地域全体で災害対策の取組を進めていくことが重要です。 

 

主な取組 

誰もが災害時に迅速に避難し、安心して生活を送れるよう、引き続き適切な支援を推進しま

す。 

■名簿登載者の拡大と顔の見える関係づくり■ 

避難行動要支援者名簿による支援の仕組みを周知・啓発するとともに、登録者名簿の未登載者

に対して同意勧奨を継続することで、少しでも多くの方が名簿活用による支援を受けられるよ

う、対象者名簿の登載者数増加を図ります。また、町会・自治会等に対して、引き続き個人情報

保護協定締結と名簿保管の協力を依頼し、平常時からの見守りや地域の防災訓練などを通じた顔

の見える関係づくりが進むよう、より一層の働きかけを行います。 

 

■個別支援プラン作成の推進■ 

個別支援プランの作成については、訪問看護ステーション、指定特定相談支援事業所、居宅介

護支援事業所、地域包括支援センター※などの作成支援者と連携し、作成件数の増加を促進しま

す。個別支援プランについてより一層周知し、プラン作成に当たっては、避難支援者の確保に加

え、ハザードマップの被害想定地域や介護度・障害支援区分の重い人を優先作成するなどの工夫

を行います。また、一度作成したプランについても定期的に必要な見直しを行うことで、それぞ

れの現況に応じた適切な内容に更新します。 

■福祉サービス提供の確保■ 

災害時においても、要配慮者が介護等の福祉サービスを受けられるよう、福祉サービス提供事

業者と災害時連携協定の締結や必要な資機材等の整備、情報弱者対策に取り組みます。 

 

■避難所における支援の充実■ 

地域避難所において要配慮者が安心して避難生活を送れるよう、状況に配慮した情報提供や、

多言語対応等も含めたコミュニケーション手段の確保、相談窓口の設置など生活上の様々な支援

対策に取り組むとともに、感染症対策も踏まえ、避難所の開設・運営に必要な備蓄品や資機材の

点検・整備に取り組みます。福祉避難所指定施設の拡大や備蓄品の充実についても検討し、専門

職等人的支援の確保に努め、災害時の受け入れ態勢の強化を図ります。 
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■在宅避難における支援の充実■ 

在宅避難に関しても要配慮者が安心して避難生活を送れるよう、平常時から介護・福祉事業者

等と連携し、生活環境の確保が図れるよう支援策を整備していきます。また、災害時における要

配慮者の防災行動と日頃からの備えについて普及啓発に取り組みます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

避難行動要支援者名簿（対象者

名簿・登録者名簿）の作成・配

備 

避難行動要支援者名簿を作成・

配備し、災害時の安否確認や避難

支援に活用します。本人の同意が

ある場合は、登録者名簿に登載

し、避難支援等関係者に提供しま

す。 

（健康福祉計画課、防災課） 

・避難行動要支援者名

簿（対象者名簿・登録

者名簿）の更新 

・対象者名簿を地域避

難所へ配備 

・登録者名簿を避難支

援等関係者へ提供 

・年 1 回、登録者名簿

未登録者へ勧奨通知を

発送 

【登録者名簿への登載

率】58％（５年 12 月末

時点） 

・継続 

・名簿を保

管する町

会・自治会

等の拡大 

・名簿活用

方法の周

知・啓発 

【搭載者名

簿への登載

率】65％ 

・継続 

重点 

個別支援プラン作成の推進 

個別支援プランを作成していま

す。一人ひとりの状況に応じて、

緊急連絡先・避難支援者・医療情

報等をあらかじめ確認・記載して

おくことで、災害時の円滑な避難

支援等につなげます。 

（健康福祉計画課、福祉総合課、

障害者支援課） 

・地域包括支援センタ

ーや介護事業者等と連

携し、個別支援プラン

を作成 

【個別支援プラン作成

件数】1,109 件 

（５年 12 月末時点） 

・継続 

・個別支援

プランの様

式見直し 

・新規作

成、更新作

成の件数 

3,500 件 

・継続 

継続 

災害・感染症対策に係る介護・

福祉事業者等の連携体制の整備 

災害時に要配慮者が必要な介護

等の福祉サービスを受けられるよ

う、事業者等との連携体制を整備

します。情報提供や物資の備蓄・

調達・輸送体制の整備を進めると

ともに、防災や感染症対策につい

ての周知啓発等に取り組みます。 

（健康福祉計画課、福祉総合課、

障害者支援課） 

・介護等の福祉サービ

ス提供事業者との災害

時協定の締結 

・事業所運営に必要な

備蓄品等の整備 

・必要な情報を的確に

伝える体制の整備 

・継続 

・協定締結

の介護事業

者等の拡大 

・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

地域避難所における要配慮者支援

の推進 

災害時に要配慮者が安心して地域

避難所で生活できるよう、感染症等

への対策を行うとともに、迅速かつ

安全に安否確認や避難支援等に取り

組むために必要な資機材を整備しま

す。 

（健康福祉計画課、高齢福祉課、障

害者支援課、防災課） 

・避難所における感

染症対策マニュアル

の見直し及び必要に

応じた更新 

・物資・資機材等の

点検・整備 

・継続 

・避難所で

の感染症予

防について

の普及・啓

発 

・継続 

継続 

福祉避難所における要配慮者支援

の推進 

災害時に要配慮者が生活上の配慮

を受け、安心して福祉避難所で生活

できるよう、感染症等への対策を行

うとともに、必要な資機材・物資等

の点検・整備を行い、避難所として

の機能の維持を図ります。 

（健康福祉計画課、高齢福祉課、障

害施策推進課、保育課、防災課） 

・福祉避難所運営ガ

イドラインの見直し

及び必要に応じた改

定 

・各施設における発

災時対応等運営マニ

ュアルの作成・見直

しの支援 

・継続 

・福祉避難

所の受入体

制整備 

・継続 

重点 

要配慮者の在宅避難生活の支援体

制の充実 

災害時に在宅の要配慮者が安心し

て生活を送ることができるよう、在

宅避難者の情報や必要な支援の把

握、物資や福祉サービスの提供など

具体的な支援策を充実するととも

に、周知啓発に取り組みます。 

（健康福祉計画課、福祉総合課、高

齢福祉課、障害者支援課、防災

課、関係各課） 

・災害時要配慮者※

支援に関する防災講

演会の開催 

・介護等の福祉サー

ビス提供事業者との

災害時協定の締結 

・在宅人工呼吸器使

用者に対する家庭用

蓄電池の配備促進 

・継続 

・要配慮者

向け防災行

動マニュア

ルの改定 

・継続 
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現状と課題 

（成年後見制度の利用促進と意思決定支援の推進） 

・認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない人の権利を守り、地域で安心して

暮らし続けるよう、権利擁護センター「めぐろ」を成年後見制度推進機関とし、成年後見制度

の利用促進を図っています。 

・令和４年３月に策定された国の「第二期成年後見制度利用促進基本計画」を踏まえ、区では成

年後見制度利用促進基本計画の策定及び中核機関整備に向けた調査・研究を進めてきました。 

・国の「基本計画」では、成年後見制度の利用促進に当たっては、本人の自己決定権を尊重した

意思決定支援も重視した制度の運用改善等に取り組むこととされ、また、意思決定支援の理念

が地域に浸透することで、尊厳のある本人らしい生活を継続することができる社会の実現にも

適うとされています。 

・区では、国のガイドラインに示された意思決定支援の基本的な考え方等に沿い、認知症や障害

のある人の福祉サービス等の適切な利用に努めています。また、意思決定支援の考え方等の普

及・啓発を図るため、区民を対象とした講演会を行っています。 

・令和６年度からの目黒区成年後見制度利用促進基本計画に基づき、本人による意思決定への支

援を重視した地域における権利擁護支援※の体制を整備することが必要です。 

（虐待防止） 

・高齢者や障害者、子どもへの虐待の未然防止、早期発見のために、区では、地域のネットワー

クを拡充するなど、見守りと気づきによって本人と家族を地域で支える仕組みづくりを進めて

います。あわせて、関係職員の対応力を向上させるための専門的な研修も実施しています。 

・長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、外出の機会が減少したことで、精神的なスト

レスが蓄積し介護や育児の負担が増えたこと、更に物価高騰等の経済的な問題も加わり、虐待

を引き起こす事例が発生していると考えられます。また、福祉施設でも職員の負担が過重とな

り虐待につながることが懸念されます。 

・虐待の背景には、社会からの孤立や複雑化・複合化した課題を抱えている場合があり、関係機

関が情報共有を図り緊密に連携して包括的に支援していく必要があります。 

 

主な取組 

■成年後見制度の利用の促進■ 

 成年後見制度の利用が必要な人を発見し、適切な支援につなげるため、権利擁護支援の地域連

携ネットワークの構築が必要になります。令和６年度からの目黒区成年後見制度利用促進基本計

画に基づき、地域連携ネットワークのコーディネートを担う中核機関等の整備に取り組み、地域

の実情に応じた包括的かつ重層的な体制づくりに努めます。 

 また、地域共生社会※の実現に向け、市民後見人等の育成・活動支援や任意後見制度の利用促進、

成年後見制度の正しい理解のための啓発等を更に進めていきます。 

サンプル 
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■意思決定支援の推進■ 

 後見人等を含む本人に関わる支援者が常に「意思決定の中心に本人を置く」という本人主義を

実現するため、支援者を対象とした研修等を実施し、意思決定支援の共通理解を図り質の高い支

援を行うよう努めます。あわせて、意思決定支援の理解を地域に浸透させるため、区民を対象と

した講演会を開催します。 

 また、成年後見制度の利用を必要とする人が、尊厳のある本人らしい生活を継続することがで

きるよう自己決定権を尊重し、意思決定支援・身上保護も重視することが求められるため、後見

人への支援等により意思決定支援の質の向上を図ります。 

 

■虐待防止に向けた取組の充実■ 

 地域のつながりの必要性が一層高まる中、地域における見守りを推進するとともに、地域包括

支援センター※や福祉の総合相談による包括的な相談支援体制の充実を図ることにより、早期に相

談や発見につながるよう、虐待防止に取り組んでいきます。関係者が連携して家族の負担軽減な

どの養護者支援を行い、対応マニュアルに基づき適切な支援を進めるとともに、介護・福祉の施

設や事業者に対して、啓発・指導等により、虐待防止に向けて支援を行っていきます。 

 あわせて、関係職員を対象にした研修や、対応困難なケースのスーパーバイズ※を引き続き実施

し、職員の対応能力の一層の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サンプル 

【成年後見制度認知度・利用意向（知的障害者・精神障害者）】 

【成年後見制度利用意向（高齢者）】 

〔資料〕 目黒区高齢者の生活に関する調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 
目黒区障害者計画策定に関する調査【障害者向けアンケート】 

（調査期間：令和４年９月～１０月） 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

成年後見制度の中核機関の整備 

地域の権利擁護支援・成年後見制度利

用促進機能の強化に向けた地域連携ネッ

トワークの整備・運営を行い、専門職に

よる専門的助言等の支援を確保するた

め、中核機関の整備を進めます。 

＊詳細は、P.65 成年後見制度利用促進

基本計画 

（健康福祉計画課） 

・中核機関整備

に向けた調査・

研究 

・中核機関の

整備 

・地域連携ネ

ットワークの

実働 

・継続 

・地域連携

ネットワー

クの支援基

盤の強化に

向けた検討 

継続 

意思決定支援の推進 

支援者が本人主義を実現できるように

研修等を実施するとともに、意思決定支

援の理解を地域に浸透させるため区民を

対象とした講演会等を開催し、意思決定

支援を推進していきます。 

（健康福祉計画課） 

・意思決定支援

の考え方の普

及・啓発のため

の講演会等を開

催 

・意思決定支

援の質の向上

のための研修

等の実施 

・意思決定支

援の考え方の

普及・啓発の

ための講演会

等の開催 

・継続 

  

サンプル 

※「その他」とした人の約半数が家族・親族がいるので不要と答えています。 

〔資料〕目黒区高齢者の生活に関する調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 

制度利用手続きに関する詳しい説明

権利擁護に関する相談窓口や相談体制の充実

制度利用に関する費用の補助

制度利用された方の事例などの情報提供

制度利用手続きに関する個別支援

成年後見制度についての周知・広報活動の推進

本人に身近な地域において住民が
市民後見人として支えていく体制の構築

その他

無回答

19.4

17.3

17.0

16.7

12.4

11.8

6.4

29.4

14.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40

（%）

330 (複数回答）回答者数=

【どのような支援があったら、成年後見制度を利用したいか（高齢者）】 

（利用したくないと回答した人への質問） 

 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標２ 誰もが安心して地域で暮らせる社会の推進 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

高齢者虐待防止対策の推進 

高齢者の尊厳ある生活を守

るために、高齢者虐待対応マ

ニュアル等に基づき、高齢者

虐待の早期発見と高齢者、養

護者及び介護施設従事者に対

する的確な支援を推進しま

す。 

（高齢福祉課、福祉総合課） 

・普及啓発 

・関係者地区研修会の実

施 

・虐待に関する相談受付 

・高齢者の保護等、養護

者への支援、施設への改

善指導 

・対応力向上のための職

員研修の実施 

・関係機関との連携強化 

・スーパーバイズの実施 

・継続 

・目黒区高齢

者虐待対応マ

ニュアルの改

訂 

・継続 

継続 

障害者虐待防止対策の推進 

 障害者虐待に関する要綱・

マニュアル等に基づき、障害

者虐待の早期発見に努め、障

害者及び養護者、障害者福祉

施設従事者等に対して、関係

機関と連携しながら的確な支

援を実施します。 

 また、障害者虐待防止に関

する周知啓発を促進します。 

（障害者支援課） 

・障害者虐待防止センタ

ーによる 365 日 24 時間の

虐待通報や相談受付の実

施 

・虐待通報に基づく迅速

かつ確実な支援の実施 

・基幹相談支援センター※

との協働による障害者虐

待防止に関する周知啓発

の実施 

・継続 

・様々な媒体

を活用した周

知啓発の充実 

・継続 

継続 

児童虐待防止対策の推進 

児童虐待の相談・通報窓口

である子ども家庭支援センタ

ー※において、要保護児童・要

支援家庭の把握と虐待の予防

を進めていきます。  

（子ども家庭支援センター） 

・相談、虐待通報受付 

・関係機関との連携・協

力 

・継続 

・児童虐待防

止マニュアル

の更新 

・継続 

 

  

サンプル 
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目黒区成年後見制度利用促進基本計画 

 

１ 計画策定の背景と目的 

成年後見制度は、ノーマライゼーション※、自己決定権の尊重等を基本理念に、その利用を促

進するものとされています。認知症、知的障害、その他の精神上の障害等により判断能力が十

分でない人に対して、成年後見人、保佐人、補助人等の援助者が本人の意思を尊重し判断能力

を支えることで、生命、身体、自由、財産等の権利を擁護し、本人の地域生活を支援する制度

です。 

  地域共生社会※に資する制度ともいえる成年後見制度ですが、幅広く認知されているとは言い

難く、国は平成 28年５月に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」を施行し、令和４年３

月に「尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進」とい

う副題を添えた第二期成年後見制度利用促進基本計画（令和４～８年度）を策定しました。法

律では、区市町村が国の計画を勘案して、区市町村計画を定めるよう努めることを求めていま

す。 

こうした動きを踏まえ区では「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」「早期の段階からの相

談・対応体制の整備」「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体

制の構築」を柱にした権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりを中心に、任意後見制度の

利用促進、担い手の確保・育成の推進、区長申立ての適切な実施等に取り組む、「目黒区成年後

見制度利用促進基本計画」を策定します。 

この計画では、地域における区民の権利擁護支援の仕組みづくりの方向性を示し、認知症高

齢者や障害のある人等の財産管理だけでなく、区民一人ひとりの権利と利益を守り、地域共生

社会の構築に寄与することを目指しています。加えて、支援が必要であるにもかかわらず、成

年後見制度や権利擁護支援サービス等を理解できないため、支援を求める声をあげられない方

が生活困難に陥ることがないようきめ細かい施策を展開していきます。 

 

■成年後見制度の仕組み■ 

成年後見制度には、将来の不安に備えるため、判断能力が不十分になってから成年後見人等

が選ばれる「法定後見制度」と、判断能力が十分なうちに本人が任意後見人を決める「任意後

見制度」があります。法定後見制度には、本人の判断能力に応じて３種類の類型があります。 

 

 

 

 

 

 

  

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

目黒区成年後見制度利用促進基本計画 
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２ 計画の位置づけ 

■ 本基本計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条の規定に基づき、成年後見制

度利用促進の基本的な考え方や施策を定めるものです。 

■ 地域における権利擁護支援の体制整備は、地域福祉を推進する計画などと有機的に連携して進

める必要があるため、「目黒区保健医療福祉計画」との調和を図った計画とします。 

 

３ 区の取組と現状 

区では、平成 15年６月に権利擁護センター「めぐろ」（運営は目黒区社会福祉協議会）を開

設し、成年後見制度推進機関として、制度の利用に関する相談、後見人等候補者の紹介、後見

人等へのサポート、市民後見人の養成、社会福祉協議会による法人後見の受任、制度普及のた

めの講演会の開催等に取り組んできました。 

区の成年後見制度の利用実績は、制度利用に関する相談が令和元年度の 437 件から４年度に

は 574件に増加し、社会福祉協議会が法定後見人を受任した件数も令和元年度の 36件に対

し、４年度は 46件となっています。また、ひとり暮らし高齢者の増加に対応して、親族に代

わり区長が後見等開始の申立てを行う制度の推進に取り組んでおり、区長申立件数は令和元年

度の 14件から４年度には 28件と倍増しました。 

このように利用実績は伸びているものの、高齢者人口の増加に伴い認知症の高齢者が増加

し、単身世帯も増える中で、成年後見制度を利用している人は権利擁護の支援が必要な人の一

部に留まっていると考えられます。 

区の令和５年４月１日現在の高齢者人口は 55,061人で高齢化率は 19.7％、令和 22年

（2040年）には、28.6％に達し、その後も上昇する見込みです。ひとり暮らしの高齢者も増

加傾向にあり、令和２年の国勢調査によると、区の世帯類型別の人口割合では、85歳以上の

女性で単独世帯に属する人が４割を超えました。「団塊の世代」が 75歳以上になる令和７年

（2025年）には、全国で認知症の有病率が 65歳以上の高齢者の約５人に１人に達すると予測

され、高齢者などの権利擁護の支援を必要とする人を地域全体で支え合う仕組みとしての成年

後見制度の推進はますます重要になっています。 

 

４ 課題と優先して取り組む事項 

成年後見制度の利用を促進するためには、制度を利用する人が尊厳のあるその人らしい生活

を続けられる体制の整備や、地域社会への参加を目指せるような運用改善が求められます。自

己決定権を尊重し、意思決定支援・身上保護を重視した制度運用、適正に制度が利用されるた

めの連携体制等の整備、福祉と司法が連携強化を図り司法による権利擁護支援等を適切に受け

られる体制づくり等が求められています。そのために優先的に取り組むべき主な事項は次の通

りです。 

▶ 地域連携ネットワークづくりの推進 

▶ 担い手の確保・育成等の推進 

▶ 任意後見制度の利用促進 

サンプル 
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▶ 成年後見制度利用支援事業の推進 

 

５ 成年後見制度の利用促進に当たっての基本的な考え方 

権利擁護支援を必要としている人も含めた地域に暮らす全ての人が、尊厳のある本人らしい

生活を継続し、地域社会に参加できるようにするため、地域住民や福祉関係者、行政等に司法

を加えた多様な分野・主体が連携する仕組みである「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」

をつくっていきます。成年後見制度の利用促進をはじめとした権利擁護支援に取り組み、地域

共生社会の実現を目指して、誰もが自分らしく安心して暮らせる目黒、誰もが助け合う目黒の

まちづくりを推進していきます。 

 

６ 具体的な施策 

■ 施策１ ■ 地域連携ネットワークづくりの推進 

行政だけでなく地域住民、地域の関係者、関係機関が参加し表面化しづらい権利擁護支援の

必要性をどのように早期に把握し、どのように適切に支えていくのかが課題となっています。

地域連携ネットワークは地域包括ケアや虐待防止等の権利擁護に関する既存の取組に司法分

野を追加し、家庭裁判所との連携を確保して構築していきます。このネットワークは、日常的

に本人を支える「チーム」、専門的な支援を連携して提供する「協議会」、ネットワーク全体の

調整役である「中核機関」の三つで構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サンプル 

地域連携ネットワークの役割 

A 権利擁護支援の必要な人の発見・支援 

B 早期の段階からの相談・対応体制の整備 

C 意思決定支援・身上保護を重視した 

成年後見制度利用の運用に資する支援体制の構築 

チーム 

協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し必要な対応

を行います。家族、介護支援専門員、相談支援専門員、ケースワーカー、医療機関、認

知症初期集中支援チーム、民生委員・児童委員※、金融機関、区の窓口など、各支援

に必要なメンバーにより柔軟に構成されます。 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

目黒区成年後見制度利用促進基本計画 
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サンプル 

地域連携ネットワークのコーディネートを行う機関です。様々なケースに対応でき

る法律・福祉分野の専門知識、地域の専門職や多様な関係者との信頼関係により、円

滑に協力を得るための方法や経験値を蓄積することで、地域の連携や対応力の強化

を推進していく重要な役割が求められています。このほか、相談支援、関係者による

ネットワークの構築、周知・啓発活動等を実践します。区は運営に責任を持ち、権利擁

護センター「めぐろ」を運営する社会福祉協議会に業務を委託していく予定です。 

中核機関の具体的な機能は以下の通りです。 

・広報  ・相談  ・成年後見制度利用促進  ・後見人支援  ・不正防止 

チームをバックアップする体制です。法律・福祉の専門職団体や関係機関がチーム

に対して必要な支援を行えるよう相互の連携を強化し、構成する多職種の団体・機関

が自発的に協力し合う関係を持った合議体です。中核機関が事務局機能を担います。 

中核機関 

協議会 
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■ 施策２ ■ 市民後見人等の育成・活動支援 

成年後見制度を必要とする人は今後一層の増加が見込まれ、適切な後見活動を行うための担

い手の拡大は必須です。継続的な市民後見人の育成と、専門的な知識を有する関係団体との連

携を強化していきます。後見人等の受任後も安心して後見業務ができるよう個別相談や学習機

会の設定、社会福祉協議会が後見監督人を受任するなどの継続的に支える体制の充実を図りま

す。 

 

■ 施策３ ■ 制度の正しい理解促進のための啓発・広報の充実 

成年後見制度の利用を検討するためには、制度を正しく理解していることが大切です。様々

なセミナーの実施や支援者を対象とした研修会、多機関が参加する勉強会、地域に出向いて行

う相談会等の活動を積極的に展開することにより、多くの区民に向けた成年後見制度の周知と

情報提供を行い、制度への理解促進及び支援が必要な人の早期発見につなげます。 

ひとり暮らしの高齢者が増加する中、地域の気づきや介護・福祉関係者等からの情報提供や

相談を受けて、身寄りのない人への支援や虐待事案等への対応をすることが重要になっていま

す。こうした権利擁護の支援を確実に行うため、区長が親族に代わって後見等開始の申立てを

行う「区長申立て」制度を適切に運用していきます。 

 

■ 施策４ ■ 意思決定を大切にする相談支援体制の充実 

意思決定支援とは、特定の行為に対し本人の判断能力に課題がある場合、必要な情報を提供

し、本人の意思や考えを引き出すなど、本人の価値観や選好に基づく意思決定をするための活

動で、後見人等を含めた支援者等のチームによって行われます。尊厳のある本人らしい生活の

ためには、地域住民に意思決定支援の考え方が浸透することが不可欠です。講演会等を開催し、

地域の理解を深め支援体制を構築していきます。 

 

■ 施策５ ■ 任意後見制度の利用促進 

任意後見制度は、十分な判断能力があるうちに自らが選任した任意後見人に代わりにしても

らいたいことを契約で決めておくことができる制度です。任意後見制度の利用促進に取り組み

ます。 

 

■ 施策６ ■ エンディングサポート事業の推進 

高齢化や単身世帯の増加等を背景に、地域社会から孤立したり身寄りがないことで、亡くな

った後の手続きへの不安を抱く人が増えています。人生設計や死後についての本人の意思を反

映し尊重するために、遺言、死後事務委任契約などのエンディングサポート事業の活用が進む

よう取り組みます。 

 

 

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

目黒区成年後見制度利用促進基本計画 
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住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるために、住まい・医療・介護・予防・生活支援

が一体的に提供される地域包括ケアシステムの推進が求められており、区では、様々な取組を進

めています。 

高齢者を中心に推進してきた地域包括ケアシステムは、障害者、子ども等への支援、複合的な

生活課題にも対象を広げ、地域共生社会※を実現するための仕組みとして機能してきましたが、多

様化・複雑化する課題に対応するため、更なる機能の強化を目指します。 

これまで以上に、医療、介護、福祉等の多様な専門職と機関が、その相談支援体制を充実し、

地域や関係機関との連携の強化に取り組むことにより、地域包括ケアシステムの深化・推進を図

っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・国は、団塊の世代が 75歳以上となる令和７年（2025 年）を目途に、重度な要介護状態となって

も住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医

療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を推進していま

す。 

・区は、地域包括支援センターを「住民に最も身近な保健福祉の総合相談窓口」と位置づけ、地

域包括ケアシステムの推進の中核機関として、日常生活圏域の５地区に１か所ずつ設置し、保

健師・看護師、社会福祉士及び主任介護支援専門員などの専門職を配置しています。 

・介護保険法で定められている包括的支援事業及び第１号介護予防支援事業に加え、保健福祉の

総合相談支援及び介護保険認定申請や保健福祉サービスの受付業務も地域包括支援センターへ

委託しています。センターは、高齢者のみならず、障害者、子ども、生活困窮者※など、全ての

区民を対象に、世帯が抱える複合的な課題を丸ごと受け止め、専門機関や区の関係部署、地域

の様々な団体や関係者と密接に連携・協働して、適切な支援や地域資源につなげる役割を担っ

ています。 

・また、介護を担う家族等が相談しやすいよう、地域包括支援センターの窓口を平日は午前８時

30 分から午後７時まで、土曜日は午前８時 30分から午後５時まで開設しています。 

サンプル 

基 本 

目 標 ３ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

施
策
一
覧 

施策１ 地域包括支援センターの機能強化 

施策２ 介護・福祉サービス基盤の整備と家族介護者等への支援の充実 

施策３ 生活支援サービスの充実 

施策４ 在宅医療と介護・福祉の連携 

施策５ 介護・福祉人材の確保・定着・育成とサービスの質の向上 

施策１ 地域包括支援センターの機能強化 
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・平成 27年度からは、より身近な場所で相談できるよう、住区センター等を会場として出張相談

会を開始し、16か所（令和５年 12月末現在）まで拡充し、更に様々なイベント等を通じて、町

会・自治会、住区住民会議等、地域とのつながりを深めてきました。 

・地域包括支援センターへの相談は件数の増加とともに、相談内容が多様化・複雑化・複合化し

ており、潜在的なニーズの掘り起こしも求められています。 

・少子・高齢化の進展、新型コロナウイルス感染症を機に深まる社会的孤立や社会的な格差等に

対応して、地域包括支援センターが「住民に最も身近な保健福祉の総合相談窓口」として担う

役割は、ますます重要になってくると考えられます。 

 

主な取組 

■地域包括支援センターの相談支援体制の充実■ 

 多様化・複雑化・複合化した相談やニーズの掘り起こし（アウトリーチ※）に対応できるよう、

相談支援体制の充実を図る必要があり、人員体制の強化、職員の資質向上及びマネジメント力の

向上、多様な職種や機関との連携・協働・ネットワークの構築に取り組みます。 

 

■地域ケア会議の充実■ 

 個別支援のための地域ケア会議や地域課題の発見及び地域づくり・資源開発等のための地域ケ

ア会議の開催を通じ、地域包括支援センター及び関係者の機能強化を図ります。 

 

■地域包括支援センターの認知度向上■ 

 地域包括支援センターの認知度向上の取組や身近な場所で相談できる出張相談会の実施方法の

工夫等、住民が相談しやすい更なる環境づくりに取り組みます。 

 

■地域包括支援センターと地域の関係機関・団体・事業者との連携強化■ 

 地域包括支援センターに配置している地域連携コーディネーターを中心とした見守り活動や住

民活動を通じた地域ネットワークの構築、在宅療養コーディネーターを核とした在宅医療と介護

の連携強化、認知症支援コーディネーターが中心的な役割を担う認知症相談支援の充実等に、地

域の関係機関や団体、事業者とともに積極的に取り組んでいきます。 

 

■地域包括支援センターの後方支援機能の強化■ 

 地域包括支援センターの機能強化とともに、相談支援の中核を担う「福祉の総合相談（福祉の

コンシェルジュ）」の後方支援機能の強化も必須です。地域包括支援センターで受けた困難事例に

対応するため個別ケース会議を開催し関係機関へ確実につなぐなど支援体制を強化していきます。 

 

  

サンプル 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

地域包括支援センターにおける相談支

援体制の充実 

住民に最も身近な保健福祉の総合相談

窓口として、本人・家族・支援者が相談

しやすく、また複雑化・多様化した支援

ニーズに対応するため、平日夜間及び土

曜日の窓口開設、並びに専門性の高い人

材の確保と育成に努めます。 

（福祉総合課） 

・開設時間延長

及び土曜日開設

実施（月曜～金

曜日：午後７時

まで延長、土曜

日午前８時 30

分～午後５時） 

・出張相談会の

実施（各地区月

２～４回） 

・継続 

・出張相談会

の相談者数の

増 

・配置職種の

検討及び配置 

・継続 

継続 

地域ケア会議の推進 

地域で暮らし続けられるよう、様々な

事例の検討を行い、課題を抽出・共有

し、地域づくりや施策に反映するよう取

り組んでいきます。 

（福祉総合課） 

・地域ケア会議

の開催、事例及

び課題の検討 

・継続 ・継続 

重点 

地域包括支援センターの認知度向上 

支援を必要とする人が相談につながる

ように、住民のニーズや関心事などに対

する情報を、年齢層や目的に合わせた手

段により、適時適切に積極的な周知に努

めます。 

（福祉総合課） 

・行政による周

知 

・地域包括支援

センターによる

周知 

・継続 

・ＳＮＳ等を

活用した周知 

・継続 

継続 

地域包括支援センターと地域の関係機

関・団体・事業者との連携強化 

「住民に最も身近な保健福祉の総合相

談窓口」として潜在化・複雑化・多様化

したニーズに対応するため、地域で支え

るためのネットワークを構築していきま

す。 

（福祉総合課） 

・会議や研修会

等の実施 

・関係機関、団

体等との協働事

業の企画・実

施・参加 

・継続 ・継続 

継続 

地域包括支援センターの後方支援機能

の強化 

地域包括支援センターで受けた困難事

例等に対応するため、行政による後方支

援を行います。 

（福祉総合課） 

・福祉総合課を

中心に、各所管

による連携及び

支援 

・職員の資質向

上の取組 

・継続 ・継続 

  

サンプル 
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地域包括支援センターによる身近な場所での相談支援 

 

区民の方等に介護や福祉、健康、医療などに関する困りごとをよ

り身近な地域で気軽に相談していただけるよう、区内５地区に設置

している地域包括支援センターでは、住区センター等の区関係施設

や、区内の総合スーパー等に出張し、プライバシーに配慮しながら

相談を受け付けています。令和５年 12月末現在、区内 16か所、各

地区で月平均２～４回出張相談会を実施しており、介護予防や特殊

詐欺等のミニ講座や血圧・血管年齢測定会等とあわせて実施するこ

ともあります。 

 さらに、来所や電話でのご相談が難しい方には、地域包括支援セ

ンターの職員がご自宅や病院・施設等に訪問して相談を受け、必要

な機関と連携して、支援しています。 

また、高齢者への戸別訪問を通して地域の実態を把握し、支援

が必要であるにも関わらず届いていない方には積極的に働きか

けて、情報や支援を届けるアウトリーチにも取り組んでいます。 

住み慣れた地域で要介護状態になっても安心して暮らし続

けられるよう、地域包括支援センターが住まい・医療・介護・

生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの推進

の中核機関として、身近な場所で安心して相談できる出張相談

会や訪問、アウトリーチに、積極的に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・介護保険制度は創設から 20年以上が経過し、高齢化の進行とともに区の要支援・要介護認定者

数は制度創設時のおよそ 2.5 倍を超え、介護や支援が必要となった高齢者とその家族を支える

制度として定着しています。 

・令和６年２月に区が実施した人口推計では、高齢者人口は増加の一途をたどる見込みです。こ

のうち 75歳以上の後期高齢者人口は、令和７年（2025年）に 33,764人、令和 22年（2040年）

に 44,360人となり、令和 32年（2050年）には、高齢者人口の６割を超える（59,868人）予測

となっています。 

・区が令和４年度に実施した「高齢者の生活に関する調査」では、介護などが必要になったとき

サンプル 

住区センターでの 

出張相談会 

区内の総合スーパー内での相談風景 出張相談実績 

元年度 ２年度 ３年度 ４年度

開催場所（箇所） 6 7 14 16

開催回数（回） 96 50 120 165

相談人数（人） 146 155 254 393

施策２ 介護・福祉サービス基盤の整備と家族介護者等への支援の充実 
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の暮らし方として、約７割の方が介護サービスの利用や家族・親族からの支援を受けながら自

宅等で暮らしたいと回答し、約１割の方が施設等での暮らしを希望しています。 

・高齢者人口の増加に伴い、今後も介護サービスの需要は増加が見込まれるため、引き続き、介

護サービス基盤の整備を進めていく必要があります。また、同時に担い手となる人材の確保に

も取り組む必要があります。 

・国は介護・育児休業法を平成 29年に改正して、介護離職を防止し、仕事と介護の両立を可能と

するための制度を整えましたが、介護離職や介護離職者の再就職の難しさ、働きながら介護を

担う負担の大きさ等の課題が解消されているとは言い難く、区が令和４年度に実施した「在宅

介護実態調査」では、介護を主な理由に離職・転職した家族がいると回答した人の割合は１割

となっています。 

・区では、介護者・家族の情報交換や心の健康のための支援として、訪問保健相談事業や家族介

護者の交流会を開催する等、介護者・家族支援のための様々な事業を行っています。家族介護

教室は、延べ参加人数は年々増えているものの、男性の参加が少ない傾向にあるため、男女と

もに参加しやすいよう、休日開催などの工夫をしています。 

 

主な取組 

■介護サービス基盤の整備■ 

 介護を必要とする高齢者が介護サービス等を利用しながら住み慣れた地域で自分らしく暮らし

続けられるよう、地域密着型サービス※の整備を進めていきます。また、様々なサービスを利用し

ても在宅生活を継続することが困難な中重度の要介護高齢者が必要なサービスを受けられるよう、

特別養護老人ホームの整備も進めていきます。 

 介護サービスの充実に当たっては、在宅サービスと居住・施設サービスのバランスを考慮する

とともに、区独自の利用者負担軽減制度の実施など、低所得者への配慮を行っていきます。 

 

■家族介護者の支援■ 

 家族介護者等を支援するため、専門職による相談事業に加えて、介護者同士の交流会の開催や、

負担軽減のための介護知識や技術習得のための講座、認知症の人と家族の応援ボランティア養成

講座等を実施していきます。また、介護を担う家族等が相談しやすいよう、地域包括支援センタ

ー※の平日夜間及び土曜日の開設を継続していきます。 

 

■重症心身障害児※（者）と家族の支援■ 

 障害のある人は、高齢化、障害の重度化、日常的に医療的ケア※を必要とする等、様々な状況で

地域生活をしています。また、障害のある人を支援している家族の高齢化が進み、介護や病気等

の事情により支援することが困難な場合が生じることがあります。在宅生活を支える居宅介護事

業、緊急時に対応するための短期入所、医療的ケアを必要とする場合に訪問看護師を派遣する在

宅レスパイト・就労等支援事業を実施していきます。 
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サンプル 

【介護が必要になったときに希望する暮らし方】 

〔資料〕目黒区高齢者の生活に関する調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 

主に介護サービスなどを
利用して、自宅で暮らしたい

主に家族や親族から介護や支援を
受けながら、自宅で暮らしたい

高齢者向けの住宅に住み替えて、
介護サービスなどを利用しながら暮らしたい

特別養護老人ホームに入りたい

有料老人ホーム、認知症高齢者
グループホームなどで暮らしたい

その他

わからない

無回答

44.5

20.0

8.8

5.1

4.4

1.3

13.0

2.9

0 10 20 30 40 50 60（%）回答者数＝1,987

介護者の病気・急用など緊急時に利用
できる訪問サービス・宿泊サービスなど

ショートステイなど、介護者の休養
などに充てる時間ができる介護サービス

介護に関する費用負担の軽減

日常の家事援助や通院の付き添いなどの支援

夜間・休日にも開設している相談窓口

家族介護の当事者や経験者同士が
気軽に相談・情報交換できる場

介護のコツなどが学べる家族介護教室

声かけや見守りなどの地域の支え

その他

特にない

無回答

53.4

41.5

37.1

31.4

20.2

15.9

10.2

8.8

3.7

9.5

6.5

0 10 20 30 40 50 60（%）1,018 (複数回答）回答者数=

〔資料〕目黒区在宅介護実態調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 

【家族介護者が求める支援】 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

地域密着型サービスの整

備促進 

認知症などの高齢者が住

み慣れた地域で生活が続け

られるよう、民間事業者に

よる地域密着型サービスの

整備を支援します。 

（高齢福祉課、介護保険

課） 

・認知症高齢者グ

ループホーム※：14

か所 30 ユニット 

・小規模多機能型

居宅介護：６か所 

・看護小規模多機

能型居宅介護：２

か所 

・認知症対応型通

所介護：５か所 

・認知症高齢者グルー

プホーム：６ユニット

整備 

・（看護）小規模多機能

型居宅介護：１か所整

備 

・小規模多機能型居宅

介護：１か所開設＊ 

・認知症対応型通所介

護：１か所開設＊ 

・整備（第

10 期介護保

険事業計画

で定める） 

重点 

特別養護老人ホームの整

備促進 

 中重度の要介護者の増加

に対応するため、民間事業

者による特別養護老人ホー

ムの整備を支援します。 

（高齢福祉課、介護保険

課） 

・特別養護老人ホ

ーム：９か所（区

内） 

・１か所開設＊ 

・新規整備の検討 

・整備（第

10 期介護保

険事業計画

で定める） 

＊国家公務員宿舎駒場住宅跡地の活用 

  

サンプル 

【特別養護老人ホーム（国家公務員宿舎駒場住宅跡地）完成予想図】 

 【施設の概要】 

①特別養護老人ホーム：定員８４人（ユニット型：全室個室） 

②併設ショートステイ：定員１２人（ユニット型：全室個室） 

③防災拠点型地域交流スペース：整備面積：約２００㎡ 

④小規模多機能型居宅介護：登録定員２９人、通い定員１８人、宿泊定員９人 

⑤認知症対応型通所介護：定員１２人 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

高齢者施設に係る区有地、国、都有

地、既存施設の活用の促進 

 介護サービス基盤等の整備に当た

り、区有地、国・都有地、既存施設

等の活用を検討し、民間事業者の参

入を促進します。 

（高齢福祉課、介護保険課、資産経

営課） 

・国有地を活用した

特別養護老人ホーム

の整備＊ 

・活用の検討 

・国有地を活

用した特別養

護老人ホーム

の整備、開設

＊ 

・継続 

・継続 

継続 

ショートステイ事業 

 在宅の要介護高齢者の心身の状況

の変化や介護者の病気、冠婚葬祭、

出張等の際にショートステイの利用

を促進し、介護者を支援していきま

す。 

（高齢福祉課、介護保険課） 

・短期入所生活介護

（特別養護老人ホー

ム併設９か所） 

・短期入所療養介護

（介護老人保健施設

１か所、介護医療院

１か所）（空床利用） 

・継続 

・特別養護老

人ホーム併設

短期入所生活

介護１か所開

設＊ 

・継続 

継続 

緊急ショートステイ事業 

 介護者の急病、冠婚葬祭、介護疲

れ等により、在宅の要介護高齢者が

介護を受けられない場合に、緊急に

利用が可能なショートステイのベッ

ドを確保します。 

（高齢福祉課） 

・区立特別養護老人

ホーム（２床） 

・継続 ・継続 

継続 

病院ショートステイ事業 

 医学的管理が必要なため、ショー

トステイの利用が困難な状態の在宅

療養高齢者に区内病院のベッドを確

保します（介護保険対象外）。事業の

実施においては、在宅療養支援病床

事業との調整を図っていきます。 

（高齢福祉課） 

・区内病院４か所

（４床） 

・継続 ・継続 

＊国家公務員宿舎駒場住宅跡地の活用 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

訪問保健相談事業 

家族介護者等に対して、心身機能の

低下の防止と健康の保持増進を図るこ

とを目的に、訪問指導員（保健師、看

護師、理学療法士等）が自宅を訪問

し、保健相談を行います。家族介護者

自身の健康に関する相談や具体的な介

護方法の助言及び介護負担感を軽減す

るための精神的支援等を行い、介護者

支援の充実を図ります。 

（福祉総合課） 

・訪問保健相談事

業の実施 

・訪問指導員研修

会の実施（年２

回） 

・継続 ・継続 

継続 

家族介護者の交流機会の充実 

家族介護者が社会から孤立すること

なく、介護者同士の交流を深め、精神

的な負担の軽減や介護に関する情報交

換などを行える場として「介護者の

会」「コミュニティカフェ」「Ｄカフェ

（認知症カフェ）」を開催します。ボラ

ンティアの養成等により運営を支援す

るほか、地域包括支援センターの認知

症支援コーディネーターを中心に相談

支援の充実を図ります。 

（福祉総合課） 

・「介護者の会」５

か所（月１回、各

地区で開催） 

・「コミュニティカ

フェ」区内３か所 

・「Ｄカフェ（認知

症カフェ）」ＮＰＯ

法人Ｄカフェまち

づくりネットワー

クが区内に 12 か所

運営 

・認知症支援コー

ディネーターの配

置 

・継続 ・継続 

新規 

家族介護教室 

 家族介護に係る知識や技術の普及及

び家族間の交流を図るとともに、家族

の身体的及び精神的負担の軽減を目的

に、家族介護教室を実施します。 

（福祉総合課） 

・家族介護教室の

実施：年５回程度 

・継続 ・継続 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

地域包括支援センターの相談支援

体制の充実（再掲） 

働く家族介護者が相談しやすいよ

うに、夜間・土曜日にも窓口を開設

しています。 

（福祉総合課） 

・開設時間延長及び土

曜日開設実施（月曜～

金曜日：午後７時まで

延長、土曜日午前８時

30 分～午後５時） 

・出張相談会の実施

（各地区月２～４回） 

・継続 ・継続 

継続 

障害のある人の短期入所事業 

障害のある人が、本人や介護者等

の事情により、一時的に利用できる

短期入所サービスを提供します。 

（障害施策推進課、障害者支援課） 

・短期入所：５床 

・緊急一時施設保護事

業：１床 

・区外施設（区独自事

業）：４床 

・継続 ・継続 

継続 

重症心身障害児（者）と家族の支

援 

在宅の医療的ケアを必要とする重

症心身障害児（者）を対象に訪問看

護師を派遣する在宅レスパイト・就

労等支援事業を実施します。 

（障害者支援課） 

・契約訪問看護ステー

ション数 25 か所 

・実利用者数 32 人 

・派遣回数 468 回（５

年 12 月末実績） 

・継続 ・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者等、日常生活での支援を必要とする高

齢者が増える一方で、それを支える生産年齢（15～64歳）人口の減少が見込まれており、その

乖離が増幅していくことが予想されます。こうした中、専門職が提供する介護保険サービスの

充実と合わせて、地域住民やボランティア等、多様な担い手による生活支援サービスの充実が

求められています。 

・介護予防・日常生活支援総合事業では、介護事業者による訪問型・通所型のサービスとともに、

住民主体の支え合い事業等を実施し、高齢者の介護予防や健康づくり、生活支援サービスを提

供しています。 

・生活支援体制整備事業では、区内５地区に社会福祉協議会の生活支援コーディネーターを配置

し、地域資源の把握と地域住民の関係づくりを進めるとともに、住民主体で運営する地域の話

し合い・連携の場である協議体で、地域課題の共有、地域住民やボランティア等による生活支

援サービスの創出に向けた取組を行っています。協議体では、各地域における新たな居場所づ

サンプル 

施策３ 生活支援サービスの充実 
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くりや生活支援サービスの構築に向け、子育て世代も含めた多世代との交流や、新たな担い手

となる地域住民やボランティアとの連携強化に向けた取組が必要となっています。 

・ひとり暮らし等の高齢者への支援としては、緊急時や災害時の安否確認や避難支援につなぐこ

とができるように「ひとりぐらし等高齢者登録」を実施するとともに、登録者の実情に応じて

配食サービスなど様々な生活支援サービスを提供しています。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、住民主体の活動等が制約を受けましたが、オンライ

ンの活用などで一部の活動が継続されました。多様な実施方法が参加者の幅を広げていくこと

も考えられ、引き続き工夫していくことが必要です。 

 

主な取組 

■高齢者のニーズをとらえた生活支援サービスの充実■ 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して可能な限り自立した生活を送れるよう、社会状況の変化や

高齢者のニーズを的確にとらえて、介護予防や健康づくり、生活支援のサービスを充実させ、地

域で高齢者を支える仕組みを構築していきます。 

生活支援サービスの創出に取り組む生活支援コーディネーターや住民主体の協議体と、地域課

題を抽出する地域ケア会議が連携し、地域資源の把握・開発を通じて生活支援や介護予防のサー

ビスの充実を図ります。 

 

■生活支援体制整備事業における協議体活動の推進■ 

生活支援体制整備事業では、地区ごとの第２層協議体において多様な支え合い活動団体のネッ

トワークを構築し、新たな生活支援サービスの創出に向けて取り組みます。区全域を対象とした

第１層協議体では、第２層協議体間のネットワークの構築や、各協議体の取組と地域課題等の情

報共有を図るとともに、区民や地域づくり関係者等が参加する学びと対話の機会を提供していき

ます。 

協議体の会議が形式的なものにならないよう、実質的にできることを見極めて取組を進めてい

くことが大切です。具体的には、活動団体のリスト化や地域活動のリーダー等による講座や座談

会を開催して、地域資源の把握や活動の知識・理解を深める取組、居場所づくりや地域の支え合

い活動を紹介した住民向けの広報紙の発行などにより、新たな居場所や担い手の確保を図るとい

った取組を進めていくことが考えられ、区は必要な支援を行っていきます。 

 

  

サンプル 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

生活支援体制整備事業の効果的な推進 

地域の組織・機関・団体や住民などが

連携し、多様な日常生活上の支援体制の

充実・強化や社会参加の促進を一体的に

図るため、「生活支援コーディネータ

ー」や「協議体」による、制度外の様々

な支援策を発見・創出する取組を行いま

す。 

（健康福祉計画課） 

・第２層協議体

による地域課題

の共有及び生活

支援サービスの

創出 

・第１層協議体

による区全体の

課題共有 

・継続 

・地域づく

り、参加支援

を通じた新た

な居場所の充

実 

・継続 

継続 

介護予防・生活支援サービス事業の充

実 

介護予防・日常生活支援総合事業にお

いて、要支援者等に対し、介護予防と生

活支援を目的とした訪問型・通所型サー

ビスを実施します。 

（介護保険課） 

・訪問型・通所

型による「予防

給付相当サービ

ス」「区独自基

準サービス」

「支え合い事

業」「短期集中

予防サービス」

の実施 

・継続 ・継続 

重点 

ひとりぐらし等高齢者登録 

ひとり暮らしや高齢者のみの世帯の人

に緊急連絡先や電話番号などを登録して

いただき、緊急時や災害時の安否確認、

避難支援につなげます。 

（高齢福祉課） 

登録者数 6,681

人 

（５年 12 月末

現在） 

・１年当たり

の新規登録者

数 

 900 人 

・１年当たり

の新規登録者

数 

 1,000 人 

継続 

非常通報システム設置事業 

ひとり暮らし等高齢者が自宅内で急病

や事故が起きた際に、専用通報機でコー

ルセンターに連絡し、緊急の場合には救

急車の手配や緊急連絡先への連絡を行う

非常通報システムを設置します。また、

要件を満たす人には、一定時間内に利用

者の動きがない場合にセンサーが自動通

報する生活リズムセンサーの併設を促し

ていきます。 

（高齢福祉課） 

設置台数 636 台 

（うち生活リズ

ムセンサー併設

164 台。５年 12

月末現在） 

・継続 ・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

配食サービス 

ひとり暮らし等高齢者の安否確認と食

の確保を目的としてお弁当を自宅に届け

ます。 

（高齢福祉課） 

利用者数 598 人、 

延べ 83,367 食 

（５年 11 月末現

在） 

・継続 ・継続 

継続 

高齢者在宅支援ヘルパー派遣事業 

ひとり暮らし等高齢者に、介護保険で

は対応できない銭湯や理美容室、病院内

での介助を行う外出支援サービスを提供

します。また、身体上の急変等により一

時的な介護が必要な人や生活環境の改善

が必要な人にヘルパーを派遣します。 

（高齢福祉課） 

延べ支給人数 

 229 人 

（５年 12 月末現

在） 

・継続 ・継続 

継続 

会食サービスの実施 

地域の居場所である「地域交流サロ

ン」において、管理栄養士によるきめ細

かな栄養相談・指導や栄養バランスの取

れた食事の提供を実施することで、在宅

高齢者の閉じこもり防止や食生活の改

善、健康の増進を図ります。 

（高齢福祉課） 

区内６か所で実施 

（新型コロナウイ

ルス感染症の影響

により中止してい

たが５か所は年度

後半から再開） 

・継続 ・継続 

・新規２か

所開設 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の大幅な増加が見込まれる中で、医療・介護が有機的

に連携し、住み慣れた地域で医療・介護を継続して受け続けることのできる体制の一層の整備

が求められています。 

・区では、医療、介護をはじめとする様々な地域資源の連携により、高齢者等が安心して在宅療

養生活を送ることのできる地域づくりを推進するため、医療・介護に係る関係団体及び地域包

括支援センター※で構成する在宅療養推進協議会を設立して、在宅医療と介護のネットワークを

構成するとともに、各地域包括支援センターでは、在宅療養相談窓口を設置して、在宅療養コ

ーディネーターを配置し、地域の在宅療養に関する相談に対応しています。 

・令和２年度からは、「重症心身障害児通所支援事業所あいりぃず」を開設して、医療的ケア児を

含む重症心身障害児※が地域で必要な支援を円滑に受けることができるよう、就学前及び就学後

サンプル 

施策４ 在宅医療と介護・福祉の連携 
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の療育体制の整備を図ってきました。 

・「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム※」の構築を推進するために、保健、医療、福祉、

医療機関等との緊密な連携を図り、障害者へのアウトリーチ※が必要です。 

・医療や介護、福祉、健康づくり部門が庁内連携を密にするとともに、取組を総合的に進める人

材を育成・配置し、あわせて、ＰＤＣＡサイクル※に沿った事業展開を行っていくことが必要で

す。 

 

主な取組 

■切れ目のない在宅医療と介護・福祉サービスの提供体制の推進■ 

 在宅で療養する方やその家族が安心して在宅療養生活を継続できるよう、地域の医療・介護・

福祉関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と介護・福祉のサービスが提供される体制構

築のために、在宅療養支援病床の確保や医療的ケア※が必要な児童等への支援を実施していきま

す。 

 

■医療・介護関係者の連携強化■ 

 医療や介護が必要な状況になっても在宅療養生活を安心して継続できるよう、多職種がお互い

を理解し、地域の中で連携・協働していくための研修等を実施し、顔の見える関係づくりを進め

ます。 

 また、在宅療養者が安定的に質の高いサービスを受けられるよう、医療や介護の事業者間の情

報共有や自主研修の機会を支援します。 

 

■四つの場面での多職種連携■ 

医療と介護の連携が特に求められる四つの場面（日常の療養支援、急変時の対応、入退院支援、

看取り等）で、各場面に応じた連携の現状と課題を整理して多職種の連携を一層推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル 

出典：在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver3（厚生労働省） 
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■在宅療養・介護連携に関する相談支援■ 

 引き続き、各地域包括支援センターの在宅療養・介護連携を支援する相談窓口で、在宅療養が

必要な方や家族、地域の医療関係者等から在宅医療・介護連携に関する相談等を受け付け、連携

調整や情報提供を行います。また、質の高い在宅療養相談業務を行えるよう、在宅療養相談業務

向上研修を実施します。 

 

■地域の医療・介護資源の把握・情報提供■ 

 在宅療養を支える診療所、歯科診療所、薬局、介護事業者の情報を掲載した「在宅療養資源マ

ップ（冊子版）」を配布するとともに、「医療・介護資源情報システム（電子版）」を運用していき

ます。 

 

■区民への啓発■ 

 在宅医療・介護に関する情報を広く普及し、住み慣れた地域で最期まで暮らし続けるための準

備や看取りについて考える機会として、引き続きパンフレット等を作成し配布していきます。ま

た、在宅医療や介護が必要になる前から、一人ひとりが家庭や地域でどのような生活を送りたい

か等を考える機会となる啓発事業として、出前講座を実施していきます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

在宅療養のための地域資源の情報

提供 

在宅療養を必要とする人が住み慣

れた地域で安心して在宅療養生活を

送るため、地域の病院・診療所、歯

科診療所、薬局、介護事業者等の情

報を提供します。 

（福祉総合課） 

・冊子版「在宅療

養資源マップ」の

配布 

・電子版「医療・

介護資源情報シス

テム」の運用 

・継続 ・継続 

・冊子版

「在宅療養

資源マッ

プ」の改

訂・配布 

継続 

在宅医療と介護・福祉の連携 

医療・介護関係者間の連携を円滑

にするため、多職種による研修を、

区主催及び地域包括支援センター主

催で実施していきます。 

（福祉総合課） 

・在宅医療と介護

の連携に関する研

修会（全区型・地

区型）の実施 

・継続 ・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

区民への啓発事業及び在宅療養相

談窓口の充実 

在宅医療や介護に関する情報を広

く区民に提供するための啓発や出前

講座等を行い、地域包括支援センタ

ー職員による相談業務向上のための

研修を実施します。 

（福祉総合課） 

・各地域包括支援

センターの在宅療

養相談窓口の設置 

・在宅療養相談業

務向上研修 

・各地域包括支援

センターでの出前

講座 

・継続 

・在宅療養相

談窓口に関す

るリーフレッ

トの作成・配

布 

・継続 

新規 

在宅療養支援病床の確保 

在宅療養生活を安心して送るため

に、病状の急変等により、一時的な

入院治療が必要にも関わらず、他に

入院先がない場合の病床を確保しま

す。 

事業の実施においては、病院ショ

ートステイ事業との調整を図ってい

きます。 

（福祉総合課） 

・区内４か所の病

院で在宅療養支援

病床確保事業を実

施 

・継続 ・継続 

重点 

医療的ケアが必要な児童等への支

援 

重症心身障害児（医療的ケア児を

含む）が地域で必要な支援を円滑に

受けることができるよう、就学前及

び就学後の療育体制整備を図りま

す。また、区内の重症心身障害児通

所支援事業所において、重症心身障

害児の児童発達支援及び放課後等デ

イサービス※事業の両事業を行う多機

能型事業を実施します。 

（障害者支援課） 

・児童発達支援事

業と放課後等デイ

サービス事業の両

事業を行う多機能

型事業所が支援サ

ービスを実施 

・医療的ケア児支

援関係機関協議会

の開催 

・医療的ケア児の

放課後等支援事業

への支援策検討・

実施 

・継続 

・医療的ケア

児の放課後等

支援事業への

支援策検討・

実施 

・継続 

 

  

サンプル 
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現状と課題 

・国は、第８期介護保険事業計画（令和３年度～５年度）の介護サービス見込量等に基づき都道

府県が算出した介護職員の必要数を集計し、令和７年度（2025年度）には約 243万人、令和 22

年度（2040年度）には約 280万人に達すると推計しています。 

・少子・高齢化の進展等により、全国的に令和７年（2025 年）から令和 22 年（2040 年）にかけ

て生産年齢人口の急激な減少が予測され、人手不足の問題は福祉分野全体でより一層深刻とな

ることが見込まれます。さらに、現状の福祉人材の高齢化は、将来の人材不足に拍車をかける

ことになります。 

・国は、令和７年（2025年）までに約 32万人の介護人材を確保するため、①介護・福祉職員の処

遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護職の魅力向

上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護・福祉人材確保対策に取り組んでいます。 

・令和６年度の報酬改定においては、人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、サービスの充実

や介護・福祉人材の確保等を図るため、介護報酬 1.59％、障害福祉サービス等報酬 1.12％の増

改定が行われることとなりました。 

・区が、令和４年度に実施した「サービス提供事業所調査」では、約６割の事業所が職員の確保・

離職対策が課題であると回答しており、令和元年度に実施した同調査の回答割合を大きく上回

っています。 

・区では、介護・福祉人材確保策として、介護職員等の宿舎借上げの支援、介護事業所及び障害

福祉サービス事業所を対象とした「めぐろ福祉しごと相談会」などを実施していますが、増加

する福祉ニーズに対応するためには、これまでの取組の効果検証を踏まえ、改善・充実を図り

ながら、より一層の対策を講じていく必要があります。 

・福祉分野に共通する深刻な人材不足の課題を解消するとともに、複雑化、多様化した支援ニー

ズに対応していくためには、介護、高齢者、障害者、児童の福祉など、従来の制度・分野の枠を

超えた人材の確保・育成が求められます。他自治体の取組を研究し、介護・福祉人材センター

など新たな取組を検討していくことも必要です。 

 

主な取組 

■介護・福祉人材の確保・定着・育成■ 

 福祉に関わる人材の確保及び定着・育成を推進するため、福祉職場の魅力ややりがいの周知、

研修や労働条件の改善、及び多様な働き方に対応した人材の確保などの取組について、区と事業

者が連携して推進し充実を図ります。また、職員等の宿舎借上げやめぐろ福祉しごと相談会など

の支援を継続するとともに、事業者へのヒアリングや事業の検証を行い、東京都の福祉人材対策

と連携・調整を図りながら、より効果的な支援ができるよう支援内容の向上に努めます。 

 介護福祉士などの専門職が専門業務に専念できるよう、専門職でなくても担える業務を行う「介

護助手」の活用について研究し、介護業務の負担軽減に取り組みます。 

 

サンプル 

施策５ 介護・福祉人材の確保・定着・育成とサービスの質の向上 
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■ＩＣＴ※機器や次世代介護機器の活用の推進■ 

 今後、福祉人材の確保はより難しい状況になるものと見込まれます。限りある人的資源で増加

する介護ニーズを支えていくため、ＩＣＴ機器や次世代介護機器の活用の推進を支援し、介護業

務の負担軽減と業務の効率化を図ります。 

 

■苦情対応等の体制の充実■ 

 区の窓口等に寄せられる介護・福祉サービスに関する苦情は、利用するサービスに付随する周

辺サービスにも影響が及び、複数の関係機関等への調査が必要な場合があり、きめ細かい丁寧な

対応が求められます。関係機関との連携とともに定期的な情報共有を行い、適切な対応方法につ

いて研究を行います。 

 

■介護・福祉サービス事業者の指導・育成■ 

 サービスの質の向上については、区では従前から行っている実地による運営指導に加え、オン

ラインによる集団指導等を実施し、事業者の自主的な運営状況の点検を支援するなどして、指導

検査、監査の効果的・効率的な運用を図ります。 

 

■サービスの評価・公表の充実■ 

 第三者によるサービスの客観的な評価結果を広く公表し、利用者との情報共有を行うとともに、

サービスの質の向上に向けた事業者の取組を支援します。 
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職員の確保、離職対策

職員の育成

人員不足などにより、利用者のニーズに対応できない

介護報酬の低さ、採算性

新規利用者の獲得が困難

利用者の重度化

ＩＣＴ化（情報通信技術活用）への対応

ケアマネジャーや他の事業所との連携

医療機関との連携

苦情や事故への対応

その他

特にない

無回答

63.8

57.9

51.3

42.1

38.8

19.1

15.1

14.5

11.2

9.2

2.6

0.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70（%）152 (複数回答）回答者数=

【サービス提供事業所の運営上の課題】 

〔資料〕目黒区サービス提供事業所調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

運営事業者への宿舎借上げ補助事業 

介護・看護従事職員の人材確保が難

しい民間特別養護老人ホームと民間障

害者グループホーム※等に対して、職

員が入居するための宿舎借上げに係る

経費の一部を補助します。また、都の

補助事業を踏まえて効果的に運用する

ため、更なる支援につながるよう事業

の再構築に向けた検討を進めます。 

（高齢福祉課、障害施策推進課） 

・区内の民間特別

養護老人ホーム及

び民間障害者グル

ープホーム等に対

して、職員の宿舎

借上げに係る補助

事業を実施 

・継続 

・事業再構

築に向けた

検討 

・継続 

重点 

めぐろ福祉しごと相談会の充実 

人材確保が難しい区内の介護事業所

と障害福祉サービス事業所を対象に、

ハローワーク等と連携して合同採用相

談会を実施します。また、相談会を通

じて福祉職場の魅力ややりがいを伝え

ていきます。 

（高齢福祉課、障害施策推進課、障害

者支援課） 

・めぐろ福祉しご

と相談会の実施

（年２回） 

・福祉職場

の魅力の発

信・強化を

図る取組の

検討・実施 

・継続 

継続 

介護職員初任者研修及び実務者研修

の受講費用助成 

介護人材の確保・定着・育成を支援

するため、介護職員の初任者研修及び

介護職員実務者研修の受講費を助成し

て、就職のインセンティブと質の向上

の両面から区内事業所を支援します。 

（高齢福祉課） 

・「介護職員初任者

研修課程」及び

「介護職員実務者

研修課程」の受講

料助成事業の実施 

・継続 ・継続 

継続 

介護・福祉人材育成事業 

介護・福祉人材の育成によるサービ

スの質の向上と、離職防止を目的とし

て、区内介護事業所の職員等を対象と

した「介護職員スキルアップ研修」を

実施します。併せて、介護事業所等の

職員が悩みを相談できる「なんでも相

談窓口」を実施します。 

（高齢福祉課） 

・介護職員スキル

アップ研修（年 11

回） 

・なんでも相談窓

口（電話：毎週水

曜日、メール：随

時） 

・継続 ・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

特別養護老人ホーム職員研修費等助成

事業 

区内の民間特別養護老人ホームにおけ

る人材の安定的確保及びサービスの質の

向上を図るため、施設等に勤務する職員

の研修等に係る費用の一部を助成しま

す。 

（高齢福祉課） 

・他自治体におけ

る取組事例の調

査・研究 

・事業実施に向け

た検討 

・事業実施 ・継続 

継続 

介護支援専門員に対する研修 

ケアマネジメントの質の向上を目的と

して、介護支援専門員を対象に、ニーズ

を踏まえた研修を実施します。 

（介護保険課） 

・介護支援専門員

新任研修 １回 

・介護支援専門員

現任研修 １回 

・主任介護支援専

門員研修 １回 

・継続 ・継続 

継続 

民間障害福祉サービス従業者養成研修

事業助成 

障害福祉サービス事業所に、従事者の

研修受講費用や養成研修実施費用を補助

し、事業者の人材育成を促進します。 

（障害施策推進課） 

・事業所等が負担

する研修受講費

用、研修実施費用

を助成 

・事業効果

や事業者ニ

ーズの検証

等を踏まえ

た取組 

・継続 

継続 

民間障害者福祉施設職員健康相談事業 

社会福祉協議会が実施する小規模民間

障害福祉サービス事業所に対する健康相

談事業の経費を補助し、職員の健康管

理・人材定着を図ります。 

（障害施策推進課） 

・民間の障害福祉

施設職員に対し

て、健康相談、ス

トレスチェック、

メンタルヘルス講

習を実施 

・継続 ・継続 

重点 

障害者の相談支援事業所の人材確保・

育成・定着 

区と相談支援事業所が連携し、相談支

援業務を担う人材がより働きやすい環境

づくりを進めます。 

地域における障害分野の中核的な役割

を担う基幹相談支援センター※におい

て、相談支援事業所に対する支援や専門

的な研修等を行い、地域の相談支援体制

の強化及び、支援力の向上を図ります。 

（障害施策推進課、障害者支援課） 

・基幹相談支援セ

ンターによる相談

支援事業所への支

援、専門的な研修

や事例検討会等の

実施 

・継続 

・相談支援

事業所と連

携した人材

確保・育

成・定着に

向けた取組 

・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

目黒区主任介護支援専門員連絡会

への支援 

同会に対して、活動の支援を行う

とともに、介護支援専門員の資質向

上を図るため、研修や講演会の開催

を支援し情報提供を行います。ま

た、研修や講演会の開催に当たって

は、リモート会議等のＩＣＴの活用

を進めます。 

（介護保険課） 

・連絡会支援（研修や

講演会等） 

・リモート会議等のＩ

ＣＴを活用した研修や

講演会の実施 

・継続 ・継続 

継続 

目黒区介護事業者連絡会への支援 

同会に対して、活動の支援を行う

とともに、良質な介護サービスを提

供するために、介護職員に必要な研

修や講演会の開催を支援し情報提供

を行います。研修や講演会の開催に

当たっては、リモート会議等のＩＣ

Ｔの活用を進めます。 

（介護保険課） 

・全体会（情報交換、

制度改正等の勉強会、

研修等） 

・各分科会（勉強会・

意見交換会等） 

・目黒区医師会との連

携の機会や保健・衛生

に関する知識習得を目

的とした委託研修 

・リモート会議等のＩ

ＣＴを活用した研修や

講演会の実施 

・継続 ・継続 

新規 

分野横断的・多様な働き方に対応

した福祉人材の育成 

複雑化・多様化した福祉サービス

に応えるため、福祉の各分野の枠を

超え、多様な働き方にも対応した人

材の確保・育成について、人材育成

センターの設置を含め、その方法や

体制等を検討します。 

（健康福祉計画課、高齢福祉課、介

護保険課、障害施策推進課） 

・他自治体における取

組事例の調査・研究 

・効果的な

事業実施に

向けた課題

整理 

・具体的な

支援策の検

討・実施 

・具体的な

支援策の実

施 

新規 

ノーリフティングケア推進事業 

移動・昇降用リフトなど職員の腰

痛予防につながる福祉機器の導入経

費の一部を補助します。 

（高齢福祉課） 

・区内の民間特別養護

老人ホームに対して、

職員の腰痛予防につな

がる福祉機器の導入に

係る補助事業を実施 

・継続 ・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

ＩＣＴ機器活用による特別養護老

人ホーム業務の効率化 

特別養護老人ホームにおいて、職

員の負担軽減及び業務の効率化を図

るため、ＩＣＴ機器を活用できる環

境整備又はその支援を行います。 

（高齢福祉課） 

・区立特別養護老人

ホーム１か所（中目

黒）でＷｉ－Ｆｉ環

境整備完了 

・区立特別養

護老人ホーム

２か所（東が

丘・東山）で

Ｗｉ－Ｆｉ環

境整備 

― 

継続 

第三者評価制度の推進 

区立施設において第三者評価機関

による客観性を持ったサービス評価

を受審し、結果を公表します。民間

施設には、運営事業者に受審費用を

補助するなど受審を勧奨します。 

（介護保険課、高齢福祉課、障害施

策推進課、障害者支援課、保育

課） 

・区立施設で第三者

評価実施（特別養護

老人ホーム、障害

者・児施設、保育

所） 

・民間施設に受審費

用補助（認知症高齢

者グループホーム

等、障害者施設、保

育所） 

・継続 ・継続 

継続 

事業者指導・監査の充実 

区内事業者が事業の運営を円滑に

行い、サービスの質の確保と適正な

給付が行われるように、また、区内

の社会福祉法人が適切な法人運営を

行うように指導内容の充実に努め指

導検査を実施します。また、ＩＣＴ

を活用した集団指導等を通して事業

者自らが運営状況を確認できるよう

支援します。 

（健康福祉計画課） 

・区内介護・障害福

祉サービス事業者、

社会福祉法人を対象

に指導検査を実施 

・継続 

・ＩＣＴを活

用した集団指

導等の充実 

・継続 

継続 

保健福祉サービス苦情調整委員制

度の推進 

保健福祉サービスに関する苦情等

を中立的な立場で受け、区民等の権

利及び利益の保護を図るとともに、

事業者、関係機関等に対する調査を

実施し、勧告等を行うことにより、

提供される保健福祉サービスの質の

向上を図ります。 

（健康福祉計画課） 

・苦情の申立てを受

け、調査を実施 

・事業者、関係機関

等に対して勧告又は

意見表明を実施 

・事業実績の

検証 

・更なる利便

性向上策の検

討・実施 

・継続 
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人生 100 年時代において、いつまでも元気で心豊かに過ごすには、健康な状態をより長く維持

し、生きがいのある生活を送ることが大切です。区民一人ひとりが介護予防・フレイル※予防に取

り組むとともに、全ての年代の人々が希望に応じて意欲や能力を生かして活躍できるエイジレス

社会を目指して、仕事や学び、趣味、地域活動の機会を持ち続けられるよう、環境の整備を進め

ます。 

高齢期は、「第二の人生の到来」又は「現役期間の延長」へと変化しています。高齢期の様々な

生活の態様や加齢に伴う変化に対応していけるよう、中高年齢のプレシニア期から生涯を通じた、

その人に合ったライフキャリア（経験を踏まえた人生設計・生き方）を築くことを支援していき

ます。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、社会参加の機会が減ったことで、身体的な衰えや心

身の健康に影響が出ることが懸念されています。社会とのつながりを持つことはフレイルや認知

症のリスクの低下につながるため、感染症対策を図りながら、ＩＣＴ※も活用して高齢者の多様な

社会参加の場と機会の提供に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・介護予防を推進していくためには、機能回復訓練など高齢者本人へのアプローチだけではなく、

地域の中で生きがいや役割を持って生活できるような居場所づくり等、高齢者本人を取り巻く

環境へのアプローチも含めたバランスのとれた取組が重要です。このため、住民自身が運営す

る活動を地域に広げていき、人と人とのつながりを通じて参加者や通いの場が継続的に拡大し

ていく地域づくりが求められています。 

・区では、自主グループの養成や活動支援等に力を入れており、介護予防のためのオリジナル体

操「めぐろ手ぬぐい体操」の普及や「シニア健康応援隊」（介護予防リーダー）の養成を行うな

ど、住民主体の介護予防活動の推進を図るとともに、「めぐろフレイル予防プロジェクト」を立

ち上げ、フレイルチェック会やフレイルサポーター養成講座を実施し、フレイル予防という視

点でも区民へのアプローチを図っています。 

・また、介護予防を効果的に展開するため、地域リハビリテーション活動支援事業として、介護

予防に資する自主活動団体やケアマネジャーによる介護予防ケアマネジメントに対し、関係団

サンプル 

基 本 

目 標 ４ 生涯現役社会・エイジレス社会の推進 

施
策
一
覧 

施策１ 介護予防・フレイル予防の推進 

施策２ 社会参加・居場所づくり・就労支援の推進 

施策１ 介護予防・フレイル予防の推進 
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体と連携し、専門職の視点から助言等を行っています。 

・加齢に伴う心身の衰えは、早期に気づき、身体機能の維持・向上を図ることが重要となるため、

区では定期的に「介護予防通信」の発行やめぐろ区報への特集記事掲載等による普及啓発を行

っています。 

・新型コロナウイルス等感染症対策として、自宅で取り組める事業の実施や開催方法の工夫等が

求められている中、区では、講座や教室等の開催に当たっては感染状況を注視して事業実施を

判断するとともに、開催時には感染症対策に十分な配慮を行うよう努めています。また、「めぐ

ろ手ぬぐい体操」の YouTube 配信や一部講座をオンライン開催するなど、外出を控えている方

が介護予防に取り組むことのできる環境整備に努めています。 

 

主な取組 

■住民主体の活動の推進■ 

 住民主体による介護予防・フレイル予防活動は、高齢者の身体機能の維持・向上に加え、認知

機能の低下や精神状態の悪化を防ぐ効果が期待できます。区では、今後更に住民主体の活動の活

性化や拡充に向けた支援の充実を図ります。 

 

■参加者の拡充■ 

 人との交流を望まない方や新型コロナウイルス感染症の感染を避けるために外出を控えている

方、また、通いの場に行きたくても行くことが難しい方なども介護予防に取り組めるよう、事業

の実施手段や実施内容等を工夫して参加者の拡充を図ります。 

 

■普及啓発■ 

 介護予防・フレイル予防の推進においては、高齢者本人はもとより、家族等の周囲に対しても

理解促進を図る必要があります。また、介護予防・フレイル予防は高齢者になる前からの意識の

醸成も重要であるため、現役世代に対しても普及啓発を実施していきます。 

 

■保健事業と介護予防の一体的実施■ 

 これまで医療保険分野と介護保険分野に分かれて実施してきた、生活習慣病※等の疾病予防・重

症化予防等の保健事業と介護予防事業の連携を図り、一体的に高齢者を支援していきます。 

医療・介護双方のデータを活用して区の健康課題を抽出した上で、より効果的に介護予防・フ

レイル予防を推進し、健康寿命※の延伸を図ります。 

 

【フレイルの認知度】 

 

 

 

 

 

 

サンプル 

36.8 20.5 39.7 2.9 全体

（％）回答者数=2,681

知っている 知らない 無回答
聞いたことはあるが、

内容は知らない

〔資料〕目黒区介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標４ 生涯現役社会・エイジレス社会の推進 
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【加齢による衰え予防のために実践していること】 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

介護予防普及啓発事業 

「介護予防通信」等による広

報を行います。 

65 歳以上（要介護 1～５認定

者を除く）の区民に介護予防に

関する案内を送付します。 

（介護保険課） 

・「介護予防通信」広報誌

の発行 

・65 歳以上の区民 23,803

人に案内を送付（５年 12

月末時点） 

・継続 ・継続 

継続 

地域介護予防活動支援事業 

シニア健康応援隊（ボランテ

ィア）を養成します。 

めぐろ手ぬぐい体操等の介護

予防に資する住民主体の活動を

支援します。 

（介護保険課） 

・シニア健康応援隊養成講

座を年１回開催 

・介護予防に資する住民主

体の活動の立ち上げ・支援

（シニア健康応援隊活動拠

点支援：12 拠点、その他介

護予防に資する住民主体の

活動の立ち上げ：５グルー

プ。５年 12 月末時点） 

・介護予防

に資する住

民主体の活

動の立ち上

げ：年５グ

ループ 

・継続 

  

サンプル 

外出する

運動や体操をする

日常生活の中で体を動かす

バランスのとれた食生活を心がける

お口の健康を心がける
（毎日の歯磨きや定期的な歯科検診受診など）

趣味や好きなことを楽しむ

人と話す

脳トレ（パズル・ゲームなど）をする

地域の活動に参加する

その他

無回答

70.4

69.9

69.1

68.0

67.2

61.4

51.7

31.5

8.9

6.5

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80（%）1,707 (複数回答）回答者数=

〔資料〕目黒区介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

地域リハビリテーション活動支援

事業 

地域活動団体など住民主体の活動

や、介護予防ケアマネジメントの機

会にリハビリ専門職を派遣し、効果

的な活動や支援のための助言を行い

ます。 

（介護保険課） 

・地域活動団体支援：

７回 

・介護予防ケアマネジ

メント支援：９回 

（５年 12 月末時点） 

・拡充 ・拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル 

介護予防事業「シニアの部活」から結成した 

グループ。週 1回集まって行う体操のほか、 

お楽しみも盛りだくさん。メンバーの平均年齢 

は８０歳代、男女和気あいあいのグループで、 

新しい仲間も増えてきています。 

 

介護予防事業「脳に効く！ウォーキング」 

から結成したグループ。月に一度はメンバー 

が集まり、どこに出かけるかを相談します。 

週１回は仲間でウォーキングを実践します。 

仲間で活動することで、地域の情報や健康に 

関する知識など情報交換も楽しみの一つです。 

体が軽くなった 

柔軟性やリズム

感を取り戻せた 

活動内容 

めぐろ手ぬぐい体操、ボッチャ、 

絵しりとり、歌など 

話題の〇〇へ 

行ってみたいね 

仲間と一緒なら

続けられる 

毎日の生活に

張りがでた 

さわやかウォーク‘２２（ウォーキンググループ） 

 

住民主体の介護予防活動グループ紹介 

 
中根つなごう会（めぐろ手ぬぐい体操グループ） 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標４ 生涯現役社会・エイジレス社会の推進 
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現状と課題 

・65歳以上を一律に「高齢者」と見る一般的な傾向はなくなりつつあり、年代に関わらず意欲・

能力に応じた力を発揮できるエイジレス社会が到来していると言えます。 

・人生 100 年時代を見据え、生涯現役社会の実現に向けた取組が重要となり、「支えが必要な人」

というこれまでの高齢者のイメージを払拭し、高齢者が自らの知識や経験を生かして「支える

人」となる地域社会を実現していくことが求められています。 

・令和４年度に区が実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、「地域活動に参加する

意向がある」と回答した人の割合は 50％強でしたが、「すでに参加している」と回答した人の割

合は約４％でした。高齢者の社会参加意向がうかがえる一方で、実際に活動している人は少数

にとどまっています。 

・コロナ禍における社会参加の機会の減少に伴い、高齢者のフレイル※進行や地域住民同士のつな

がりの希薄化が問題となっています。高齢者が気軽に訪れることができる交流の場を増やし、

孤立しがちな人に参加を促すための取組が必要となっています。 

・令和４年度に区が実施した「高齢者の生活に関する調査」では、スマートフォンやパソコンな

どの通信・通話機器の使用状況として、「スマートフォンを使っている」と回答した人の割合は

68％でした。一方で、約 12％の人は「どれも使っていない」と回答しており、デジタルデバイ

ドの解消に向けた取組も必要です。 

・この調査で、何歳ごろまで収入を伴う仕事をしたいか尋ねたところ、約 19％の人が「働けるう

ちはいつまでも」と回答しており、全体としては、約 40％の人が 65歳以降も就労したいと答え

ています。長年培った技術、豊富な経験を生かして健康で働く意欲のある高齢者に様々な仕事

サンプル 

「介護予防トリム体操教室」から結成し

た自主グループ。週 1回、講師を招い

て、トリム体操を続けています。活動に

必要な会場確保や会費集め等の役割もメ

ンバーで分担し、コロナ禍でもコツコツ

と活動を続けていました。“トリム“とは

「海に浮かぶ船がバランスを取る」とい

う意味があります。男性の参加者も増

え、ますます賑わっています。 
楽しみながらバランス力や柔

軟性を身につけ転ばないため

の体作りをしています 

施策２ 社会参加・居場所づくり・就労支援の推進 

 

水曜会（トリム体操グループ） 
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を提供するとともに、地域貢献活動など生きがいづくりや地域社会への参加を促しているシル

バー人材センターの役割がますます重要になってきています。 

 

主な取組 

■高齢者の生きがい活動の支援■ 

 高齢者が地域社会の中で生きがいや役割を持っていきいきと生活できるようエイジレス社会の

実現に向けて高齢者の生きがいづくりや仲間づくりの活動を支援します。 

 竹の子クラブ（旧名称：老人クラブ）の活動は、高齢者同士のつながりや助け合いの醸成、高

齢者の閉じこもり防止に資するため、ポストコロナ時代において、ますます重要となっています。

竹の子クラブ運営の自主性を尊重しながら、高齢者の健康増進、教養向上などによる生きがいづ

くり、仲間づくりに資するよう、竹の子クラブの活動を支援していきます。 

 

■社会参加の推進と居場所づくり■ 

 高齢期の社会参加は生きがいづくりや仲間づくりだけでなく、介護予防や閉じこもり防止にも

つながります。このため、高齢者が気軽に訪れることができる交流の場を提供するとともに、広

く多世代が交流することのできる地域の居場所づくりを推進することで、高齢者がいつまでも地

域とのつながりを持ちながら健康的に暮らしていけるように取り組んでいきます。 

 また、デジタルデバイドの解消を図りながらＩＣＴ※を活用し、オンラインでの社会参加等、高

齢者の生きがい活動の場を広げる取組も重要になってきています。今後、東京都において導入が

予定されている、「人生 100 年時代社会参加マッチング事業 オンラインプラットフォーム」を活

用することで、地域活動に参加意向のある人と、実際に行われている地域活動とをマッチングさ

せる取組を行うことを検討していきます。 

 

■高齢期における就労の支援■ 

 ハローワークやワークサポートめぐろ等地域の様々な機関と連携して就労の場を提供するとと

もに、就労並びに社会奉仕等の活動機会を提供しているシルバー人材センターの運営を支援して

いきます。 

 また、地域の様々な機関と連携し、就労説明会などを通して、特に人材確保が厳しい状況にあ

る福祉職場への就労を支援します。 

  

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標４ 生涯現役社会・エイジレス社会の推進 



 

98 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

竹の子クラブ活動への支援 

竹の子クラブの活動に対し、自主

性を尊重しながら、生きがいづく

り、仲間づくり、地域交流活動の活

性化に向けた支援を行います。 

（高齢福祉課） 

・40 クラブへの

支援 

・竹の子クラブ

連合会への支援 

（５年４月１日

現在のクラブ会

員数 3,486 人） 

・継続 

・毎年新規入

会者 250 人程

度 

・継続 

・毎年新規入

会者 250 人程

度 

新規 

高齢者センターの機能の充実 

 高齢者の生きがいづくりや社会参

加を支援するための施設である高齢

者センターの機能を充実させていき

ます。 

（高齢福祉課） 

・健康相談、生

活相談の実施 

・講習会の実施 

・浴室、娯楽

室、集会室の提

供 

・継続 

・地域づくり

支援につなが

る相談機能の

充実 

・継続 

 

  

サンプル 

困ったときに相談できる場所や人

スマートフォンなどの便利機能
（ビデオ通話、アプリなど）の使い方講座

買い物支援

スマートフォンなどの操作体験

自宅でできる運動の動画配信

見守りサービス

オンライン講座（健康増進、
趣味、教養の講座など）

その他

特にない

無回答

39.8

21.3

14.7

14.0

13.6

13.2

10.2

2.3

29.5

4.6

0 10 20 30 40 50（%）1,987 (複数回答）回答者数=

【コロナ後の暮らしであるとよいサービス】 

〔資料〕目黒区高齢者の生活に関する調査（調査期間：令和４年１０月～１１月） 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

めぐろシニアいきいきポイント事

業の推進 

区内在住の高齢者が「いきいきサ

ポーター」として登録し、社会貢献

活動を行うことにより、区内共通商

品券と交換できるポイントを取得す

る事業を推進することで、高齢者の

生きがいづくり、健康増進及び介護

予防を図るとともに、高齢者の社会

参加を促します。 

（高齢福祉課） 

・活動場所：15

か所 

・活動内容：４

事業 

・ステップアッ

プ研修 

・継続 

・活動場所の

拡大 

・ポイントの

電子化の検討 

・継続 

重点 

地域デビューの支援 

 高齢者が地域の中で役割を持って

いきいきと生活できるよう地域活動

をはじめるきっかけづくりを行いま

す。 

（高齢福祉課） 

・地域デビュー

講座 

・絵本の読み聞

かせボランティ

ア養成講座 

・継続 

・人生 100 年

時代社会参加

マッチング事

業オンライン

プラットフォ

ームの運用開

始 

・継続 

継続 

地域交流サロン事業の推進 

 在宅高齢者の閉じこもりを防ぐと

ともに、介護予防などの活動を展開

するため、食事の提供、相談、イベ

ント等を開催する「地域交流サロ

ン」事業を推進します。 

（高齢福祉課） 

・区内６か所で

実施（新型コロ

ナウイルス感染

症の影響により

中止していたが

４か所は年度後

半から再開） 

・継続 ・継続 

・新規２か所

開設 

重点 

高齢者のＩＣＴ活用支援 

 オンラインでの社会参加等、ＩＣ

Ｔの活用により、高齢者の生きがい

活動の場を広げ、ひいては高齢者の

ＱＯＬ※の向上を実現するため、高

齢者のＩＣＴ活用を支援するととも

に、デジタルデバイド対策にも取り

組んでいきます。 

（高齢福祉課、ＤＸ戦略課） 

・スマートフォ

ン、タブレット

端末の使い方、

各種アプリケー

ションの使い方

等に関する講習

会の実施 

・継続 

・デジタルデ

バイド対策関

連講座の拡充 

・継続 

 

  

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策 

基本目標４ 生涯現役社会・エイジレス社会の推進 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

各種講座の開催 

中高年の人が仲間をつくり、地域

でいきいきと活動できるよう講座

（中高年の人の地域参加を促進する

社会教育講座）を実施します。 

（生涯学習課） 

・中高年の人を

対象とした社会

教育講座の実施 

・継続 

・毎年２講座

の実施 

・継続 

・毎年２講座

の実施 

継続 

シルバー人材センターへの支援 

 高齢者を対象に「臨時的かつ短期

的又はその他の軽易な就業」を提供

しているシルバー人材センターの運

営を支援します。 

（高齢福祉課） 

・臨時的かつ短

期的な就業や軽

易な業務に係る

就業機会の開

拓、提供の実施 

・シルバー人材

センター労働者

派遣事業におけ

る就業場所の開

拓 

・地域貢献活動

の実施 

・継続 ・継続 

継続 

就労相談の実施 

「ワークサポートめぐろ」を設置

し、「ハローワーク相談室」と「キ

ャリア相談コーナー」において若年

者から高齢者まで広く就労相談に応

じます。 

（産業経済・消費生活課） 

・ハローワーク

渋谷の専門相談

員による職業紹

介や職業相談の

実施 

・キャリアアド

バイザー（業務

委託）による求

職者に対する個

別相談やミニ講

座、就職支援セ

ミナーの実施 

・継続 ・継続 

新規 

就労意欲の喚起 

シルバー人材センターや地域の介

護事業所とも連携し、高齢者の就労

意欲を喚起する取組を実施します。 

（高齢福祉課） 

・シルバー人材

センターと連携

した就労説明会

の実施 

・継続 

・介護事業所

と連携し、福

祉職場の魅力

をＰＲして福

祉人材の確保

を支援 

・継続 

 

  

サンプル 
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障害者基本法及び障害者差別解消法の理念に沿って、障害の有無に関わらず、誰もが自ら望む

生活のあり方を選択し、必要な支援を受けながら、地域社会の一員として自立し、充実した生活

を送ることができる共生社会の実現を目指します。 

共生社会の実現には、地域社会全体で障害への理解が促進されることが不可欠です。障害の有

無に関わらない多様な交流や、コミュニケーションを支援するための環境整備などを通じて、地

域に暮らす人々が相互に理解を深めていく取組を推進します。 

あわせて、障害のある人の様々な相談を受け止めながら、教育、就労、地域での暮らしや居住

の場など、人生のあらゆる場面で本人の希望が実現できる支援と、意思表示が難しい人の希望を

引き出す支援に取り組み、その支援体制を充実させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・障害のある人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、地域社会全体の障害理

解と、障害者の権利擁護という基盤の下に、いかなる相談も受け止める相談支援体制や、安全・

安心な生活環境の整備を進めていくことが必要です。 

・区では障害のある人に対する差別や偏見をなくすため、講演会の実施や広報媒体の活用等によ

る周知啓発に取り組んでいますが、令和４年度に実施した障害者アンケートの結果では、差別

をされたと感じたことがある人の割合は 14.5％となっており、障害理解・差別解消の取組をよ

り一層推進していく必要があります。 

・区は、障害のある人に対する虐待を防止するため、目黒区障害者虐待防止センターを設置し、

障害者虐待に関する相談・通報の受付、立入り調査等を実施するとともに虐待防止に向けた啓

発を行っています。しかし、障害者アンケートの結果によると障害者虐待防止センターの認知

度が低い状況があり、更なる周知啓発や虐待防止体制の強化の取組を進めていく必要がありま

す。 

・相談支援体制の充実に向けて、開設した地域生活支援拠点※、基幹相談支援センター※について、

運営状況の検証等を通じて機能強化に向けた取組を進めるとともに、各相談支援機関や関係機

関との連携を強化していくことで、相談支援体制の更なる充実を図っていくことが必要です。 

・障害者アンケートの結果では、将来の暮らしについて、「現在の自宅で暮らし続けたい」という

サンプル 

基 本 

目 標 ５ 障害への理解促進・障害のある人への支援の
充実 

施
策
一
覧 

施策１ 安心して暮らせる地域社会の実現 

施策２ 自分らしい生活ができる環境整備の推進 

施策３ ライフステージや障害特性に応じた自立への支援の充実 

施策１ 安心して暮らせる地域社会の実現 

 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策       

基本目標５ 障害への理解促進・障害のある人への支援の充実 
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回答が半数以上を占め最多となっています。区では、自宅での暮らしを支える家族の高齢化や

「親亡き後」などを見据え、地域で安心して暮らし続けていくための生活基盤として障害者グ

ループホーム※の整備を進めており、今後も整備促進のための取組を積極的に進めていく必要が

あります。 

・精神障害の有無や程度にかかわらず誰もが安心して自分らしく暮らすことができる地域づくり

を進めるためには、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的な社会を構築していく

ことが重要となっています。区においては、保健所を中心とした地域精神保健医療福祉の一体

的な取組の推進に加えて、地域の協力を得ながら「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ム※」の構築に向けた取組を進めているところです。 

 

主な取組 

■心のバリアフリー※の推進■ 

障害理解・差別解消の推進に当たっては、日常の中にある自らの体験を通じて理解を深めてい

くことが重要という視点に立ち、区民向けの講演会や障害のある人とない人の交流事業「めぐろ

ふれあいフェスティバル」等の取組について、企画内容の見直しを図りながら効果的に実施して

いきます。 

 

■権利擁護の推進■ 

障害のある人や支援者、障害福祉サービス事業所等の関係機関を対象とした、障害者虐待防止

法や目黒区障害者虐待防止センターの役割に関する理解を深めるための講演会や研修会などを充

実し、相談や通報を行いやすい環境の整備と相談等に適切に対応していくための体制の強化を図

ります。 

 

■相談支援の充実■ 

地域生活支援拠点や基幹相談支援センターについて、運営状況等の検証と検証結果を踏まえた

運営等の見直しや、各関係機関との連携強化に取り組みます。また、地域における障害者等の支

援体制に関する課題の共有や、関係機関の連携強化を図る場である目黒区障害者自立支援協議会

について、機能強化と役割の明確化に向けた取組を進めます。 

 

■暮らしの場の整備■ 

障害のある人及び家族の高齢化に伴い、障害者グループホームに対する需要は今後ますます増

加していくことが見込まれるため、施設整備費の一部補助や国公有地、空き家の活用など様々な

施策を組み合わせながら、グループホームの整備を促進していきます。また、誰もが利用しやす

く、安全で安心して快適に暮らし続けることができるよう、関係機関が連携し、公共施設等のユ

ニバーサルデザイン・バリアフリーを推進していきます。 

 

■保健・医療・福祉の連携強化■ 

区は「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、令和３年から目黒区精

サンプル 
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神保健医療福祉推進協議会を立ち上げ、保健・医療・福祉の連携を強化しています。引き続き、

普及啓発、アウトリーチ支援や入院者退院支援など様々な事業を進めていきます。 

 

【障害別、差別されたと感じたことの有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

障害者差別解消に向けた取組（再

掲） 

区民を対象とした講演会の開催や、

区の広報媒体の活用等による周知・啓

発を図ります。また、職員一人ひとり

が、障害のある人へ適切な対応を行う

ことができるよう、職員に対する定期

的な研修を実施します。 

（障害施策推進課） 

・区民を対象と

した講演会を開

催（年１回） 

・めぐろ区報で

特集記事を掲載 

・全職員を対象

とした研修を実

施（年１回） 

・継続 

・興味関心を

持って受講で

きるような講

演会内容の検

討・実施 

・継続 

重点 

交流機会の推進（再掲） 

障害のある人の日頃の活動の表彰、

障害福祉施設等の活動紹介等を行う区

民参加型のイベント（めぐろふれあい

フェスティバル）の開催や、区立施設

が主催するまつり等を通じて、障害の

ある人とない人が相互に理解を深める

ための交流を促進します。 

（障害施策推進課、障害者支援課） 

・めぐろふれあ

いフェスティバ

ルの開催 

・各区立施設等

におけるまつり

の開催 

・前年度の実

施状況を踏ま

えたイベント

企画等につい

ての見直し 

・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

障害者虐待防止対策の推進（再

掲） 

障害者虐待に関する要綱・マニ

ュアル等に基づき、障害者虐待の

早期発見と障害者及び養護者、障

害者福祉施設従事者等に対して、

関係機関と連携しながら的確な支

援を実施します。また、障害者虐

待防止に関する周知啓発を促進し

ます。 

（障害者支援課） 

・障害者虐待防止セ

ンターによる 365 日

24 時間の虐待通報や

相談受付の実施 

・虐待通報に基づく

迅速かつ確実な支援

の実施 

・基幹相談支援セン

ターとの協働による

障害者虐待防止に関

する周知啓発の実施 

・様々な媒体を

活用した周知啓

発の充実 

・継続 

重点 

地域生活支援拠点事業の充実 

障害のある人が住み慣れた地域

で安心して自立した日常生活と社

会生活を営むことができるよう、

24 時間 365 日の地域における身近

な相談対応や、緊急時の受入れ対

応などの支援に取り組みます。 

（障害施策推進課） 

・相談、緊急時の受

入れ・対応 

・体験の機会・場の

確保、地域の体制づ

くり等 

・運営状況等の

検証と検証結果

を踏まえた取組 

・継続 

重点 

基幹相談支援センターの機能強

化 

地域における障害分野の中核的

な存在として、相談支援体制の充

実・強化に向けた相談支援事業所

への専門性の高い支援等を実施し

ます。 

（障害施策推進課） 

・相談支援事業所へ

の障害種別に関わら

ない総合的な相談対

応 

・区内関係機関のネ

ットワーク化及び支

援体制の強化、区内

事業所従事者への研

修計画及び実施 

・区内相談支援

事業所への定期

訪問等による支

援ニーズの把

握、的確な支援

の実施 

・運営状況等の

検証と検証結果

を踏まえた取組 

・継続 

重点 

目黒区障害者自立支援協議会の

体制等の見直し 

平成 21 年に発足した目黒区障

害者自立支援協議会について、障

害者等の支援体制に関する課題の

共有や、関係機関の連携強化をよ

り一層図っていくため、体制等の

見直しに取り組みます。 

（障害施策推進課） 

・協議会の機能強

化・役割の明確化に

向けた体制等の見直

しの検討 

・体制等の見直

しの実施 

・体制等の

見直しの効

果検証 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

障害者グループホームの整備促

進（再掲） 

施設整備に要する費用の一部補

助や、区有地を含む国公有地や空

き家の活用などを検討し、障害者

グループホームの整備を促進しま

す。 

（障害施策推進課） 

・知的障害者グループ

ホーム：15 か所（総定

員 98 名） 

・精神障害者グループ

ホーム：３か所（総定

員 22 名） 

・福祉ホーム：１か所

（定員７名） 

・１か所の整

備を支援 

・１か所の

整備を支援 

継続 

ユニバーサルデザイン・バリア

フリー化の推進 

バリアフリー基本構想に基づき

特定事業の推進に取り組みます。

ユニバーサルデザインによる施設

整備や施設のバリアフリー化、イ

ンクルーシブな公園整備等によ

り、公園等の機能拡充（リノベー

ション）に取り組みます。 

（都市計画課、みどり土木政策

課） 

・バリアフリー協議会

の開催（特定事業の進

行管理・事後評価、年 1

回） 

・公園リノベーション

事業の推進 

・公園等の機

能拡充（公園

１か所、公園

トイレ２か

所、児童遊園

２か所）緑道

６区間） 

・継続 

重点 

精神障害にも対応した地域包括

ケアシステムの構築 

精神障害のある人が安心して暮

らすことができる地域づくりを目

指し、保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場を軸にシステムの構

築を推進する各事業に取り組みま

す。 

（保健予防課、碑文谷保健センタ

ー、障害者支援課） 

・地域移行・地域定着

に向けた支援の推進 

・目黒区精神保健医療

福祉推進協議会の開催 

・アウトリーチ支援事

業の実施 

・措置入院者退院支援

の推進 

・普及啓発（精神保健

講演会、ピアサポート※

検討会等の実施） 

・継続 

・アウトリー

チ支援事業体

制の見直し 

 

・アウトリ

ーチ支援事

業体制の見

直しを踏ま

えた事業の

実施 
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～「わかってください」を知っていますか～ 

 
「わかってください」は、聴覚や視覚の障害、知的障害、発達障害

※、車いすを使っている人など、その特性ごとに「理解してほしいこ

と」「援助に当たりお願いしたいこと」をまとめた小冊子です。様々な

障害の当事者や家族の会、事業者などの団体が参加する目黒障害者団

体懇話会が作成・発行しました（目黒区総合庁舎にて配布）。 

一人ひとりの障害の状況によって、生活の中で困ること、必要とす

る援助は違います。だから、「どうぞわかってください」と呼び掛けて

います。 

懇話会は共生社会の実現を目指し、障害のある人が地

域で自立して暮らすための、様々な活動を行っており、

目黒区公式ウェブサイト（右コード）で、各団体の活動

を紹介しています。 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・全ての障害のある人が、あらゆる分野の活動に参加し、その能力を最大限に発揮しながら、社

会の一員として生きがいや役割を持ち、自分らしく充実した生活を送るためには、情報の十分

な取得利用や円滑な意思疎通ができる環境整備、働きやすい社会の実現、余暇等を楽しむこと

ができる多様な活動の場の確保が必要です。 

・令和４年度には「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する

法律」が施行され、関連施策の実施等が地方公共団体の責務とされました。区では、これまで

各種計画や大量印刷物等における音声コードの活用や、手話通訳者の養成、地域避難所等への

コミュニケーションボードの設置など、情報保障や意思疎通支援の取組を進めてきましたが、

今後も情報保障等に寄与する最新のＩＣＴ※機器の状況や国の動き等を注視しながら取組を進

めていく必要があります。 

・障害のある人が障害特性に応じた支援を受けながら、就労し働き続けることができるよう、目

黒障害者就労支援センターを中心とした関係機関が一人ひとりに合った働き方の実現に向けた

支援を行っています。一方で、障害者雇用促進法の改正による障害者雇用率の見直し等により、

今後は就労を希望する障害のある人や事業者等からのニーズはより増加し、多様化していくこ

とが見込まれます。 

・また、福祉的就労については、新型コロナウイルス感染症の影響等により、令和２年度の区内

の就労継続支援Ｂ型施設の年間工賃総額は対前年比 24％の減となりましたが、現在は回復傾向

にあります。今後は利用者の高齢化等の課題を踏まえながら、各事業所と連携して工賃向上に

サンプル 
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向けて取り組んでいくことが必要です。 

・多様な活動の場の確保に向け、区立障害福祉施設におけるサービスの提供時間終了後における

障害者の活動の場の確保（日中一時支援事業）や、スポーツや芸術文化活動に親しめるための

機会の充実等に取り組んでいます。障害のある人が様々な活動に参加できることは、障害のあ

る人の生活を豊かにするだけでなく、地域の障害理解にも寄与することから、引き続き活動の

場の充実に向けて取り組んでいくことが重要です。 

 

主な取組 

■障害のある人に配慮した情報保障・意思疎通支援の拡充■ 

 障害者アンケートの結果では情報発信や情報取得に当たって適した方法について、パソコンや

スマートフォンと回答した割合が高く、音声コードや窓口等におけるタブレット端末の活用等の

取組を引き続き推進していきます。また、令和４年度に東京都手話言語条例が制定されたことに

伴い、区においても、手話言語を含めた意思疎通支援に関する条例の制定に向けて検討を進めて

いきます。 

 

■障害のある人への就労支援■ 

 区の就労支援の中心となる目黒障害者就労支援センターについて、今後見込まれる就労を希望

する障害のある人や事業者等からの相談や支援者数の増加を見据え、体制の強化に向けた取組を

進めます。 

福祉的就労については、引き続き、就労継続支援Ｂ型事業所の受注作業の仲介や自主生産品の

販路拡大など、工賃向上に向けた取組を進めます。 

 

■多様な活動の場の提供■ 

障害のある人がスポーツ活動を継続して行えるような環境整備や、芸術文化に親しむことがで

きる機会の提供、余暇活動を実施する団体への支援などを通じて、多様な活動の場の充実に取り

組んでいきます。 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

障害のある人に配慮した情報保障の充実 

障害の有無に関わらず、誰もが必要と

する情報を十分に取得・利用できるよ

う、区からの発行物における情報保障の

充実に取り組みます。 

（障害施策推進課、障害者支援課、広報

課） 

・情報保障の推

進に向けて、区

の全ての課への

働きかけを実施 

・一斉又は大

量発送の通知

等について音

声コード等の

情報保障がさ

れている割合

30％以上 

・継続 

継続 

障害特性に応じた意思疎通支援の充実 

手話言語を含めた意思疎通に関する各

種制度の周知、啓発の充実に取り組みま

す。また、手話通訳者・失語症パートナ

ーの養成を行います。 

（障害者支援課） 

・電話リレーサ

ービス※等制度

の周知 

・啓発推進 

・手話通訳者・

失語症パートナ

ーの養成 

・継続 ・継続 

新規 

手話言語等の条例化の検討 

手話を必要とするかた等の意思疎通を

行う権利が尊重され、安心して生活する

ことができる共生社会※を実現し、障害の

ある人の多様な意思疎通の実現を目指し

ます。 

（障害者支援課） 

― ・手話言語等

の意思疎通に

関する条例の

検討・実施等 

・継続 

重点 

就労支援事業の充実 

障害者就労支援事業を目黒障害者就労

支援センターに委託し、障害のある人の

一般就労に向けた支援や、就労後の定着

支援を行います。 

（障害施策推進課） 

・職業訓練・就

労定着支援・ジ

ョブコーチ等の

実施 

・就労支援セン

ターの体制強化

に向けた取組の

検討 

・就労支援セ

ンターの体制

強化に向けた

取組の検討・

実施 

 

・継続 

継続 

障害者就労の理解促進 

雇用機関を中心に構成される連絡会を

開催し、地域における障害者雇用の受入

れを促進します。また、地域住民や希望

する企業等を対象とした就労促進フェア

を開催し、障害者就労への理解を促進し

ます。 

（障害施策推進課） 

・就労促進連絡

会の開催 

・就労促進フェ

アの開催 

・継続 ・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

就労継続支援事業所の工賃向上 

 就労継続支援Ｂ型事業所の受注作業の

仲介や自主生産品の販路拡大の取組を継

続し、事業所の工賃向上を支援します。 

（障害施策推進課） 

・区役所販売、福

祉の店等の販売場

所を確保 

・障害者就労施設

等からの物品調達

の実施 

・継続 ・継続 

継続 

日中一時支援の充実 

障害のある人の通所終了後の日中活動

の場を確保するとともに、共働きやひと

り親等の障害者世帯の就労を支援しま

す。 

（障害施策推進課） 

・区立障害福祉施

設３か所で実施 

・継続 

・ニーズに応

じた事業の検

討・実施 

・継続 

継続 

障害者スポーツの推進 

障害のある人が身近な地域でスポーツ

活動を継続して行うことができるよう環

境整備を行い、障害者スポーツの推進を

図ります。 

（スポーツ振興課） 

・パラスポーツ指

導員（初級）養成

講習会の実施 

・誰でも楽し

める障害者ス

ポーツが体験

できるイベン

トの検討・実

施 

・継続 

継続 

芸術文化活動の機会の推進 

障害のある人に対する芸術文化の鑑賞

機会の提供を行うとともに、芸術文化活

動への参加の機会を確保し、充実した生

活を送るための環境づくりと、障害理解

の促進を図ります。 

（文化・交流課） 

・障害者施設等へ

の出前講座、出張

コンサート等を行

うアウトリーチプ

ログラムの実施 

・目黒区美術

館における障

がい者アート

展の開催 

・継続 

継続 

余暇活動の場の拡充 

障害のある人及び重症心身障害児※等

の余暇活動の場を確保するため、余暇活

動を実施している団体に対し、補助を実

施します。 

（障害施策推進課） 

・障害者青年・成

人期余暇活動支援

事業、重症心身障

害児自発的活動支

援事業の実施 

・継続 

・余暇活動を

実施する団体

を増やすため

の取組の検討 

・検討を踏

まえた取組

の実施 

継続 

障害のある人のための学習機会の提供 

知的障害のある人を対象に、自主的に

社会に参加し、より豊かな生活を送るた

めの力や自主的に余暇活動を送るための

力が身につくような学習機会を提供しま

す。 

（生涯学習課） 

・知的障害のある

人が主体的に学習

に参加していける

ような社会教育講

座の実施 

・継続 ・継続 

  

サンプル 

第４章 地域保健福祉を推進する基本目標、施策       

基本目標５ 障害への理解促進・障害のある人への支援の充実 



 

110 

 

 

 

現状と課題 

・将来にわたって安定して質の高い障害福祉サービス等を提供していくために、人材の確保・定

着・育成は重要な課題です。他の福祉サービスと同様に、障害福祉分野においても人材の確保

が困難な状況が継続しており、障害福祉の仕事の魅力の発信や、職場環境の改善、事務の効率

化など、人材の確保に向け区と事業者が連携した取組が必要です。 

・様々な障害特性に応じた専門的な相談や支援が求められています。区では、目黒区高次脳機能

障害者センター及び発達支援拠点ぽると等を通じてきめ細かい支援を提供しています。また、

強度行動障害※についても、支援体制の整備に向けた地域課題の整理や、支援ニーズの把握が求

められています。 

・目黒区児童発達支援センター※では、児童発達支援や障害児相談支援を実施しており、令和２年

度からは保育所等訪問支援を開始して、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支

援を行っています。令和４年の改正児童福祉法により、児童発達支援センターは地域における

障害児支援の中核的役割を担う機関として明確化され、今後は点在する地域資源を重ね合わせ

た障害児支援体制を整備する中核として機能することがより一層求められるため、目黒区児童

発達支援センターの機能強化に向けた取組が必要です。 

・医療的ケア※が必要な児童が、地域で必要な支援を円滑に受けることができるよう、区では保健、

医療、福祉、教育等の関係機関による協議及びネットワーク構築の場を設けるとともに、「重症

心身障害児通所支援事業所あいりぃず」を開設し、就学前及び就学後の療育体制の整備等に取

り組んでいます。医療的ケア児とその家族が地域で安心して暮らしていくためには、関係機関

の連携・協力の下、更なる取組を進めていく必要があります。 

・区では、障害の有無に関わらず、全ての子どもが同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、

個別の教育的ニーズのある児童・生徒等に対して自立と社会参加を見据えて、その時点で教育

的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備しています。 

・学校教育においては、インクルーシブ教育システム※の構築を基本的な考え方として、共生社会

※の実現に向け、全ての子どもが可能な限り共に学ぶことに配慮しつつ、自立と社会参加に向け

て一人ひとりの教育的ニーズに応じた連続性のある多様な学びの場を充実していくことが求め

られています。 

 

主な取組 

■人材の確保・育成・定着■ 

 ハローワークと連携した「めぐろ福祉しごと相談会」の内容の工夫等により、福祉の仕事の魅

力を発信していきます。また、相談支援事業所においては、人材不足により新たな相談の受入れ

が困難な状況が継続しているため、事務負担軽減や支援体制の充実など、事業者と連携して課題

に取り組んでいきます。 

 

サンプル 

施策３ ライフステージや障害特性に応じた自立への支援の充実 
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■障害特性に応じた支援の充実■ 

区では、高次脳機能障害※や発達障害※について、それぞれの支援機関を設置し、障害特性に応

じた専門性の高い相談やきめ細やかな支援を行っています。今後は、強度行動障害のある人への

支援体制の整備に向けて、支援ニーズを把握し支援の内容や体制の構築について検討を進めてい

きます。 

 

■障害のある児童等への支援の充実■ 

目黒区児童発達支援センターにおいて、保育所等訪問支援を効果的に進め、地域社会への参加・

包容（インクルージョン）を推進します。また、区内障害児通所支援事業所との連携を強化し、

地域の障害児支援の質の向上を図ります。 

医療的ケア児支援関係機関協議会を開催し、保健、医療、福祉、教育等の関係機関が様々な課

題について協議し、連携を強化していくことで、医療的ケア児等が地域で必要な支援を、切れ目

なく円滑に受けることができる環境整備、重症心身障害児※者等を介護している家族等の負担軽減

に向けて取り組んでいきます。 

 

■インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育※の推進■ 

インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の

教育的ニーズのある幼児・児童・生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的

ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要です。

また、小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、

連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必要となります。 

区立学校では、目黒区特別支援教育推進計画（第四次）に基づき、各学校・園における校内支

援体制の整備や心のバリアフリー※の推進、特別支援教育の専門性をもつ教員の育成、小・中学校

における多様な学びの場での指導・支援の充実等、インクルーシブ教育システムの構築に向けた

取組を進めています。目黒区特別支援教育推進計画（第五次）の策定に向け、現行計画の評価・

検証を行い、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組を更に進めていきます。 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

めぐろ福祉しごと相談会の充実（再掲） 

人材確保が難しい区内介護事業所及び

区内障害福祉サービス事業所を対象に、

ハローワーク等と連携して介護・障害福

祉事業者向けの合同採用相談会を実施し

ます。また、相談会を通じて福祉職場の

魅力ややりがいを伝えていきます。 

（高齢福祉課、障害施策推進課、障害者

支援課） 

・めぐろ福祉し

ごと相談会の実

施 

（年２回） 

・継続 

・福祉職場

の魅力の発

信・強化を

図る取組の

検討・実施 

・継続 

継続 

民間障害福祉サービス従業者養成研修事

業（再掲） 

障害福祉サービス事業所従事者が受講

する研修費用を負担する事業者への補助

や、養成研修実施のための費用補助を実

施し、事業者の人材確保・育成・定着を

支援します。 

（障害施策推進課） 

・事業所等が負

担する研修受講

費用、研修実施

費用の助成事業

を実施 

・継続 ・継続 

 

  

〔資料〕目黒区障害者計画策定に関する調査【発達に関する不安や障害のある 
児童の保護者を対象としたアンケート】（調査期間：令和４年９月～１０月） 

【発達に関する不安や障害のある子どもが早期に適切な支援を受けるために必要なこと】 

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

民間障害者福祉施設職員健康相談事業

（再掲） 

社会福祉協議会が実施する小規模民間

障害福祉サービス事業所に対する健康相

談事業の経費を補助し、職員の健康管

理・人材定着を図ります。 

（障害施策推進課） 

・民間の障害福

祉施設職員に対

して、健康相

談、ストレスチ

ェック、メンタ

ルヘルス講習を

実施 

・継続 ・継続 

重点 

相談支援事業所の人材確保・育成・定着

（再掲） 

区と相談支援事業所が連携し、相談支

援業務を担う人材がより働きやすい環境

づくりを進めます。 

地域における障害分野の中核的な役割

を担う基幹相談支援センター※において、

相談支援事業所に対する支援や専門的な

研修等を行い、地域の相談支援体制の強

化及び、支援力の向上を図ります。 

（障害施策推進課、障害者支援課） 

・基幹相談支援

センターによる

相談支援事業所

への支援、専門

的な研修や事例

検討会等の実施 

・相談支援

事業所と連

携した人材

確保・育

成・定着に

向けた取組 

・継続 

・継続 

新規 

・ 

重点 

強度行動障害のある障害児者の支援体制

の整備 

強度行動障害のある障害児者の実態把

握を行い、専門的な支援体制整備に向け

た課題の整理及び必要な支援体制の検討

に取り組みます。 

（障害者支援課） 

― ・強度行動

支援に関す

る実態調査

及び支援体

制の検討 

・調査・検

討を踏まえ

た施行・整

備着手 

重点 

発達障害支援事業の充実 

ひきこもり※の状態にある人等への訪問

相談や学童保育クラブ等に対する巡回相

談などアウトリーチ※による相談支援を行

います。また、ペアレントプログラムの

実施により家族支援の充実に取り組みま

す。 

（障害者支援課） 

・学童保育クラ

ブ等に対する巡

回訪問などのア

ウリーチによる

相談支援の実施 

・継続 

・ペアレン

トプログラ

ムの実施 

・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

目黒区児童発達支援センター機能の強化

に向けた取組 

区内障害児通所支援事業所との関係性

の構築・連携強化を目的とした場の開催

や、よりよい療育の提供と情報共有・発

信の強化に取り組みます。 

（障害者支援課） 

・関係機関の連

携及び情報共

有・発信の場の

検討 

・よりよい療育

の提供及び情報

共有・発信の強

化実施 

・関係機関

の連携及び

情報共有・

発信の場の

創設 

・継続 

・継続 

重点 

重症心身障害児（医療的ケア児を含む）

及びその家族への支援 

医療的ケアを必要とする重症心身障害

児を介護している家族等を対象に在宅レ

スパイト事業を実施します。また、医療

的ケア児支援関係機関協議会を開催し、

保健、医療、福祉、教育等の関係機関が

様々な課題について協議するとともに連

携の強化を図ります。 

（障害者支援課） 

・在宅レスパイ

ト事業の実施 

・医療的ケア児

支援関係機関協

議会の開催 

・医療的ケア児

及び重症心身障

害児の放課後等

支援事業への支

援策検討・実施 

・継続 ・継続 

重点 

インクルーシブ教育システムの構築に向

けた特別支援教育の推進 

共生社会の実現に向けて、障害の有無

に関わらず、全ての子どもが可能な限り

共にいきいきと学ぶことができるよう、

教職員、児童・生徒、保護者・区民への

理解啓発を継続的に実施しつつ、交流及

び共同学習の充実を図ります。 

（教育支援課） 

・交流及び共同

学習の重点支援

校を指定し、指

導主事による継

続的な指導・支

援を実施 

・特別支援教育

講演会の実施 

・継続 

・目黒区特

別支援教育

推進計画

（第五次）

の策定・実

施 

・継続 

・目黒区特

別支援教育

推進計画

（第六次）

に向けた評

価・検証 

 

  

サンプル 
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目黒区子ども条例は、子どもたちが、いきいきと、元気に過ごすことのできるまちを目指して、

平成 17年に制定されました。条例の趣旨に則り、子どもがいじめや虐待等の人権侵害から擁護さ

れ、子どもの参加や意見表明が自由にでき、自主性が尊重される社会となるよう「子育て」と「子

育ち」の視点から取り組んでいきます。 

「子育て」の視点から、保健、医療、福祉、教育など様々な分野の連携を進めるとともに、地域

の中で多世代交流の場を広げていくなど、安心して子どもを生み育てられる環境を整えていきま

す。また、保護者がそれぞれの状況に応じた子育てに関する悩みや不安等を相談できる場や孤立

化を防ぎ保護者同士が交流できる環境を整備することで、子どもの成長に合わせた適切なサービ

スが受けられるよう取り組んでいきます。 

「子育ち」の視点から、子どもが安全に安心して過ごせる居場所づくりや気軽に相談できる身

近な窓口などの整備を進めていくことで、子どもたちの健やかな成長を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・区は、令和３年に策定した目黒区基本構想において、区政の運営方針の一つに「平和と人権・

多様性の尊重」を掲げ、全ての人が互いの人権を尊重し合う地域社会の実現を目指しています。

子どもの権利の擁護を定める「目黒区子ども条例」は、「児童の権利に関する条約」の趣旨を踏

まえ、平成 17年に制定し、子どもが自らの意思で成長していく「子育ち」を支えるまちの実現

を目指して、子どもの参加や意見、自主性や権利が尊重される行政運営に努めているところで

す。 

・平成 20 年に設置した「子どもの権利擁護委員制度」（めぐろ はあと ねっと）などにより子

どもの不安や悩みを受け止め、児童虐待やいじめなどの子どもの権利侵害を予防・救済するた

めの相談体制を整備してきました。 

・令和３年４月には「東京都こども基本条例」が制定され、東京都においても、子どもが誰一人

取り残されることなく、将来への希望をもって、のびのびと健やかに育っていく環境の整備・

取組が進められています。 

サンプル 

基 本 

目 標 ６ 子育て子育ちへの支援の充実 

施
策
一
覧 

施策１ 子どもの権利が尊重される環境の整備 

施策２ 妊娠期から青年期までの包括的な子育て家庭への支援 

施策３ 子どもの虐待を防止するための体制整備 

施策４ 多様な保育・教育の充実 

施策５ 子どもの安全な遊び場・放課後の居場所づくりの推進 

施策１ 子どもの権利が尊重される環境の整備 
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・こども施策を総合的に推進するための新たな法律である「こども基本法」が令和５年４月に施

行されました。同法は、こどもの権利擁護とともに、こども施策の実施・策定・評価に対する、

こどもの意見表明の機会創出についても定めています。 

・区は、目黒区子ども条例の一層の普及・啓発とともに、子どもの権利尊重の意識向上に努め、

子どもの人権に関する啓発や学習を深めることが求められています。そのためには、年齢に関

わらず相互に交流する機会をつくることなどにより、お互いの理解を深め多様性を尊重するこ

と、更にその輪を区全体に広げていくことが必要です。 

・「子どもの権利擁護委員制度」の普及や啓発に努め、子どもが気軽に相談できるよう、更なる充

実を図るとともに、一人ひとりの子どもに人権尊重の理念を定着させ、豊かな人間性と思いや

りの心を育む人権教育の推進が求められています。 

・あわせて、子どもの意見表明の機会を確保する仕組みを構築し、行政の各分野で子どもの参加

する機会や場を提供していくことが必要です。 

 

主な取組 

■「子どもの権利擁護委員制度」の普及・啓発■ 

 子どもの権利侵害に対応するため、子どもが気軽に相談できるよう、「子どもの権利擁護委員制

度」の普及・啓発と充実を図ります。また、子どもの思いに応え、解決に向かえるよう、各関係機

関との協力・連携を強化します。 

 

■子ども条例の普及・啓発■ 

 「目黒区子ども条例」の普及啓発のため、小学生低学年・高学年向けのパンフレットなどを作

成・配布し、子どもたちの理解がより深まるような取組を行います。また、保護者や子どもに関

わる周りの大人たちに対しても、子どもの権利の大切さについて理解を広めていくことにより、

家庭や地域で子どもと誠実に向き合い、区の未来を担う子どもたちが、生き生きと過ごせるまち

の実現を目指します。 

 

■様々な活動への子どもの参加の推進■ 

 子どもに係る施策の推進や施設の整備において、子どもの視点を取り入れることができるよう、

子どもの参画の仕組みづくりを検討しその実現に取り組みます。参加の具体的方法を工夫し、よ

り実効性のあるものに改善を図りながら進め、様々な活動への子どもの参加や意見表明の機会を

確保していきます。あわせて、子どもの参加や意見を聴くことについて、大人の理解を深める啓

発等を家庭、学校、地域の中で実施していきます。 
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【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

子どもの権利擁護委員制度の

普及・啓発 

「目黒区子ども条例」に基づ

き、子どもの権利擁護委員を設

置。子ども本人やその関係者か

ら相談を受け、救済の申立てや

子どもの権利侵害について解決

を図っていくことを周知するた

め、普及・啓発を行っていきま

す。 

（子育て支援課） 

・関係機関宛て啓発用チ

ラシ・カード・ポスター

の配布 

・区立小学校新２年生に

啓発用定規、区立中学校

生徒に啓発チラシを配布 

【４年度実績】 

・電話相談件数 159 件 

・子どもの権利擁護委員

との面談件数 12 件 

・申立て件数 ３件 

・継続 ・継続 

継続 

子ども条例の普及・啓発 

子どもの人権施策を一層推進

することにより、区の未来を担

う子どもたちが、生き生きと元

気に過ごせるまちの実現を目指

します。 

（子育て支援課） 

・子ども条例のパンフレ

ットを作成し、区内の小

中学校、高校、幼稚園、

保育園へ配布 

・子ども条例啓発カレン

ダーの作成 

・継続 ・継続 

継続 

子どもの意見表明の場の提供

（キッズリポーター） 

子どもの意見表明の一環とし

て、小学生が自ら関心があるこ

とや、地域情報等について取材

し、区のポータルサイトに記事

を掲載します。 

（子育て支援課） 

・区内在住の小学校４～

６年生を対象にキッズリ

ポーターを公募し、地域

で取材した記事を作成 

・継続 ・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・核家族化の進行や地域のつながりの希薄化などにより、子育ての負担感や不安感、孤立感を覚

える家庭は少なくありません。地域で安心して出産、子育てが行われるように、妊娠期から家

庭の状況を把握し、出産、子育て期を通して必要な母子保健サービスと子育て支援サービスを

組み合わせ、関係機関と連携しながら切れ目なく支援していくことが必要です。 

・区では、このような子育て世代を包括的に支援する事業を進めており、子育てふれあいひろば

の支援や、子育て総合相談窓口、出張講座・出張相談などの事業により、子育て家庭に寄り添

施策２ 妊娠期から青年期までの包括的な子育て家庭への支援 
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いながら育児に関する不安や悩みに対応しています。子どもの養育や教育、経済面などで様々

な課題を抱える家庭が増えていることから、子どもの将来が生まれ育った環境によって左右さ

れることのないよう、全ての子どもが穏やかに育つ環境の整備が求められています。 

・さらに、子どもの育ちを支える地域共生社会※の実現に向けて、地域の活動団体や民間機関と連

携した取組も必要となっています。 

・児童館は、18歳までの全ての子どもを対象とし、「子どもの権利」を守り、遊びや活動を通して、

心身ともに健やかに育成することを目的に様々な活動を行っています。子どもたちの生活に目

を向け、保護者・地域と連携しながら、発達に応じた切れ目のない子育て・子育ち支援を行う

ことが求められています。 

 

主な取組 

■母子保健と子育て支援との一体的な支援体制の構築■ 

 保護者の育児に対する不安や負担感の強さ、地域や社会からの孤立を予防するために、母子保

健サービスと子育て支援サービスを組み合わせ一体的に支援していきます。また、アウトリーチ

※の推進や WEB による相談の充実など、子育て家庭にとって安心して相談ができるサポート体制

を目指します。 

 

■公民連携による相談支援体制の充実■ 

 複雑化・複合化している子育て家庭が抱える課題の解決に向けて、子育て、保健、障害、福祉、

教育などの各分野による包括的な相談支援体制の充実と、子どもを守る地域ネットワークである

要保護児童対策地域協議会※の連携強化を進め、子育て家庭を重層的に支援していきます。 

 加えて、児童館、保育所等の身近な相談機関、地域で活動する民生委員・児童委員※、主任児童

委員、子育てグループ、団体等との連携構築を進め、子どもを地域ぐるみで見守り、育てる意識

の醸成を図っていきます。 

 

■母子保健台帳の電子化■ 

 紙台帳による母子保健情報を電子化することにより、妊娠期から出産、子育て期の各ステージ

における母子の実情や乳幼児の発育・発達に関する情報の一元管理が可能となります。支援に関

わる各専門職が情報を共有し、経過や実情を踏まえた適切な支援やサービスを迅速に提供します。

また、将来的には子ども家庭支援センター※との情報の共有化を図り、組織横断的に迅速な支援を

推進します。 

 

■児童館による支援の充実■ 

 子育て家庭に対して、様々な活動を提供し、地域の中で楽しく子育てができるよう支援します。

子育て家庭が孤立しないように、親子関係、保護者同士の関係、家庭と地域との関係等に留意し

ます。子育て交流の場や相談事業の充実を図り、子どもの虐待やいじめ等の予防・早期発見・早

期対応に努めていきます。また、家庭状況や保護者と子どもの関係において気になる状況が生じ

た場合には、子ども家庭支援センター等関係機関と連携して適切に対応します。 
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■子育てふれあいひろばによる支援の充実■ 

 子育て相談や地域の活動団体等の支援をし、地域に根ざした質の高い子育てふれあいひろばと

していくため、事業運営や活動形態、周知方法を検討して、更なる利用者の拡大を図ります。ま

た、乳幼児とその保護者を対象に、子どもや親同士が知り合い、仲間作りをする場として事業を

展開します。 

 

■出張相談・出張講座の活用■ 

 子育て家庭と直接出会える機会である出張相談・出張講座を活用し、育児に関する正しい知識

と技術を伝えていくとともに、子育て家庭の現状を把握し必要な支援体制の構築につなげていき

ます。 

 

■ひとり親家庭の子どもへの支援■ 

 ひとり親家庭の子どもに対して、貧困により「教育の機会」が失われることのないよう、学習

支援などを行っていきます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

こども家庭センターの設置 

児童福祉法の改正を踏まえ、子ども

家庭支援センターと子育て世代包括支

援センター※との連携を強化し、全て

の妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体

的に相談支援を行う機能を有する機関

としてこども家庭センターを設置しま

す。 

（子ども家庭支援拠点整備課、各課） 

・国による事業の

ガイドラインに基

づく、実施体制等

の検討 

・７年度開

設 

継続 

重点 

母子保健・子育て支援の両面からの

支援 

専門職が妊娠・出産、子育てに関す

る相談に応じるとともに、医療や福祉

などの関係機関が連携し、切れ目のな

い支援を行っていきます。また、妊娠

の届出時から妊婦・子育て世帯に寄り

添い、身近で相談に応じ、必要な支援

につなぐ伴走型相談支援の充実を図っ

ていきます。 

（保健予防課、碑文谷保健センター、

子育て支援課） 

・ゆりかご・めぐ

ろ（妊婦面接） 

・伴走型相談支援 

・出産・子育て応

援給付金 

・子育て世代包括

支援センター関係

機関連携会議の開

催 

・子ども家庭支援

センターとの連携

強化 

・継続 

・こども家

庭センター

の設置に向

けた子ども

家庭支援セ

ンターとの

連携強化 

・継続 

・関係機関

との更なる

連携強化 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

産後ケア事業 

育児不安や心身の不調があるなど、

支援を必要とする産婦を対象に産後ケ

ア事業を実施します。今後は、支援を

必要とする全ての産婦が利用できるよ

う産後ケア事業の拡充など支援体制を

強化します。 

（保健予防課、碑文谷保健センター） 

・産後ケア事業

（訪問型・宿泊

型・通所「集団」

型）の実施 

・産後ケア事業

（通所「個別」

型）の検討 

・継続 

・宿泊型施

設の拡充及

び通所「個

別」型の実

施 

・継続 

・各産後ケ

ア事業の実

施 

継続 

利用者支援事業（基本型） 

区在住の、18 歳未満の子どもとその

保護者等を対象に、子育て総合相談や

ほ・ねっとひろばの運営を行います。

児童館や学童保育クラブ等への出張相

談・講座といったアウトリーチ型の支

援にも取り組み、適宜、関係機関とも

連携しながら利用者への切れ目ない支

援を行います。 

（子育て支援課） 

・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

によりオンライン

で事業を実施。中

止していた、対面

での事業再開に向

けて、関係機関と

の検討、調整を実

施 

・対面での

事業の完全

再開。 

・オンライ

ンによる事

業を継続 

・随時、事

業内容を見

直し利用者

の利便性を

向上させ、

相談しやす

い体制を構

築していく 

継続 

地域子育て支援拠点事業 

 親子の遊び場や育児相談の場である

子育てふれあいひろばの連携を進め、

その機能を充実させます。 

（子育て支援課） 

・子育てふれあい

ひろばの支援・充

実に向け、検討・

調整を行っていく 

・子育てふれあい

ひろば 14 か所。連

絡会を年４回開催 

・地域の状

況に合わせ

て、子育て

ふれあいひ

ろばの拡充

を検討 

・地域の状

況に合わせ

て、子育て

ふれあいひ

ろばの拡充

を検討 

継続 

産前・産後の家事・育児支援 

産前・産後の一定期間、支援ヘルパ

ーを派遣するなどの、育児・家事のサ

ービスを提供します。 

（子ども家庭支援センター） 

・家事育児支援ヘ

ルパー派遣 

・家事育児サポー

ター（産後ドゥー

ラ）利用費助成 

・継続 ・継続 

継続 

児童館事業 

18 歳までの全ての子どもを対象と

し、「子どもの権利」を守り、遊びや

活動を通して、心身ともに健やかな育

成を図ります。 

（子育て支援課） 

・運営：18 か所 ・運営：18

か所 

・運営：18

か所 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

ひとり親家庭の学習支援事業 

 児童扶養手当受給世帯又は所得がこ

れに相当するひとり親世帯の子どもを

対象に、学習支援や、子どもの心に寄

り添った生活支援を行います。 

（子ども家庭支援センター） 

２形態で実施 

・塾型（小学４年

生～高校３年生） 

・派遣型（小学４

年生～中学３年

生） 

・継続 ・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・児童虐待通告の件数は平成２年度以降、全国的に増加しています。平成 30年３月には、区内在

住の５歳児が保護者の虐待により亡くなるという痛ましい事件が発生しました。翌年の平成 31

年４月に東京都子供への虐待の防止等に関する条例が施行され、令和元年６月には児童虐待防

止法及び児童福祉法が改正されました。いずれも保護者から子どもへの体罰の禁止が規定され

ています。 

・児童虐待の原因の一つとして、保護者の育児に対する不安や負担感、地域や社会からの孤立感

が指摘されています。母子保健と子育て支援の一体的な支援及び児童相談所との連携強化によ

り、虐待を未然に防ぐ迅速かつ効果的な支援を行うことが必要です。子どもを守る地域ネット

ワークのすそ野を広げ、見守りと気づきの連携によって子どもと家庭を地域で支えることので

きる仕組みづくりが求められています。 

 

主な取組 

■要保護児童対策地域協議会※を中心とした関係機関及び地域との連携強化■ 

 母子保健と子育て支援との一体的な支援体制を構築し、子育て家庭の孤立防止に向けた適切な

支援につなげます。また、要保護児童対策地域協議会や地域で活動している団体等との連携を強

化し、子どもを守る地域のネットワークの拡充を図ります。さらに、児童相談所設置に向けて、

児童相談所サテライトオフィスを誘致し、東京都との連携強化を進めていきます。 

 

■児童虐待防止に関わる職員の対応力強化■ 

児童相談所への定期的な職員派遣や児童相談所勤務経験者の採用により人材を確保し、児童虐

待への対応力を強化します。また、関係機関職員向け研修の実施等により、児童虐待の未然防止、

早期発見、早期対応のためのスキルの向上を図っていきます。 
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■特に配慮が必要な家庭への支援の拡充■ 

特に支援が必要な家庭に対し、その家庭が抱える困りごとに寄り沿い、関係機関との連携を図

りながら支援に係るサービスを拡充し、虐待の未然防止に取り組みます。また、子どもや保護者

への心理的ケアや親子関係改善プログラムの実施など、心理職による支援体制を充実します。 

 

■社会的養育の推進、里親・養子縁組家庭への支援■ 

将来の社会的養育の担い手を増やすため、養育家庭体験発表会に加え、年間を通じた社会的養

育の啓発を行います。また、児童相談所と連携し、里親・養子縁組家庭への支援を強化していき

ます。 

 

■児童虐待防止の普及啓発■ 

保護者による子どもへの体罰等が禁止されていることや、子どもの目の前での夫婦げんかが虐

待に当たることを啓発するとともに、子ども条例の周知などにより子どもが自身の権利に気付き、

ＳＯＳを発信しやすい環境を整備します。区民向け虐待防止講演会等の充実による普及啓発や、

関係機関との連携強化により、地域で取り組む児童虐待防止や早期発見について理解を深め、区全

体で子どもを守る意識の醸成を図ります。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

児童虐待防止対策の推進・連携強化 

こども家庭センターを設置し、虐

待の未然防止の強化を図るととも

に、都児童相談所サテライトオフィ

スの誘致により、児童虐待への迅速

性、機動性を持った対応を進めてい

きます。 

（子ども家庭支援センター、各課） 

・相談、虐待通

報受付 

・関係機関との

連携・協力 

・こども家庭セ

ンター開設（７

年度） 

・児童相談所サ

テライトオフィ

ス誘致（７年

度） 

・継続 

継続 

職員の対応力強化 

複雑化、複合化する虐待案件への

職員の対応力を強化するために、研

修等を行います。 

（子ども家庭支援センター） 

・児童相談所設

置に向けた勉強

会の開催 

・継続 ・継続 

継続 

社会的養育の推進に係る関係機関と

の連携 

児童相談所等関係機関と連携し、

社会的養育の啓発を行っていきま

す。 

（子ども家庭支援センター） 

・里親制度相談

会の児童相談所

フォスタリング※

機関との共催 

・養育家庭体験

発表会の実施 

・継続 ・継続 

 

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

児童虐待防止の普及啓発 

児童虐待の未然防止と早期発見

についての普及啓発を行っていき

ます。 

（子ども家庭支援センター） 

・児童虐待防止講演会 

・パネル展 

・ＳＮＳを活用した相談

等も記載した啓発グッズ

の配布 

・継続 ・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・父母ともに就労している家庭は子育て世代の半数を超え、家庭の環境も多様化しています。 

・このような状況の中、子育てと仕事の両立を支援するとともに、保育園や幼稚園、こども園な

ど、子どもを預ける施設を保護者の考えや希望で、自由に選択できる環境を整えることが必要

です。 

・区は令和２年４月に保育園の入園待機児童ゼロを達成しました。以降、待機児童ゼロの維持と

ともに、質の高い保育の提供に取り組んでいます。 

・次元の異なる少子化対策の実現に向けて、国は、取り組むべき政策強化の基本的方向性を示し

ました。これを踏まえ、区として、時代に即した幼児教育・保育施設の在り方を検討する必要

があります。 

・充実した就学前教育を望む保護者のニーズを受けて、幼児教育の質の向上と振興が求められて

います。 

 

主な取組 

■一時保育事業の実施■ 

 休養や通院・用事などの理由で、一時的に保育が必要な場合に保育施設で一時保育を、また保

護者の病気や出産、家族の入院・看護などで保育が必要な際、保育施設で期間限定の緊急一時保

育を行い保護者の育児の負担を軽減し、子育てが無理なくできるよう支援します。 

 

■病児・病後児保育事業の実施■ 

 保育園等に通っている保育の必要な乳幼児が「病気の回復期」にあって、集団保育が困難な時

期に、専用施設で一時的に保育を行います。また、自宅でベビーシッターを利用した際の訪問型

病児・病後児保育の費用の一部を助成し、病児・病後児保育事業サービスを整備・普及していき

ます。 

 
 

施策４ 多様な保育・教育の充実 
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■子育て支援、子育てひろばの拡充■ 

 待機児童解消に伴い、今後は地域の子育て家庭を中心に遊び場の提供や子育て相談、子育て情

報等の提供を積極的に行い、支援していきます。 

 

■保育園の入園待機児童ゼロの維持■ 

 年々増加する保育ニーズに対応するため、私立認可保育園等の整備を加速した結果、令和２年

４月に待機児童ゼロを達成しました。今後も、計画的な定員管理と保育施設の安定した運営の両

立を図りながら、待機児童ゼロを維持していきます。 

 

■区立保育園の民営化及び老朽化対応■ 

 今後も、多様な保育ニーズへの対応など課題解決の方策の一つとして、区立保育園の民営化を

進めます。区立保育園として存続する園については、区全体の保育を向上させる中心として、更

に質の高い子育て支援拠点としていくとともに、老朽化への対応を進めます。 

 

■幼児教育の充実■ 

 就学前施設において、「生きる力」の基礎を育む教育内容を充実させるとともに、小学校教育と

の円滑な接続を図ります。 

 

■私立幼稚園への情報提供や相談対応の充実■ 

幼児教育の充実と振興及び質の向上を図るため、情報提供を行うとともに私立幼稚園が区に相

談できる体制を確保します。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

地域子育て支援拠点事業（再

掲） 

親子の遊び場や育児相談の場

である子育てふれあいひろばの

連携を進め、その機能を充実さ

せます。 

（子育て支援課） 

・子育てふれあいひろば

の支援・充実に向け、検

討・調整を行う 

・子育てふれあいひろば

14 か所 

・連絡会を年４回開催 

・地域の状況

に合わせて、

子育てふれあ

いひろばの拡

充を検討 

・地域の状況

に合わせて、

子育てふれあ

いひろばの拡

充を検討 

継続 

保育園の入園待機児童ゼロの

維持 

保育園の待機児童が解消した

後も、計画的な定員管理と保育

施設の安定した運営の両立を図

りながら、待機児童ゼロの維持

を図ります。 

（保育計画課） 

・ＥＢＰＭ※を活用した

保育需要予測モデルの構

築 

・保育需要予

測に基づく保

育施設の定員

管理、定員の

空き活用等の

検討・実施 

・保育需要予

測に基づく保

育施設の定員

管理、定員の

空き活用等の

検討・実施 

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

・ 

重点 

指導検査体制の充実・強化 

区内保育所の保育サービスの

質の向上と適正な運営を確保し

ていくため、職員体制の充実、

指導検査と巡回指導との適切な

役割分担及び情報共有体制の確

立、外部有識者の活用などによ

り、指導検査体制の充実・強化

を図ります。 

（保育計画課） 

・区内私立認可保育所及

び地域型保育施設を対象

に指導検査（運営状況確

認指導、集団指導、実地

指導）を実施 

・公認会計士による指導

検査（会計部門）への支

援及び社会保険労務士に

よる労働環境モニタリン

グを実施 

・より効果

的・効率的な

指導検査の検

討・実施 

・より効果

的・効率的な

指導検査の検

討・実施 

継続 

「ヒーローバス」運行事業 

幼児専用車「ヒーローバス」を

使って、保育園の子どもたちと

保育士を近くの敷地の広い公園

等へ送迎します。 

（保育計画課） 

・２年度からは３台で運

行（５年度は夏季期間の

み１台増車） 

・区立園プールへの送迎

事業を全区立園で実施 

・雨天等による当日中止

に伴う乗車機会等の確保 

・予約方法の

見直し、バス

可動率の向上

などによる園

外活動の充実 

・「ヒーロー

バス」の更な

る活用方法に

ついて検討 

継続 

区立保育園の民営化 

区立保育園の老朽化等の課題

に対応するとともに、待機児童

ゼロを維持し、保育の質の向上

と多様な保育サービスの充実を

図るため、区立保育園の民設民

営化を進めます。 

（保育計画課） 

・４年３月に策定した

「区立保育園の民営化に

関する計画」に基づき、

区立保育園の民設民営化

を進める 

・７年度：１

か所 

・10 年度：

２か所 

・時期未定：

１か所 

継続 

一時保育（緊急一時保育・一

時保育） 

保護者の疾病やけが等により

短期的に保育が必要な児童を保

育園で保育します。また、家庭

で育児に当たる保護者の負担を

軽減するため、休養、通院等の

ために、保育園で日、時間単位

で児童を預かります。 

（保育課、保育計画課） 

・緊急一時保育:区立保育

園 16 園 

・一時保育：認可保育所

13 園（一般型）、小規模

保育所７園（余裕活用

型） 

・緊急一時保

育:継続（区

立園の減少等

あり） 

・一時保育：

認可保育所２

園拡大、小規

模保育所１園

拡大 

・緊急一時保

育:継続（区

立園の減少等

あり） 

・一時保育：

継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

新規 

ベビーシッター利用支援事業（一

時預かり利用支援） 

日常生活上の突発的な事情やリフ

レッシュ等のために、一時的な保育

や共同保育を必要とする保護者が、

助成要件を満たしたベビーシッター

を利用する際の料金の一部を助成し

ます。 

（保育課、放課後子ども対策課） 

・10 月１日から対象

児童の拡大を実施

（０歳～満６歳にな

る年度の末日までの

未就学児童→０歳～

満９歳になる年度の

末日までの児童） 

・東京都にお

ける取り扱い

や一時保育等

の実施状況を

考慮し、継続

を検討 

・東京都にお

ける取り扱い

や一時保育等

の実施状況を

考慮し、継続

を検討 

継続 

指導・保育内容等の引継ぎ 

小学校への円滑な接続を図るた

め、指導要録や保育要録を通して幼

児期の子どもの一人ひとりの育ちや

指導上参考となる事柄を小学校へ引

継ぎます。 

（子育て支援課、保育課、学校運営

課、教育指導課） 

・指導要録や保育要

録を通した小学校へ

の引継ぎ 

・継続 ・継続 

継続 

小学校就学前教育研修 

「生きる力」の基礎を育む幼児期

の教育を充実させるため、就学前施

設や区立小学校の保育士・教諭等を

対象に、専門家を講師とした小学校

就学前教育研修を実施し、幼児教育

と小学校教育との円滑な接続を推進

します。 

（教育指導課） 

・区立幼稚園・こど

も園・保育園、私立

幼稚園・保育園、区

立小学校の保育士・

教諭等を対象として

実施 

・継続 ・継続 

継続 

私立幼稚園への特別支援事業助成 

支援が必要な幼児が私立幼稚園に

安心して通えるよう私立幼稚園での

職員配置、教員研究、設備関係にか

かる費用を助成します。 

（子育て支援課） 

・心身障害児等が就

園している私立幼稚

園に対して、経費を

補助 50 名分 

・継続 ・継続 
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現状と課題 

・目黒区子ども条例では、大人は、子どもの身近な場所に、安全に安心して過ごすことができ、

楽しく遊んだりできる「居場所」を確保し、子どもの主体性や社会性を育むとしています。 

・区では放課後子ども総合プランを推進しており、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、

多様な体験・活動を行うことができる居場所を提供するため、学童保育クラブ及びランランひ

ろば※等を同一小学校内で実施する一体型を中心とした整備を進めています。 

・全ての子どもが多様な居場所を選択できるようにするためには、地域の人々や団体等と情報共

有や意見交換を行いながら、関係者間で連携を深め、事業を充実させていくことが必要です。 

・さらに、地域社会全体で子どもを見守り育むことで地域の活性化を図り、地域の子育て力の向

上を目指す必要があります。 

・地域の子育て環境が複雑で多様化する中、子どもの居場所の確保と利用環境の充実が望まれて

おり、保育の必要性の有無に関わらず、子どもの安全・安心な居場所づくりを促進していく必

要があります。 

 

主な取組 

■放課後子ども総合プランの推進■ 

全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な経験・活動を行うことができる居場所を

提供するため、学童保育クラブ及びランランひろばを同一小学校内で実施する一体型を中心とし

た整備を進めます。 

 

■児童館の機能・役割の検討■ 

全ての子どもが多様な居場所を選択できるよう、今後の児童館の機能・役割について検討を進

めます。また、地域子育て支援拠点として、子育ちに関する組織や人、地域とのつながりを強化

し、子育て・子どもに関する相談支援などの充実を図ります。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

放課後子ども総合プランの推進 

小学校の校庭や体育館、特別教室等

を活用し、子どもが放課後等に運営職

員の見守りの中で、自主遊びや自主活

動を行うことのできる居場所を提供し

ます。 

（放課後子ども対策課） 

整備：６か所 

運営：15 か所 

整備：１か所 

運営：21 か所 

運営：22 か所 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

児童館事業（再掲） 

18 歳までの全ての子どもを対象と

し、「子どもの権利」を守り、遊びや

活動を通して、心身ともに健やかな育

成を図ります。 

（子育て支援課） 

運営：18 か所 運営：18 か所 運営：18 か所 

継続 

学童保育クラブ事業 

区内在住又は在学の小学１年生から

６年生までを対象とし、保護者の疾病

又は就労等により、昼間家庭での保

護・育成ができない家庭に、子どもの

安全・安心な生活の場を確保し、子ど

もの生活と遊びを支援します。 

（子育て支援課） 

整備：１か所 

運営：46 か所 

運営：47 か所 運営：47 か所 
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令和６年４月から始まる「健康日本２１（第三次）」では、「全ての国民が健やかで心豊かに生

活できる持続可能な社会の実現」を基本ビジョンに掲げ、「誰一人取り残さない健康づくり」を展

開していくとしています。 

この方針に沿い、健康めぐろ２１の基本理念である「健康寿命※の延伸」と健康格差の縮小に向

け、より実効性を持つ取組を推進していきます。 

また、生活の拠点となる住宅や日常生活に欠かせない医療機関、営業施設などの衛生環境を保

ちつつ、感染症を含めた健康危機管理体制や相談支援体制を強化します。多分野の関係団体と十

分な情報共有と連携を図り、健康への不安を抱えることなく安心して暮らせる地域の実現を目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・健康危機とは、「医薬品、食中毒、感染症、飲料水、その他何らかの原因により生じる国民の生

命、健康の安全を脅かす事態」であり、自然災害やテロに起因するものも含まれます。 

・令和元年 12月に報告された新型コロナウイルス感染症は世界中に感染が拡大し、国民生活や経

済活動など社会に重大な影響を及ぼしました。今般の新型コロナウイルス感染症の流行を経験

する中で、新興感染症を含めた健康危機管理体制の強化が求められています。 

・これまで保健所が行ってきたコロナ対応を踏まえ、区民の生命及び健康に重大な影響を与える

おそれがある感染症の発生及びまん延に備えるため、感染症対策の一層の充実を図っています。 

・食品については、平成 30 年６月に大幅な改正が行われた食品衛生法が令和３年６月１日に完全

施行となりました。食をとりまく環境変化や国際化等に対応しつつ、食品の安全を確保するた

め、国や自治体間の連携協力や営業者による衛生管理の向上を図るとともに、実態に即した許

可・届出制度や食品リコール情報の取組を進めています。 

・また、近年の大地震や局所的な豪雨などの災害の増加により、災害時の医療救護体制の確保等

も喫緊の課題となっています。災害発生時において、適切な医療を迅速に提供できるよう、平

常時から各種マニュアルの整備や健康危機発生時を想定した組織体制の構築、関係機関と連携

した訓練等による資質の向上などを推進しています。 

サンプル 
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・保健所は、地域における健康危機管理の拠点として、監視業務の強化や感染症等に関する正し

い知識の普及啓発により健康危機を未然に防ぎ、区民の命と健康を守り、安心して社会生活が

維持できるよう対策を進めることが一層求められています。 

 

主な取組 

■感染症への対応■ 

 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、新型インフルエンザ等の新興感染症の発生や流

行拡大に迅速かつ適切に対処するため、医師会・区内医療機関等との一層の連携強化や、計画的

な防疫活動、備蓄品の拡充など、感染症への備えを進めていきます。さらに、感染症の発生予防

に向けた知識の普及啓発を行います。 

 また、近年梅毒患者が増加傾向にある現状を踏まえて、早期発見・早期治療に結びつくよう、

性感染症を含む検査・相談を推進していきます。 

 令和４年の結核罹患率（人口 10万対）は 8.2であり、前年より 1.0減少しており、日本は結核

低まん延国の水準を継続しています。しかし、患者の大半を占める高齢者は、典型的な症状が乏

しく、発見が遅れやすいことから、周囲に感染を拡げる恐れや重症化が懸念されます。また、外

国出身の患者の割合も増加しています。内服治療に向けた支援や、患者本人のプライバシーに配

慮した接触者健診の推進など、患者に寄り添った支援を行います。 

 

■食品の安全・安心の確保■ 

 食中毒をはじめ、飲食に起因する健康危機の発生を平常時から想定し、常に危機管理の意識を

持って計画的に監視指導を実施し、食品の安全を確保します。 

 ＨＡＣＣＰ（ハサップ）※に沿った衛生管理の導入・定着を進めるために、食品等事業者の自主

的衛生管理を支援する講習会等の衛生教育を行い、総合的な衛生管理の充実を図ります。 

 食品が多様化し、流通がますます複雑化していることから、区民に食品の安全に関する最新情

報を正確に分かりやすく発信します。 

 

■災害等への対応■ 

 震災や豪雨などの自然災害のほか、犯罪、放射線事故、テロ事件などが発生し、多数の住民に

健康被害が発生又は拡大する可能性がある場合に、迅速かつ的確に対応し、健康被害の拡大防止

を行うことができるよう、平常時から関係機関との情報共有・連携確保を図ります。また、近年

の大規模災害に伴う健康被害等を踏まえて、災害発生時の医療救護活動に係る体制整備や継続的

な訓練を行います。 

 

  

サンプル 



 

131 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

感染症予防計画等に基づく感

染症の発生予防及び感染拡大

防止 

５年度策定の感染症予防計

画等に基づき、総合的な予防

対策・健康危機管理体制の確

立に取り組みます。 

（感染症対策課） 

・医療機関等との連携 

・集団発生時における

感染拡大防止対策の推

進 

・継続 

・医療従事者等

と連携した研

修・訓練の実施 

・感染症に関す

る正しい知識の

普及・啓発の実

施 

・継続 

継続 

エイズ・性感染症検査・相談 

早期発見・早期治療に結び

つくようＨＩＶ・梅毒等の検

査・相談を実施します。 

（感染症対策課） 

・毎月 1 回の通常検査 

・年２回の臨時検査 

・区民・学校等に対す

る普及・啓発の実施 

・継続 ・継続 

継続 

結核予防対策の推進 

結核の発生予防、患者の早

期発見、まん延防止のための

対策を推進します。接触者健

診、結核患者の確実な服薬確

認（ＤＯＴＳ）、療養相談、再

発の早期発見のための管理検

診等を実施し、結核罹患率の

低下を目指します。 

（感染症対策課） 

・国の結核に関する特

定感染症予防指針に基

づき、普及啓発 

・患者管理 

・接触者健診 

・定期健診の受診勧奨

及び実施状況の把握 

・予防接種（ＢＣＧ）

等の実施 

・継続 ・継続 

継続 

高齢者の定期予防接種 

 接種対象者に予診票等を送

付し、ホームページへの掲

載、区内医療機関でのポスタ

ー掲示等により、適切な周知

を図り、接種率向上に努めま

す。 

（保健予防課） 

・高齢者インフルエン

ザ予防接種 

【対象者】65 歳以上の

区内在住者 

・高齢者用肺炎球菌予

防接種 

【対象者】65 歳以上で

５歳刻みの年齢となる

区内在住者 

（５年度まで） 

【４年度実績】 

〈接種率〉 

・高齢者インフルエン

ザ 58.2％ 

・高齢者用肺炎球菌 

41.0％ 

・各接種率の向

上 

・高齢者用肺炎

球菌予防接種

は、６年度以降

65 歳の区内在

住者となる予定 

・各接種率

の向上 

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

重点 

食品監視指導の充実 

 食品関係施設の監視指導を計画

的に実施し、食品等による衛生上

の危害発生を防止します。あわせ

て、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理

の導入・定着化を進めるため、技

術的支援等を行います。 

また、食中毒や違反食品発生時

には、関係機関と連携して、原因

究明、再発防止、違反食品排除等

を速やかに実施します。 

（生活衛生課） 

・食中毒発生リスクの

高い施設等への重点的

監視指導の実施 

・食品表示（衛生・保

健事項）の監視指導の

実施 

・結果の公表 

・ＨＡＣＣＰの具体的

な導入手法を支援 

・食品衛生実務講習会

の開催等 

・継続 ・継続 

継続 

食に関する普及・啓発 

 区民に対し、正確な食品衛生知

識の普及を図るため、食品の安全

に関する最新情報を収集・提供し

ます。また、シンポジウム・食品

保健講座等を開催するなどリスク

コミュニケーションに努めます。 

（生活衛生課） 

・シンポジウムと講演

会の開催 

・講師派遣 

・食品衛生月間事業 

・区報・区公式ウェブ

サイト等での発信、リ

ーフレット等作成配布 

・継続 ・継続 

継続 

関係機関との連携・災害時医療

体制の整備 

 健康危機発生時に混乱なく的確

な対応を行えるよう、平常時から

警察、消防、医療機関及び関係団

体による連携協力の強化及び情報

交換を行います。 

併せて、災害発生時には負傷者

への応急処置を行うとともに病院

機能を維持するため、関係機関と

の情報共有や、緊急医療救護所の

資器材整備、訓練の実施、マニュ

アルの見直し等、災害発生時の医

療救護活動に係る体制整備を行い

ます。 

（健康推進課） 

・緊急医療救護所の設

置等に係る協定締結 

・関係機関との連携 

（健康危機管理連絡

会、災害医療担当者連

絡会） 

・緊急医療救護所に必

要な物品の維持管理 

・関係機関との訓練実

施 

・災害対策マニュアル

の整備 

・継続 ・継続 
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現状と課題 

・健康づくりの考え方は時代によって内容が変遷してきましたが、現在、区では、「健康めぐろ２

１」において、健康寿命※の延伸を基本理念とし、生活習慣病※の発症予防と重症化予防の推進、

生活習慣の改善、こころの健康、健康を支える環境整備、食育の推進などに取り組んでいます。 

・今後、少子高齢化の進展や疾病構造の変化に対応して個人の健康づくりを推進していくために

は、行政と関係機関等が連携し、健康づくり施策を総合的に進めていくことが重要です。 

・また、母子保健においては、妊娠期から出産、子育てまで身近な地域で相談に応じ、必要な支

援につなぐ「伴走型相談支援」を充実し、「経済的支援」を一体的に実施する出産・子育て応援

交付金事業が創設され、妊娠・出産・子育て期の切れ目のない支援事業の拡大・充実が進めら

れています。 

・区では、ゆりかご・めぐろ事業（妊婦面接）や産後ケア事業などに取り組むほか、保健、医療、

福祉、教育等の地域の関係者等と連絡調整を行う関係機関連携会議を設置するなど、妊娠期か

ら子育て期にわたる切れ目のない支援に取り組んでいます。今後、区として、全ての妊産婦・

子育て世帯・子どもの包括的な相談支援を一体的に行う「こども家庭センター」の設置に取り

組み、母子保健と児童福祉の連携を強化することが求められています。 

・本区は、区民の平均寿命や健康寿命が 23区の中でも上位の水準にありますが、区民が生涯にわ

たり健康で活力あふれる生活が送れるよう、子どもから高齢者まで、ライフステージ※に応じた

各種の健康施策を積極的に推進していくことが重要です。 

 

主な取組 

■生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進■ 

 区民の死因別割合を見ると、がん、心疾患、脳血管疾患の三大生活習慣病による死亡が全体の

約半数を占めており、高齢化の進展に伴い、生活習慣病等の有病者の増加が見込まれています。 

 特に高齢者は複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的な繋がりが低下するとフレイル※状態に

なりやすいなど、疾病予防と生活機能維持の両面のニーズを有しています。これまで医療保険分

野と介護保険分野に分かれて実施してきた、生活習慣病等の疾病予防・重症化予防等の保健事業

と介護予防事業の連携を図り、医療・介護双方のデータを活用して区の健康課題を抽出した上で、

一体的に高齢者を支援していきます。また、特定健康診査の対象でない若年層も、生活習慣病を

中心とした疾病の早期発見・予防に繋げていく必要があります。 

 

■食生活などの生活習慣の改善■ 

 健康寿命を延伸し、人生 100 年時代に向けて健康で自立した生活を送るためには、食生活など

の生活習慣の改善が重要です。健康的な食生活、適切な体重の維持管理などの望ましい栄養・食

生活の実践や、日常的に取り組む身体活動量の増加について知識の普及・啓発を図るとともに、

「生涯、自分の歯で食べる楽しみを味わえる」ことを目標として、子どものむし歯予防や成人歯

サンプル 
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科健診などにより歯と口腔の健康づくりを推進していきます。 

 

■親子の健康づくりの推進■ 

 「子育て世代包括支援センター」では、ゆりかご・めぐろ事業（妊婦面接）や産後ケア事業のほ

か、身近な地域で一貫して相談支援を行う「伴走型相談支援」と出産育児用品等の購入費の一部

を支援する「経済的支援」を一体的に実施します。 

 乳幼児健診では、引き続き、障害や疾病の有無や栄養状態の確認、口腔内の機能の発達や衛生

に関する普及啓発を行うほか、児童虐待の兆候などの早期発見・早期対応に努めます。子ども家

庭支援センター※との連携強化を図り、児童福祉と母子保健の一体的支援体制の整備を進めるな

ど、子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充に取り組んでいきます。 

 

■こころの健康■ 

 現代は誰もがこころの不調を経験する時代と言われています。こころの不調で悩みや不安を抱

えている人に対しては、早期に相談につながるよう、相談機会の充実を図り、適切な受診勧奨や

治療継続の支援を行うことが必要です。 

 メンタルヘルスに関する支援が必要な人に対しては、精神疾患の正しい知識と理解に向けた普

及啓発を行い、早期治療による重症化を予防し、地域での支援体制を充実させます。また、令和

２年度から実施している「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム※」の構築に向け、保健・

医療・福祉の連携により、安心して自分らしい生活ができるよう、切れ目ない支援に向けて取り

組みます。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

＜生活習慣病の予防、生活習慣の改善＞ 

継続 

目黒区特定健康診査の実施 

 健康管理や生活習慣の改善に関す

る正しい知識の普及を図るととも

に、メタボリックシンドローム・生

活習慣病等の予防や疾病の早期発

見・早期治療に繋げるため、目黒区

特定健康診査を実施します。 

（健康推進課、国保年金課、生活福

祉課） 

 また、国民健康保険加入者及び生

活保護受給者については、生活習慣

病重症化予防のための保健指導を行

います。 

（国保年金課、生活福祉課） 

＜対象者＞40 歳以上

の国民健康保険加入

者、後期高齢者医療

制度加入者、生活保

護受給者 

【４年度実績】 

・目黒区特定健康診

査受診率 44.9％ 

・現況より

上げる 

・現況より

上げる 

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

生活習慣病重症化予防事業 

生活習慣病の早期治療につなげる

ため、特定健康診査の結果から生活

習慣の改善が必要な場合に、受診勧

奨や保健指導を実施していきます。  

（国保年金課、生活福祉課） 

・データヘルス計画に

沿って実施（国民健康

保険加入者） 

・事業方針に沿って実

施（生活保護受給者） 

・継続 ・継続 

継続 

がん検診 

がん対策として、がん予防に関す

る知識の普及啓発を行うとともに、

胃がん、肺がん、大腸がん、子宮が

ん、乳がんについて科学的根拠に基

づくがん検診を実施します。 

（健康推進課） 

【４年度実績】 

＜受診率＞ 

・胃がん検診 10.0％ 

・肺がん検診 17.0％ 

・大腸がん検診 35.4％ 

・子宮がん検診 28.8％ 

・乳がん検診 34.8％ 

・現況より

上げる 

・現況より

上げる 

新規 

骨粗しょう症検診 

早期に骨量減少者を発見し、骨粗

しょう症を予防します。 

（健康推進課） 

＜対象者＞ 

40・45・50・55・60・

65・70 歳の区民（女

性） 

・継続 ・継続 

新規 

高齢者の保健事業と介護予防との

一体的実施事業 

健康診査・医療・介護サービスを

利用していない、健康状態が不明で

ある高齢者の健康状態を把握し、必

要なサービスへつなげていきます。

また、通いの場等において健康教

育・健康相談を実施します。 

（国保年金課） 

・ハイリスクアプロー

チ 

 健康状態不明者の状

態把握等 

・ポピュレーションア

プローチ 

通いの場等における

健康教育等 

・ハイリス

クアプロー

チ：継続 

・ポピュレ

ーションア

プローチ：

健康教育・

健康相談数

を増やす 

・継続 

継続 

成人歯科健診 

歯周疾患の早期発見と予防のため

成人歯科健診を実施し、歯と口腔の

健康づくりを支援していきます。 

（健康推進課） 

<対象者> 

35・40・42・45・47・

50・55・60・65・70・

76 歳の区民 

・継続 ・継続 

継続 

受動喫煙対策 

健康増進法及び東京都受動喫煙防

止条例に基づき、受動喫煙対策を推

進します。 

（健康推進課） 

・飲食店等への受動喫

煙対策の周知啓発 

・禁煙外来治療費助成

金交付事業 

・リーフレットの配布

等による情報の発信 

・継続 ・継続 

 

  

サンプル 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

＜親子の健康づくり＞ 

重点 

母子保健・子育て支援の両面から

の支援（再掲） 

専門職が妊娠・出産、子育てに関

する相談に応じるとともに、医療や

福祉などの関係機関が連携し、切れ

目のない支援を行っていきます。ま

た、妊娠の届出時から妊婦・子育て

世帯に寄り添い、身近で相談に応

じ、必要な支援につなぐ伴走型相談

支援の充実を図っていきます。 

（保健予防課、碑文谷保健センタ

ー、子育て支援課） 

・ゆりかご・めぐろ

（妊婦面接） 

・伴走型相談支援 

・出産・子育て応援給

付金 

・子育て世代包括支援

センター関係機関連携

会議の開催 

・子ども家庭支援セン

ターとの連携強化 

・継続 

・こども家

庭センター

の設置に向

けた子ども

家庭支援セ

ンターとの

連携強化 

・継続 

・関係機関

との更なる

連携強化 

重点 

産後ケア事業（再掲） 

育児不安や心身の不調があるな

ど、支援を必要とする産婦を対象に

産後ケア事業を実施します。今後

は、支援を必要とする全ての産婦が

利用できるよう産後ケア事業の拡充

など支援体制を強化します。 

（保健予防課、碑文谷保健センタ

ー） 

・産後ケア事業（訪問

型・宿泊型・通所「集

団」型）の実施 

・産後ケア事業（通所

「個別」型）の検討 

・継続 

・宿泊型施

設の拡充及

び通所「個

別」型の実

施 

・継続 

・各産後ケ

ア事業の実

施 

継続 

普及・啓発事業 

母子保健・歯科・栄養事業により

知識の普及・啓発を行い、保護者同

士の情報交換や交流を図り、健やか

な子育てを支援します。 

（保健予防課、碑文谷保健センタ

ー） 

・交流会、懇談会、講

座等の開催（妊娠期・

乳幼児期） 

・はじめての子育ての

集い 

・はじめての歯みがき

練習 

・離乳食講座 

・継続 ・継続 

継続 

乳幼児健康診査・歯科健診・栄養

相談 

乳幼児健康診査時に、発育・発達

状況及び疾病等の有無や食生活、養

育状況を確認し、保健指導や正しい

知識の普及啓発を図ります。 

（保健予防課、碑文谷保健センタ

ー） 

・乳幼児の月齢、年齢

に応じた健康診査や育

児相談を実施 

・歯科健診、歯科予防

処置の実施 

・栄養個別相談の実施 

・継続 ・継続 

  

サンプル 



 

137 

 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

定期予防接種 

接種対象者に予診票等を送付する

とともに、制度について正しい情報

を提供し、接種率の向上に努めま

す。 

（保健予防課） 

・子どもの月齢に応じ

て予診票等を個別発送 

・予防接種に関する相

談等 

・制度についての普

及・啓発、情報提供 

・継続 ・継続 

継続 

教育相談 

区立小・中学校、幼稚園・こども

園に在籍する幼児・児童・生徒及び

その保護者を対象に学校生活上の課

題解消のための心理的支援について

はスクールカウンセラーを、福祉的

支援についてはスクールソーシャル

ワーカーを派遣して相談・支援事業

を実施します。また、めぐろ学校サ

ポートセンターにおいて区内在住・

在学・園の幼児・児童・生徒及び

18 歳までのお子さん及びその保護

者を対象に教育相談を実施します。 

（教育支援課） 

・スクールカウンセラ

ーを区立小・中学校、

幼稚園・こども園に派

遣 

・教育相談の実施 

・スクールソーシャル

ワーカーを区立小・中

学校、幼稚園・こども

園に派遣 

・継続 ・継続 

＜こころの健康＞ 

重点 

精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステムの構築（再掲） 

精神障害のある人が安心して暮ら

すことができる地域づくりを目指

し、保健・医療・福祉関係者による

協議の場を軸に、システムの構築を

推進する各事業に取り組みます。 

（保健予防課、碑文谷保健センタ

ー、障害者支援課） 

・地域移行・地域定着

に向けた支援の推進 

・目黒区精神保健医療

福祉推進協議会の開催 

・アウトリーチ※支援

事業の充実 

・措置入院者退院後支

援事業の推進 

・普及啓発（精神保健

講演会、ピアサポート
※検討会等の実施） 

・継続 

・アウトリ

ーチ支援事

業体制の見

直し 

・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

精神保健相談 

 誰もがこころの不調を訴える時代

に、メンタルヘルスの相談に広く対応

し、精神疾患の予防、早期発見治療及

び再発の予防のために専門医・保健

師、精神保健福祉士による相談を実施

し、支援していきます。 

（保健予防課、碑文谷保健センター） 

・専門医による相

談の実施 

・保健師、精神保

健福祉士による相

談の実施 

・継続 ・継続 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・二次救急も含めた休日・夜間の診療体制の整備、在宅療養者への対応や、15 歳未満の小児を対

象とした夜間の初期救急等、子どもから高齢者まで誰もが地域で安心して医療を受けられる環

境整備に取り組んでいます。 

・少子高齢社会の進展や疾病構造の変化などから、年々増加する救急医療の需要に対応するとと

もに、かかりつけ医・かかりつけ薬局・かかりつけ歯科医の推進など、医師会・薬剤師会・歯科

医師会・区内の医療機関や東京都と連携を図りながら、身近な地域で誰でも利用しやすい医療

体制を整備していく必要があります。さらに、東京都保健医療計画で定める二次保健医療圏（区

は、渋谷区・世田谷区とともに区西南部保健医療圏に属しています）における医療体制の確保

に向けて、区内外の医療機関等との連携も必要です。 

・効果的な治療法が確立されていない難病は、療養が長期に渡り、患者や家族の精神的・経済的

な負担が大きくなるとともに、家族介護の負担も重くなっています。 

  区では、国や都が実施する医療費助成のほか、日常生活用具や居宅介護などのサービス給付、

難病講演会やパーキンソン教室の開催、保健師等による療養相談等を行っています。医療費助

成申請の際に、東京都や区の事業の案内を行っていますが、十分に認知されているとは言えず、

利用促進に向けて更なる周知を図る必要があります。引き続き、国や都の動向を踏まえ、多岐

にわたる難病患者のニーズに対応するため、支援体制の強化を図る必要があります。 

 

主な取組 

■休日診療体制の確保■ 

誰もがいつでも地域で安心して医療を受けられる環境を整えるため、休日診療所及び調剤薬局

を運営するとともに、日曜・祝日・年末年始の歯科の急病に備え、休日応急歯科診療を実施しま

サンプル 

施策３ 地域保健医療体制の充実 

 



 

139 

す。 

また、15歳未満の小児を対象とした平日・夜間の初期救急を確保するため、小児初期救急事業

を実施します。 

 

■障害者歯科診療事業の実施■ 

障害のある人の口腔保健の向上を目的として、障害者歯科診療所を運営します。 

 

■難病等保健医療対策の充実■ 

難病患者やその家族に寄り添い療養相談を実施するとともに、難病患者同士が療養上の不安や

悩みを分かち合い、情報交換を行うための集いの場やパーキンソン教室、難病講演会を開催し、

知識の普及と理解促進に取り組みます。 

また、医療費助成の手続きの機会などを捉え、難病患者が利用できるサービス等について積極

的に周知を図ります。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

目黒区休日・準夜診療事業、休日・

準夜調剤事業、目黒区休日歯科応急

診療事業 

 主に軽度の救急患者を対象として、

休日に診療・調剤・歯科診療を行うこ

とができるよう診療体制の整備を推進

します。 

（健康推進課） 

・休日診療所及び休

日調剤薬局の開設

（通年開設：区内２

か所、11 月～２月

開設：１か所） 

・休日歯科診療を輪

番制で開設 

・継続 ・継続 

継続 

障害者歯科診療事業の実施 

 区内に在住、在勤もしくは在学する

身体障害者手帳又は愛の手帳を持つ人

を対象に、予防や治療などの歯科医療

を提供します。 

（健康推進課） 

・障害者歯科診療所

の開設 

・継続 ・継続 

継続 

目黒区平日夜間小児初期救急診療事

業 

入院を必要としない小児患者に対し

て、平日夜間の小児初期救急医療体制

を確保し、患者の状態に応じた適切な

救急医療を提供します。 

（健康推進課） 

・平日夜間小児初期

救急診療事業の実施

（祝・休日を除く、

月曜～金曜に実施） 

・継続 ・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

難病保健事業の充実 

難病患者及びその家族の精神的・経

済的、介護面の負担軽減を図るため、

療養生活の支援や療養相談を実施しま

す。 

（保健予防課、碑文谷保健センター） 

・患者とその家族を

対象にパーキンソン

教室、難病講演会、

集いの場の実施 

・保健師等による療

養相談を随時実施 

・継続 ・継続 

継続 

在宅療養のための地域資源の情報提

供（再掲） 

 在宅療養を必要とする人が住み慣れ

た地域で安心して在宅療養生活を送る

ため、地域の病院・診療所、歯科診療

所、薬局、介護事業等の情報を提供し

ます。 

（福祉総合課） 

・冊子版「在宅療養

資源マップ」の配布 

・電子版「医療・介

護資源情報システ

ム」の運用 

・継続 ・継続 

・冊子版

「在宅療養

資源マッ

プ」の改

訂・配布 

 

 

 

 

 

現状と課題 

・区民が健康で安全、快適な生活を送るためには、生活の拠点となる住宅や利用する建築物、日

常生活に欠かせない営業施設などが衛生的な環境でなければなりません。このため、建築物は

計画段階から衛生的な指導を行い、貯水槽を有する水道設備や営業施設などには、検査や指導

を行っています。また、ねずみや衛生害虫の駆除は感染症予防や危害防止の観点から、訪問指

導、相談、講習会等により区民を支援しています。 

・医薬品の安全確保については、多様な医薬品を患者が適正に服用するための情報提供と相談体

制が不可欠であるため、引き続き薬局、医薬品販売業への検査や指導をしていかなければなり

ません。また、麻薬や覚醒剤等に似た成分を含んだ危険ドラッグは、国や都と連携して、区民

への危険性の周知を行っていますが、更に広く伝えていく必要があります。医療相談窓口（コ

ールセンター）では、診断や治療法、保険制度などを含めた一元的な相談、苦情対応を行って

います。関係者間の情報共有を円滑にし、相談対応能力の向上を図っていくことが必要です。 

・家庭での飼育動物は、愛玩動物から「家族」、「人生のパートナー」へと変化し、コロナ禍での

在宅時間の増加に伴うペットブームの一方で、犬の鳴き声や糞尿の放置など多くの苦情が寄せ

られています。また、東日本大震災を契機とした、ペットの同行避難、被災動物対応への関心

の高まりも受けて、区民に対するペットの適正飼養の啓発や災害に備えたペット防災の周知、

備蓄品などの整備を進めています。 

施策４ 安全で快適な生活環境の確保 
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・ペットトラブルや飼い主のいない猫への無責任な給餌などの動物に関わる課題の多くは地域社

会に密着しているため、解決には地域で活動するボランティア団体への支援も必要です。さら

に、災害時におけるペットの同行避難及び、被災動物の保護などを適切に行うため、関係機関

等との連携を深める必要があります。 

 

主な取組 

■居住環境・生活環境の安全確保■ 

 ねずみ・衛生害虫等の対策は、感染症予防等の観点からその発生を防止する環境づくりを中心

に総合的な防除を推進します。建築物事前協議制度に基づき建築物の衛生的な構造・設備の普及

を図ります。 

 飲み水の安全、特に貯水槽水道の衛生的な管理の普及、東京都が推進している貯水槽を設けな

い給水方式の導入に向けた普及を図ります。 

 環境衛生関係営業施設等について、最新の知見を基に監視指導や感染症予防等に関する最新情

報の提供及び自主管理体制の支援を行い衛生水準の維持向上を図ります。また、区民には、利用

者の視点からの情報提供を行います。 

 

■医薬品等の安全確保■ 

 薬事関係施設に対し、医薬品等の適正管理について立入検査を実施するとともに、安全使用の

ための情報が患者等に十分提供されるよう、薬剤師や登録販売者の適正配置や医薬品のインター

ネット販売等について監視指導を実施します。 

 危険ドラッグに対しては、区の関係する課をはじめ、都や薬物乱用防止関係団体と連携し、そ

の危険性について普及啓発を行っていきます。 

 医療相談窓口（コールセンター）をより効果的に活用するため、都や医療安全関係団体の研修

参加、他機関との連携・協力を通じて情報収集を行い、区民からの医療に関する相談対応の充実

を図ります。 

 

■ペットの適正飼養及びペット防災の啓発■ 

 ペットの適正飼養の普及、マナー啓発プレート等の配布など啓発事業を行い、飼い主の社会的

責任やマナーの普及啓発を推進します。また、災害時のペットの同行避難及び被災動物の保護な

どを円滑に行うため飼い主の日頃からの備えについて普及啓発を図るとともに、備蓄品などの整

備を行います。こうした災害対策について、関係機関、関係団体、地域等との連携・協力に努め

ます。 

 

■狂犬病予防注射の注射率向上■ 

 新型コロナウイルス感染症の影響を契機に、適正飼育の普及啓発のありかた、狂犬病予防週間

における予防注射の実施方法を検討するとともに、未接種犬の飼い主に対する督促などを行いつ

つ、狂犬病予防注射の注射率の向上を図ります。 
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■飼い主のいない猫対策■ 

 飼い主のいない猫対策の一環として、不妊・去勢手術の費用助成事業を推進するとともに、地

域猫活動の普及啓発を図ります。 

 

【主な事業】 

種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

居住環境の安全確保 

区民が健康かつ安全で快適な生活を

送るため、室内環境、貯水槽等の給水

設備、レジオネラ症予防上、維持管理

に注意が必要な設備等について衛生知

識の普及及び指導を行います。 

（生活衛生課） 

・区公式ウェブサ

イトによる普及啓

発 

・区民からの相談

の対応 

・継続 ・継続 

継続 

ねずみ・衛生害虫等防除対策の推進 

 公衆衛生の確保を目的に、蚊などの

衛生害虫防除対策事業を推進します。

また、区民から寄せられるねずみや衛

生害虫等に関する相談に応じ、生態及

び環境対策に主眼を置いた防除方法に

ついての知識の普及を図ります。 

（生活衛生課） 

・公共雨水枡等へ

の蚊等の成長阻害

剤の投入 

・区公式ウェブサ

イトによる普及啓

発 

・区民からの相談

の対応 

・継続 ・継続 

継続 

営業施設等に対する監視指導体制の

充実 

環境衛生関係営業施設等（理・美容

所、公衆浴場等）に対し、最新の知見

を取り入れ、業種、形態に応じた衛生

管理基準に基づき、重点的な監視指導

を実施し、施設の衛生水準の向上を図

ります。 

（生活衛生課） 

・年間事業計画に

基づき監視を実施 

・継続 ・継続 

継続 

医薬品等の監視指導の実施 

薬局や医薬品販売業に対し、医薬品

等の適正管理について立入検査を行

い、薬剤師等の適正配置や医薬品のイ

ンターネット販売について監視指導を

行います。 

（生活衛生課） 

・薬局・医薬品販

売業各施設に対

し、計画的に立入

検査を実施 

・継続 ・継続 
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種別 
事業名・事業概要 

（担当課） 
事業の実施状況 
（令和５年度） 

事業目標 

前期 
(６～８年度) 

後期 
(９～10年度) 

継続 

薬物乱用防止の推進 

危険ドラッグを含む薬物の危険性に

ついて、東京都薬物乱用防止推進目黒

地区協議会と区が連携し、様々な機会

を捉え広く区民に普及・啓発を行って

いきます。 

（健康福祉計画課、生活衛生課） 

・薬物乱用防止ポ

スター・標語の区

内中学生への募集 

・区内小中学校で

の薬物乱用防止教

室の開催 

・啓発グッズ等の

配布 

・継続 ・継続 

継続 

動物の適正飼養の普及啓発 

動物に対する適正な飼養について、

普及啓発を図ります。また、災害に備

えて、被災したペットの飼育に必要な

備蓄品等を整備します。 

（生活衛生課） 

・犬の飼い方セミ

ナー、動物愛護イ

ベント開催 

・マナー啓発プレ

ート配布 

・避難所運営訓練

等での手引きの配

布 

・継続 ・継続 

継続 

狂犬病予防注射の注射率向上 

狂犬病の予防について普及啓発を図

るとともに、狂犬病予防注射の注射率

向上を図ります。 

（生活衛生課） 

・狂犬病予防週間

を４月中１か月間

実施 

・４年度末接種率

71.2% 

・現況より

上げる 

・現況より

上げる 
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【目黒区保健医療福祉計画改定の経緯】 

日付 内容 

令和 4年 

7月 29日 

令和４年度第１回目黒区地域福祉審議会（以下「審議会」という。） 

「保健医療福祉計画」、「介護保険事業計画」及び「障害者計画」の改定について区長が

審議会に諮問 

・小委員会（計画改定専門委員会）を設置 

8月 23日 令和４年度第２回審議会 

・計画改定専門委員会への付託事項を決定 

・「第９期介護保険事業計画基礎調査」及び「高齢者の生活に関する調査」の実施につい

て区が報告 

・「障害者計画策定に関する調査」の実施について区が報告 

9月 5日 「障害者計画策定に関する調査」実施（10月7日まで） 

10月 4日 第１回計画改定専門委員会 

・付託事項「各計画の基本理念」の検討 

・付託事項「地域共生社会の実現の推進」の検討 

10月 19日 「第９期介護保険事業計画基礎調査」及び「高齢者の生活に関する調査」実施（11月22

日まで） 

11月 7日 第２回計画改定専門委員会 

・付託事項「地域共生社会の実現の推進」の検討 

12月 7日 令和４年度第３回審議会 

・計画改定専門委員会の検討状況の報告 

令和 5年 

1月 13日 

第３回計画改定専門委員会 

・付託事項「地域共生社会の実現の推進」の検討 

・付託事項「生涯現役社会・エイジレス社会の推進」の検討 

3月 2日 令和４年度第４回審議会 

・計画改定専門委員会の検討状況の報告 

・障害者自立支援協議会からの意見提出 

・「第９期介護保険事業計画基礎調査」及び「高齢者の生活に関する調査」、「目黒区障

害者計画策定に関する調査」の結果（速報）について区が報告 

3月 27日 第４回計画改定専門委員会 

・付託事項「障害への理解促進・障害のある人への支援の充実」の検討 

4月 28日 第５回計画改定専門委員会 

・東京都社会福祉審議会意見具申の報告 

・付託事項「各計画の基本理念」の検討 

・計画改定専門委員会における検討のまとめ 

5月 24日 令和５年度第１回審議会 

・計画改定専門委員会における検討のまとめの報告 

・「第９期介護保険事業計画基礎調査」及び「高齢者の生活に関する調査」、「目黒区障

害者計画策定に関する調査」の実施結果について区が報告 
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日付 内容 

6月 23日 令和５年度第２回審議会 

・「目黒区保健医療福祉計画、介護保険事業計画及び障害者計画改定の基本的な方向

について（中間のまとめ）」の検討 

・中間のまとめの周知・意見募集及び「地域福祉を考えるつどい」の開催について検討 

6月 29日 審議会が「目黒区保健医療福祉計画、介護保険事業計画及び障害者計画改定の基本的

な方向について（中間のまとめ）」を区長に提出 

7月 15日 めぐろ区報、区公式ウェブサイト等により中間のまとめを公表 
審議会が中間のまとめに対する区民意見募集（８月７日まで） 

7月 31日 審議会主催「地域福祉を考えるつどい」開催 

9月 6日 令和５年度第３回審議会 

・中間のまとめに対する意見募集の実施結果及び「地域福祉を考えるつどい」開催結果

の報告 

・「目黒区保健医療福祉計画、介護保険事業計画及び障害者計画改定の基本的な方向

について（答申）」の検討 

9月 15日 審議会が「目黒区保健医療福祉計画、介護保険事業計画及び障害者計画改定の基本的

な方向について（答申）」を区長に提出 

11月 16日 目黒区保健医療福祉計画改定素案及び第９期目黒区介護保険事業計画素案決定 

12月 1日 めぐろ区報、区公式ウェブサイト等により各計画の素案公表 

素案に対するパブリックコメントを実施（１月 12日まで） 

12月 6日 令和５年度第４回審議会 

・目黒区保健医療福祉計画等各計画の素案について区が報告 

12月 10日 

・12日 

「福祉の計画の素案説明会」開催 
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【目黒区地域福祉審議会委員名簿】 

任期：令和４年７月 18日から令和６年７月 17日まで 

【審議会】◎会長  ○副会長  【計画改定専門委員会】◆委員長 ◇副委員長 △委員 

氏     名 所  属  等 

学識経験者 

◎◆石渡 和実 

○◇北本 佳子 

 △平岡 公一 

△中島 修 

 

東洋英和女学院大学名誉教授 

昭和女子大学教授 

東京通信大学教授  

文京学院大学教授 

区議会議員 

  武藤 まさひろ 

山本 ひろこ 

西村 ちほ 

岩崎 ふみひろ 

 

目黒区議会生活福祉委員会委員長（R5.5.24～） 

目黒区議会生活福祉委員会副委員長（R5.5.24～） 

目黒区議会生活福祉委員会委員長（～R5.4.30） 

目黒区議会生活福祉委員会副委員長（～R5.4.30） 

社会福祉関係者 

△香取  寛 

△松原 辰昭 

△徳永 泰行 

△長崎 隆 

 

社会福祉法人奉優会理事長 

目黒区障害者団体懇話会副会長 

目黒区介護事業者連絡会会長 

社会福祉法人目黒区社会福祉協議会事務局長 

保健医療関係者 

脇山 博之 

吉田 敏英 

寺田 友英 

 

一般社団法人目黒区医師会副会長 

公益社団法人東京都目黒区歯科医師会会長 

一般社団法人目黒区薬剤師会代表理事 

区内関係団体 

今井 礼子 

松﨑 ひろ子 

島崎 孝好 

内川 とみ惠 

王  美玲 

岡村 矢恵子 

 

目黒区住区住民会議連絡協議会地区委員 

目黒区民生児童委員協議会会長 

目黒区竹の子クラブ連合会会長 

目黒区社会福祉協議会在宅福祉サービスセンター協力会員 

目黒区ミニデイサービス･ふれあいサロン連絡会副代表 

めぐろボランティア・区民活動センター登録団体ＮＰＯ法人発達相談支援協会 Lagom 代表  

公募区民 

  我妻 美代 

稲生 美登里 

内海 祐利子 

髙井 成美 

南部 英幸 

 

 

 

 

 

 

▼専門委員（任期：令和４年７月 18日から計画改定にかかる審議終了まで） 

 △岩崎 香 早稲田大学教授 
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【用語解説】（50 音順） 

あ行 

◇ＩＣＴ（アイ・シー・ティー） 

ＩＣＴは、Information and Communication Technologyの略で、情報通信技術と訳される。情

報処理や通信に関連する技術、産業、設備、サービスなどの総称。パソコンやインターネットを

使った情報処理や通信に関する言葉としては ITもあるが、ICTは、情報や知識の共有・伝達とい

ったコミュニケーションの重要性を強調した概念。 

◇アウトリーチ 

生活上の課題を抱えているが相談機関等へ出向くことができない個人や世帯に対して、訪問支

援、当事者が行きやすい場所での相談、地域におけるニーズ発見の場や関係づくりなどにより、

支援につながるよう積極的に働きかけること。 

◇アセスメント 

人やものごとを客観的な指標に基づいて評価すること。福祉におけるアセスメントは、利用者

の身体状況や生活環境などの情報を集めて総合的に分析し、利用者が抱えている課題を明確にす

ること。 

◇ＥＢＰＭ（イー・ビー・ピー・エム） 

ＥＢＰＭは、Evidence Based Policy Making（証拠に基づく政策立案）の略で、政策の企画を

その場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデン

ス）に基づくものとすること。 

◇医療的ケア 

家族や看護師が日常的に行っている経管栄養注入やたんの吸引などの医療行為。 

◇インクルーシブ教育システム 

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達

させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のな

い者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が教育制度一般から排除されないこと、自己の生活

する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供さ

れる等が必要とされている。 

 

か行 

◇基幹相談支援センター 

相談支援の中核的な機関として、相談支援事業所への総合的な相談対応、相談支援事業所等の

各相談機関・関係機関とのネットワーク構築や地域の相談支援体制の強化及び質の向上に取り組

む。 
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◇ＱＯＬ（キュー・オー・エル） 

ＱＯＬは、Quality of Life の略で、「生命の質」、「生活の質」、「人生の質」などと訳される。

生活者自身の意識や価値観（満足感、幸福感、安定感）と、生活の場である環境との調和のある

状態を保ち、質的に高めて、充足した生活を実現し、さらに向上させようとすること。 

◇共生社会 

障害の有無にかかわらず、誰もが分け隔てられることがなく、基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重されるものであるとの理念に基づき、相互に人格と個性を尊重し合う社会。 

◇協議体 

生活支援体制整備事業における高齢者の生活支援・介護予防サービスの多様な提供主体等が参

画する情報の共有・連携強化の場。 

◇強度行動障害 

自傷、他傷、こだわり、もの壊し、睡眠の乱れ、異食、多動など本人や周囲の人のくらしに影響

を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必要になっている状態。 

◇グループホーム 

認知症高齢者や障害者が、食事提供その他の日常生活の支援や機能訓練等のサービスを受けな

がら、地域で少人数の共同生活を行う住宅。 

◇ゲートキーパー 

地域や職場で発せられる自殺のサインにいち早く気づき、適切な対処を行い、専門相談機関へ

つなぐ役割を担う人のこと。自殺対策に関する知識を持つ人のこと。「命の門番」といわれる。 

◇健康寿命 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。平均寿命と健康寿命との差は、

日常生活に制限のある「健康ではない期間」を意味する。 

◇権利擁護支援 

認知症や知的障害、精神障害などにより判断能力が十分でない人に代わって、援助者が代理と

して、財産管理や契約行為などの権利行使や必要なサービスが利用できるよう支援し、本人の権

利を擁護すること。 

◇高次脳機能障害 

事故による頭部外傷や脳血管障害など、脳の損傷等による後遺症等として生じる言語・思考・

記憶・行動等の認知機能の障害のこと。 

◇子育て世代包括支援センター 

保健師等の専門スタッフが妊娠・出産・育児に関する様々な相談に対応することで、妊娠期か

ら子育て期にわたり切れ目のない支援を一体的に行うための相談窓口。 
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◇子ども家庭支援センター 

子どもや子育て家庭の身近な相談窓口として、さまざまな相談に応じるほか、子育て家庭への

支援事業や個別援助等を行っている。 

◇コミュニティ・ソーシャルワーカー 

地域を基盤として活動し、地域の中で支援につながらず困っている人を発見し支援するととも

に、制度の狭間にいる人に寄り添い、地域の人とともに支援していくことを通して、個人の問題

を地域共通の課題ととらえ、住民とともに新たな支援の仕組みをつくり出していく地域福祉の専

門職。「地域福祉コーディネーター」ともいう。 

 

さ行 

◇災害時要配慮者 

高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、外国人など災害時に特に配慮が必要な人のこと。 

◇児童発達支援センター 

地域の障害のある児童を通所させて、日常生活における基本的動作の指導、自活に必要な知識

や技能の付与または集団生活への適応のための訓練を行う施設。福祉サービスを行う「福祉型」

と、福祉サービスに併せて治療を行う「医療型」がある。 

◇社会的包摂（ソーシャルインクルージョン） 

貧困やホームレス状態に陥った人々、障害や困難を有する人々、制度の狭間にあって社会サー

ビスの行き届かない人々を排除し孤立させるのではなく、地域社会への参加と参画を支援し、社

会の構成員として包み込むこと。 

◇重症心身障害児 

重度の肢体不自由と重度の知的障害とが重複した状態にある子ども。 

◇重層的支援体制整備事業 

令和２年６月、社会福祉法改正に伴い創設された国の事業。区市町村において既存の相談支援

等の取組を生かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的支援体制を

構築するため、「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の三つの支援を柱として、そ

れらを効果的・円滑に実施するため、「アウトリーチ等を通じた継続的支援」「多機関協働による

支援」を新たな機能として強化し、５事業を一体的に実施する事業。 

◇住宅確保要配慮者 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）」

で示された住宅の確保に特に配慮を要する者。具体的には、低額所得者、被災者、高齢者、障害

者、子育て世帯、外国人等を指す。 

◇スーパーバイズ 

これから取り組もうとする支援、又は今取り組んでいる支援について、学識経験者や専門家等
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にアドバイス・指導を受けること。 

◇生活困窮者 

生活困窮者自立支援法では、「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情によ

り、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」と定

義している。 

◇生活支援コーディネーター 

「地域支え合い推進員」とも呼ばれ、地域の支え合い活動をはじめとした高齢者の生活支援サ

ービスの提供体制整備に向けたコーディネート機能を果たす役割を担う職員。 

◇生活習慣病 

食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する疾患群。高血

圧症、糖尿病（インスリン非依存型）、脂質異常（家族性を除く）をはじめ、悪性新生物（がん）、

心疾患、脳血管疾患などを総称していう。 

◇精神障害にも対応した地域包括ケアシステム 

精神障害者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、

障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保されたシステ

ムのこと。 

◇成年後見制度 

認知症、知的障害や精神障害などにより判断能力が不十分な人について、自己決定を尊重しな

がら本人の権利や財産を保護するための制度。 

 

た行 

◇ダブルケア 

子育てと親や親族の介護を同時に担う状態。 

◇地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多

様な主体が参画し、「人と人」「人と資源」が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひと

りの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 

◇地域生活支援拠点 

障害者の高齢化・重度化や「親なき後」を見据え、相談、一人暮らしやグループホームの体験、

緊急時の受入れや対応、専門の人材の確保や養成、地域の体制づくり等の機能を備えた拠点とな

る施設。 

◇地域包括ケアシステム 

要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続
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けることができるよう、住まい、医療、介護、予防、生活支援が一体的に提供される地域の包括

的な支援体制のこと。 

◇地域包括支援センター 

全ての区民を対象とした保健福祉の総合相談を実施する「支援を必要とする全ての人を支える

地域包括ケアシステムの地域拠点」と位置づけている機関。保健師・看護師、社会福祉士及び主

任介護支援専門員などの専門職が配置され、介護保険法で定められた業務（総合相談窓口、権利

擁護、包括的・継続的マネジメント）のほか、保健福祉の総合相談、保健福祉サービスや介護保

険認定申請等の受付業務を実施している。 

◇地域密着型サービス 

認知症高齢者や中重度の要介護高齢者等が、できる限り住み慣れた地域での生活が継続できる

ように創設されたサービス体系で、区市町村が事業者の指定や監督を行い、サービスの利用は、

原則としてその区市町村の被保険者に限定される。対象サービスは、認知症対応型通所介護、認

知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、夜間対応型

訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護（利用定員 18人以下の通所

介護）などがある。 

◇電話リレーサービス 

聴覚や発話に困難がある方と、そうでない方を、オペレーターが通訳して双方向を電話でつな

ぐ、公共インフラサービス。サービスの提供は、総務省から「電話リレーサービス提供機関」の

指定を受けた一般財団法人日本財団電話リレーサービスが行っている。 

◇東京都行方不明認知症高齢者等情報提供依頼システム 

行方不明となった認知症高齢者や、身元不明で保護された認知症高齢者の情報について区市町

村からの依頼に基づき、都内の他の区市町村や近隣県へ一斉に周知する東京都の取組。サイト上

で区市町村自ら情報を更新し、いつでも閲覧できる「行方不明認知症高齢者等情報共有サイト」

（関係機関向けサイト）を開設。 

◇特別支援教育 

障害のある幼児・児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に

立ち、障害のある幼児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、

生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導や必要な支援を行うもの。 

 

な行 

◇認知症サポーター 

「認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を支える支援者」として、全国で養成が進められ

ているもの。１時間半程度の養成講座を受けてサポーターとなる。自分のできる範囲で温かく見

守ることが基本的な役割とされている。 
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◇ノーマライゼーション 

障害のある人もない人も、全ての人々が、互いに支え合い、地域で生き生きと明るく豊かに暮

らしていける社会を目指す考え方。 

 

は行 

◇ＨＡＣＣＰ（ハサップ） 

食品事業者等自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因を把握した上で、原材料の入荷から

製品の出荷に至る全工程の中で、危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、

製品の安全性を確保しようとする手法。 

◇８０５０（はちまるごーまる）問題 

ひきこもりや離職等によって、例えば 80 代の親と 50 代の子など、高齢者と中年の世帯が生活

上の困難を抱え、社会から孤立してしまうこと。 

◇発達障害 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他

これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において現れるもののうち、言語の

障害、協調運動の障害、心理的発達の障害、行動及び情緒の障害とされる。 

◇バリアフリー 

バリアとは「障壁」のことで、福祉のまちづくりを進めるために様々な障壁をなくしていくこ

とをいう。建築物や交通機関等のハード面のバリアとともに、生活にかかわる情報面や制度面の

バリア、差別や偏見といった心のバリアを取り除いていくことも、バリアフリーの重要な側面で

ある。 

◇ピアサポート 

悩みや障害などの問題を抱えた人自身やその家族が悩みを共有することや、情報交換のできる

交流のこと。障害のある人の場合だけでなく、障害のある児童の親、がん患者、高齢者など様々

な分野に広がっている。 

◇ひきこもり 

厚生労働省「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」では、「様々な要因の結果として

社会的参加（義務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則

的には６か月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出

をしていてもよい）を指す現象概念」と定義されている。 

◇ＰＤＣＡ（ピー・ディー・シー・エー）サイクル 

行動プロセスの枠組みのひとつで、Plan（立案・計画）、Do（実施）、Check（検証・評価）、Action

（改善）の頭文字を取ったもので、行政政策や企業の事業活動に当たって計画から見直しまでを

一貫して行い、さらにそれを次の計画・事業に生かそうという考え方。 
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◇避難行動要支援者 

高齢者や障害者などの「要配慮者」のうち、災害発生時等に自ら避難することが困難であり、

円滑かつ迅速な非難の確保を図るために支援を要する人のこと。 

◇ＢＰＳＤケアプログラム 

ＢＰＳＤは、Behavioral and Psychological Symptoms of Dementiaの略で、認知症の行動・心

理症状と訳される。ＢＰＳＤケアプログラムは、介護保険事業所や地域において、認知症ケアの

質の向上のための取組を推進する人材を養成するとともに、ＢＰＳＤを「見える化」するオンラ

インシステムを活用し、ケアに関わる担当者の情報共有や一貫したケアの提供をサポートするプ

ログラム。 

◇フォスタリング 

里親の広報・リクルート及びアセスメント、里親登録前後及び委託後における里親に対する研

修、子どもと里親家庭のマッチング、子どもの里親委託中における里親養育への支援、里親委託

措置解除後における支援に至るまでの一連の過程において、子どもにとって質の高い里親養育が

なされるために行われる様々な支援。 

◇フレイル 

「筋力」、「認知機能」、「社会とのつながり」が低下し、「加齢により心身が衰えた状態」のこと

で、健康な状態と日常生活でサポートが必要な介護状態の中間を意味する。フレイルは、早く気

づき対策を行えば元の健常な状態に戻る可能性がある。 

◇プロボノ 

「公共善のために」を意味するラテン語「Pro Bono Publico」を語源とする言葉で、社会的・

公共的な目的のために、職業上のスキルや経験を生かして取り組む社会貢献活動を意味する。 

◇放課後等デイサービス 

学校通学中の障害のある児童に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中において生活能力向上の

ための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害のある児童の自立を促進

するとともに、放課後等の居場所づくりを行うもの。 

 

ま行 

◇見守りネットワーク 

見守る人・見守られる人を特定せず、地域の住民や事業者が日常の生活や業務を通し、地域の

異変に気が付いたときに、地域包括支援センターに連絡し、訪問や区関係所管課につなぐなど必

要なサービスが行えるように地域で見守る仕組み。愛称は「見守りめぐねっと」。 

◇民生委員・児童委員 

地域で生活上の問題、家族問題、高齢者福祉・児童福祉など、あらゆる分野の相談に応じ助言・

調査などを行う。保護や援助が必要な人がいる場合は、関係行政機関に連絡するなど区民に最も

サンプル 



 

157 

身近な存在として活動している。 

 

や行 

◇ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている家族のケア（家事や家族の世話、介護、感情面のサポートな

ど）を日常的に行っている 18歳未満の子ども。18歳から概ね 30歳代までのケアラーを「若者ケ

アラー」という。 

◇要保護児童対策地域協議会 

児童福祉法に基づき、要保護児童、要支援児童及び特定妊婦（出産後の養育について出産前に

おいて支援を行うことが特に必要と認められる妊婦）を早期に発見し、適切な支援及び児童に対

する虐待の予防的取組の推進を図るため、地域の関係者間で情報の交換と支援の協議を行う機関。 

 

ら行 

◇ライフステージ 

乳児期・幼児期・児童期・青年期・壮年期・老年期など人間が誕生してから亡くなるまでの生

活史上における年代別の各段階。 

◇ランランひろば 

小学校の校庭や体育館、特別教室等を活用し、放課後や夏休みに専任の運営職員の見守りの中

で、自主遊び（校庭遊びやボードゲーム、工作活動等）や自主学習（学習や読書等）を行うことの

できる安全・安心な居場所を提供する目黒区の事業。 
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